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は じ め に 

 
 
城陽市では、平成１９年に「緑と太陽、やすらぎのまち・城陽」～活力ある

２１世紀のまちづくり～を将来像とする「第３次城陽市総合計画」の基本構想

を定め、将来像の実現のために、必要な施策の方針を示した「前期基本計画」

を併せて策定いたし推進してまいりました。 
しかしこの間、国では地方分権改革の推進が進み、地方には自らの権限と財

源による責任ある市政運営が求められ、また、少子高齢化の進行、住民意識の

多様化・高度化などから、城陽市を取り巻く状況には依然として多くの課題が

あります。 

このような中、平成２４年度から平成２８年度までの５年間を計画期間とす

る「後期基本計画」の策定に取り組んでいるところです。 

今回、前期基本計画の計画期間が平成２３年度に目標年次を迎えたことから、

平成１９年度からの取組実績を集約し、総括を行いましたのでご報告いたしま

す。 
本市では今後も計画の推進に一層、努めてまいる所存でありますので、皆様

方のご理解とご協力をお願い申し上げます。 
 
 
平成２３年（2011 年）１２月 

 

城 陽 市 長  橋  本  昭  男 



［総括報告書の見方］ 

第○章 ○○○○ ８つの柱 
第○節 ○○○○ ４５の基本施策 

 
■施策体系図 

 
 
 
 
 

■まちづくり指標 
指標 

Ｎｏ 
まちづくり指標名 説明 

 基準値 

（H17） 

直近実績値 

（H22） 

5 年後目標

（H23） 単位 

       

 

 

 

■５年後目標から直近実績値が乖離している項目の理由 

指標 

Ｎｏ 
まちづくり指標名 理由 

      

 

 

 

■主な施策の展開 
（１）○○○○ 

○○○○○○○○○○ 

 

 

 

【主な事業】 

計画

⇒ 関連する

まちづくり

指標

　－ 　－ 　－ 　－

計画期間中の実績

H20 H21 H22 H23

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

①○○業務
（○○課）

年度 ⇒ H19

事業計画年度を○で示しています。

計画期間中（H19～H23）の新規取組については△で、事業充

実については◎で、それぞれ示しています。

 

（1）○○○○ 

○○○○○○○ 【主な事業】 

①○○○○事業 

②○○○○事業 

⇒ 施策の体系と主な事業を示しています。 

⇒ 施策の達成状況を測るために設定した指標で、その直近実績値及び目標値を示

しています。 

⇒ どのような施策により基本方針やまちづくり指標の達成をめざすのか、その方

向性を示しています。 

⇒ 基本方針やまちづくり指標を達成するための主な事業を用い、計画期間中の実

績を示しています。 

平成19年度～平成22年度の取り組
みについては実績を、平成 23 年度
の取り組みについては見込みを示

しています。 

⇒ まちづくり指標の直近実績値が５年後目標値と乖離している場合、乖離した理

由を示しています。 
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■施策体系図

第１章　安心・安全のまちづくり

第１章　安心・安全のまちづくり

第３節　犯罪のないまちをつくる

第１節　消防・救急体制の充実したまちをつくる

第２節　災害に強いまちをつくる
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第１節　消防・救急体制の充実したまちをつくる

■施策体系図

第１節　消防・救急体制の充実したまちをつくる 【主な事業】

■まちづくり指標

単位

人 13 18 20

件 42 38 22

件／10,000人 5.2 4.8 2.6

％ 41.3 49.4 52

％ 91.6 96.5 95

■５年後目標から直近実績値が乖離している項目の理由

2

4

5
消防水利設置数／消防水利必
要数

消防水利施設充足率

3

①消防団に関する業務（１）　消防体制の充実

（２）　消防力の強化

①火災予防指導業務

③防火水槽新設業務

④消防体制広域化事業

①消防車両購入業務

（３）　火災予防対策の推進

（５）　市民の救急対応能力の向上

⑤消防緊急情報システム業務

（４）　救急救助体制の強化

②青谷消防分署新設事業

①救急高度化推進整備業務

①救急高度化推進業務

指標
№

1

説明
基準値
（H17）

救急救命士数

年間の火災件数

年間立入検査実施件数／防火
対象物数

5年後目標
（H23）

まちづくり指標名

救急救命士数

直近実績値
（H22）

火災件数

出火率 人口１万人当たりの出火件数

事業所などへの立入検査実施
率

指標
№

まちづくり指標名 理由

2 火災件数
「放火」及び「放火の疑い」を原因とする出火が増加傾向にあることが大きな要
因である。

3 出火率
「放火」及び「放火の疑い」を原因とする出火が増加傾向にあることが大きな要
因である。
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■主な施策の展開

（１）　消防体制の充実

【主な事業】

計画 ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○

⇒H20
　－　－

H23H19

①消防団に関
する業務
（総務課）

計画期間中の実績

平成19年度
・各分団において城陽市小型ポンプ操法訓練（実施回数:108回）
・消防団各種訓練（新入団員・幹部教養訓練等）を実施（実施回数:297回）
平成20年度
・消防団協力事業所表示制度を開始
・市長査閲訓練を実施（実施回数:57回）
・京都府大会出場分団において京都府小型ポンプ操法訓練を実施（実施回数:18回）
・消防団各種訓練（新入団員・幹部教養訓練等）を実施（実施回数:296回）
平成21年度
・消防団協力事業所表示証を交付（2事業所）
・各分団において城陽市小型ポンプ操法訓練（実施回数:104回）
・消防団各種訓練（新入団員・幹部教養訓練等）を実施（実施回数:295回）
平成22年度
・市長査閲訓練を実施（実施回数:57回）
・京都府大会出場分団において京都府小型ポンプ操法訓練を実施（実施回数:18回）
・消防団各種訓練（新入団員・幹部教養訓練等）を実施（実施回数:298回）
平成23年度
・消防団協力事業所表示証の交付済み2事業所を認定更新
・各分団において城陽市小型ポンプ操法訓練
・消防団各種訓練（新入団員・幹部教養訓練等）を実施

H21 H22

　火災などによる被害を軽減するため、災害時の応急対策が迅速かつ的確に行えるよう、消防団をはじめとする市民・
事業者・関係団体および行政の連携による総合的な消防体制の強化を図ります。

　－
関連する
まちづくり
指標

事業名（所管課） 事業の概要

⇒
　－

●消防団各種訓練の継続実施
●平成２０年度消防団協力事業所表示制度の導入

年度

計画期間中の目標

消防団の消防活動訓練の実施及び消防団
協力事業所表示制度の導入等を行う。
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（２）　消防力の強化

【主な事業】

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○

－

計画 △ ○ ○ ○ ○ ○

Ｎｏ.5
－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

H23 ⇒

　火災などの発生に際し、確実、迅速な出動と適切な消防活動を行うため、消防施設や車両・資機材などの整備、防火
水槽の増設などによる消防水利の充実に努めるとともに、消防団の充実強化・活性化を推進します。また、各種災害に
消防力の効率的運用を図るため、消防救急無線のデジタル化に伴う広域化・共同化や消防指令業務の共同運用およ
び消防の広域化の検討並びに青谷消防分署の機能強化を推進します。

事業名（所管課）

計画期間中の実績

平成19年度
・防火広報車の更新
平成22年度
・富野荘分団車の更新
平成23年度
・救助工作車の更新

②青谷消防分
署新設事業
（総務課）

消防水利
施設充足
率

　－

①消防車両購
入業務
（総務課）

関連する
まちづくり
指標

H19
　－

H23H20

●青谷消防分署機能の強化について検討実施

　－

H23 ⇒

H21

計画期間中の実績

H20

H22

H19

●消防車両整備計画に基づき消防車両を更新整備

　－

関連する
まちづくり
指標

③防火水槽新
設業務
（総務課）

計画期間中の実績

H21 H22

年度 ⇒ H19 H20

平成19年度
・新規の耐震性防火水槽を1基設置（深谷幼稚園敷地内）
平成20年度
・既存の防火水槽を1基耐震化（城陽中学校敷地内）
平成21年度
・新規の耐震性防火水槽を1基設置（南城陽中学校敷地内）
平成22年度
・新規の耐震性防火水槽を1基設置（西城陽中学校敷地内）
平成23年度
・新規の耐震性防火水槽を１基設置（市役所駐車場内）

　－

事業の概要

消防車両整備計画を見直し、消防車両を
計画的に整備する。

計画期間中の目標

　－
年度 ⇒

青谷消防分署の機能強化について検討し
推進する。

　－

　－

年度 ⇒

関連する
まちづくり
指標

H22 ⇒

耐震性防火水槽を不足地域に計画的に整
備する。

　－

●耐震性防火水槽の設置5箇所

平成19年度
・青谷消防分署改築等検討委員会を開催
平成20年度～平成21年度
・青谷消防分署の移設について検討
平成22年度
・青谷消防分署の移設について検討
・用地選定、各関係機関との協議、地権者への説明を実施
平成23年度
・用地取得契約、擁壁工事及び建築設計等を実施

H21
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－

計画 △ ○ ○ ○ ○ ○

－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

H20

⑤消防緊急情
報システム業
務
（警防課）

計画期間中の実績

平成19年度
・消防緊急情報システムの保守及び管理を実施
平成20年度
・消防緊急情報システムの保守及び管理を実施
平成21年度
・消防緊急情報システム更新の検討
・消防緊急情報システムの保守及び管理を実施
平成22年度
・契約の締結及びシステム更新にかかる検討及び更新システムの保守内容の検討
・消防緊急情報システムの保守及び管理を実施
平成23年度
・消防緊急情報システムの保守及び管理を実施

　－
H19

　－

年度

H21 H22

⇒ H21H19 H20

関連する
まちづくり
指標

　－
H22

●「京都府消防体制のあり方検討委員会」の検討結果に
基づき対応を検討実施

関連する
まちづくり
指標

　－
H23

　－
⇒

計画期間中の実績

平成19年度
・京都府消防あり方検討委員会において、指令業務の共同運用および消防の広域化について検討
・京都府において、京都府消防救急無線広域化・共同化等整備基本計画が策定
平成20年度
・山城グループ消防救急無線整備・運営検討会を設置
・山城グループ消防救急無線整備・運営検討会において、山城グループ消防救急無線のデジタル化
移行を検討
・京都府において、指令業務の共同運用および消防の広域化について、京都府消防体制整備推進計
画を策定
平成21年度
・山城グループ消防救急無線デジタル化への基本設計業務実施
・基本設計に基づき導入に向けて検討
・指令業務の共同運用について、推進計画に基づき南部ブロック消防本部で検討
・消防の広域化について、推進計画に基づき南部ブロック消防本部で検討
平成22年度～平成23年度
・基本設計に基づき導入に向けて検討
・指令業務の共同運用について、推進計画に基づき南部ブロック消防本部で検討
・消防の広域化について、推進計画に基づき 南部ブロック消防本部で検討

④消防体制広
域化事業
（総務課）

消防救急無線のデジタル化に伴う、広域
化・共同化や指令業務の共同運用、消防
の広域化の検討を推進する。

●現行システムの維持及びデジタル化移行の検討

年度
　－

⇒ H23

現行システムの安全稼動とデジタル化移行
の検討を行う。

⇒
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（３）　火災予防対策の推進

【主な事業】

Ｎｏ.2 Ｎｏ.3 Ｎｏ.4

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

計画期間中の実績

平成19年度
・火災予防週間において、特別査察および街頭検査により立入検査等を強化実施（年間防火対象物
立入検査件数：633件）
・住宅用火災警報器設置推進チラシの配布等により、住宅用火災警報器の設置を促進（設置率：
21.8%）
・市民に対する防火講演、消火器の取扱訓練指導を実施（実施件数：25件、参加人数：3,326人）
平成20年度
・火災予防週間において、特別査察および街頭検査により立入検査等を強化実施（年間防火対象物
立入検査件数：565件）
・住宅用火災警報器設置推進チラシの配布等により、住宅用火災警報器の設置を促進（設置率：
39.7%）
・市民に対する防火講演、消火器の取扱訓練指導を実施（実施件数：26件、参加人数：2,740人）
平成21年度
・火災予防週間において、特別査察および街頭検査により立入検査等を強化実施（年間防火対象物
立入検査件数：628件）
・住宅用火災警報器設置推進チラシの配布等により、住宅用火災警報器の設置を促進（設置率：
45.0%）
・市民に対する防火講演、消火器の取扱訓練指導を実施（実施件数：25件、参加人数：1,971人）
平成22年度
・火災予防週間において、特別査察および街頭検査により立入検査等を強化実施（年間防火対象物
立入検査件数：698件）
・住宅用火災警報器設置推進チラシの配布等により、住宅用火災警報器の設置を促進（設置率：
54.6%）
・市民に対する防火講演、消火器の取扱訓練指導を実施（実施件数：37件、参加人数：2,346人）
平成23年度
・平成23年6月からの住宅用火災警報器の設置義務化に伴い、住宅用火災警報器の設置を促進
・火災予防週間において、特別査察および街頭検査により立入検査等を強化実施
・市民に対する防火講演、消火器の取扱訓練指導を実施

関連する
まちづくり
指標

事業所など
への立入検
査実施率

⇒
火災件数

H20 H21

①火災予防指
導業務
（予防課）

市民への防火防災意識の普及啓発及び防
火訓練等を実施するとともに、住宅用火災
警報器の設置促進、事業所への立入検査
や防火指導等を行う。

●立入検査等の強化実施
●住宅用火災警報器の設置促進（平成２３年度設置義
務化）
●防火防災意識の普及啓発及び訓練の継続実施

年度 ⇒ H19 H22 H23
　－出火率

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

　火災を予防するため、防火対象物や危険物施設への立入検査の強化など防火管理体制の充実に努めます。また、
防火に関する積極的な情報提供を行うとともに、高齢者などの災害弱者をはじめ市民を火災から守るため、住宅用火
災警報器の普及促進に努め、家庭における防火対策を促進します。
　さらに、地域の防災力の強化を図るため、市民の防災意識の啓発などを推進し、市民参加の防火・避難訓練の取り
組みを推進します。
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（４）　救急救助体制の強化

【主な事業】

Ｎｏ.1
－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

事業名（所管課） 事業の概要

H22

平成19年度
・消防署にＡＥＤを配備
・追加講習を受講し薬剤投与等の資格を取得（資格取得人数:2人）
・病院実習を実施 （気管挿管病院実習、現任病院実習、薬剤投与病院実習、就業前病院実習）
平成20年度
・久津川消防分署にＡＥＤを配備
・追加講習を受講し薬剤投与等の資格を取得（資格取得人数:2人）
・病院実習を実施（気管挿管病院実習、現任病院実習、薬剤投与病院実習）
平成21年度
・青谷消防分署にＡＥＤを配備
・追加講習を受講し薬剤投与の資格を取得（資格取得人数:1人）
・病院実習を実施（気管挿管病院実習、現任病院実習、薬剤投与病院実習、就業前病院実習)
平成22年度
・救急救命士養成及び病院実習を実施（気管挿管病院実習、現任病院実習、薬剤投与病院実習、就
業前病院実習)
平成23年度
・救急救命士養成及び病院実習を実施（気管挿管病院実習、現任病院実習、就業前病院実習)

H21

救急高度化に対応するため、救急救命士
及び挿管、薬剤認定救急救命士の育成、
救急隊員の資質向上、ＡＥＤの配備を行う。

計画期間中の目標

救急救命
士数

H23
　－

年度 H20 ⇒ 関連する
まちづくり
指標

計画期間中の実績

　救命効果の向上を図るため、救急・救助資機材などの充実とともに、救急救助活動における各隊の連携および隊員
の知識・技術の向上、さらに、医療機関など関係機関との協力体制の強化を推進します。

　－

①救急高度化
推進整備業務
（警防課）

●救急救命士の養成４名、追加講習による資格取得、病
院実習の実施、消防署・分署にＡＥＤを配備

⇒ H19
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（５）　市民の救急対応能力の向上

【主な事業】

－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

関連する
まちづくり
指標

　－
H19 H20 H21 H23

事業名（所管課） 事業の概要

⇒
　－

⇒

計画期間中の目標

①救急高度化
推進業務
（警防課）

計画期間中の実績

平成19年度
・自治会、事業所で講習会の実施により、応急手当を普及啓発（実施回数:65回、参加人数:1,797人)
・市民対象救急普及講習の実施により、応急手当を普及啓発（実施回数:6回、参加人数:66人）
・救急フェア、救急医療週間及び火災予防週間に救急車適正利用の普及啓発チラシを配布（配布枚
数:6,017枚）
平成20年度
・自治会、事業所で講習会の実施により、応急手当を普及啓発（実施回数:78回、参加人数:1,686人)
・市民対象救急普及講習の実施により、応急手当を普及啓発（実施回数:6回、参加人数:88人）
・救急フェア、救急医療週間及び火災予防週間に救急車適正利用の普及啓発チラシを配布（配布枚
数:9,722枚）
平成21年度
・自治会、事業所で講習会の実施により、応急手当を普及啓発（実施回数:73回、参加人数:1,678人)
・市民対象救急普及講習の実施により、応急手当を普及啓発（実施回数:6回、参加人数:68人）
・救急フェア、救急医療週間及び火災予防週間に救急車適正利用の普及啓発チラシを配布（配布枚
数:11,538枚）
平成22年度
・自治会、事業所で講習会の実施により、応急手当を普及啓発（実施回数:68回、参加人数:1,497人)
・市民対象救急普及講習の実施により、応急手当を普及啓発（実施回数:6回、参加人数:87人）
・救急フェア、救急医療週間及び火災予防週間に救急車適正利用の普及啓発チラシを配布（配布枚
数:12,869枚）
平成23年度
・自治会、事業所で講習会の実施により、応急手当を普及啓発
・市民対象救急普及講習の実施により、応急手当を普及啓発
・救急フェア、救急医療週間及び火災予防週間に救急車適正利用の普及啓発チラシを配布

　－

市民・自治会・事業所等に対する応急手当
の普及啓発活動の推進、救急車の適正利
用の普及啓発を行う。

●自治会、事業所での講習会の継続実施
●市民対象救急普及講習の継続実施
●救急車適正利用の普及啓発の継続実施

年度 H22

　増加傾向にある救急需要に加え、救急業務に対する市民ニーズの多様化などに対応するため、救急車の利用のあ
り方などについて、市民に対する周知・啓発活動を強化するとともに、救急隊到着までの間に市民が適切な処置を行え
るよう応急手当の普及啓発を推進します。
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第２節　災害に強いまちをつくる

■施策体系図

第２節　災害に強いまちをつくる 【主な事業】

■まちづくり指標

単位

％ 86.2 100 100

％
51.8
(H18)

57.4 76

％
62.6
（Ｈ18）

93.4 93

％
100
(Ｈ18)

100 100

％ 48.4 60.5 79

■５年後目標から直近実績値が乖離している項目の理由

7
非常時に何をすべきか理解し
ている市民の割合

自主防災組織の育成や、防災知識の普及啓発の取り組みとして防災マップを
作成し全戸配布等を実施してきたが、目標の達成に至らなかった。

10 災害用毛布備蓄率
目標値設定時には500枚／年の備蓄数増強の整備計画としていたが、特定財
源の確保が厳しい状況の中で計画に遅れが生じ、目標の達成に至らなかっ
た。

指標
№

まちづくり指標名 理由

7

9

10

指標
№

6

8

5年後目標
（H23）

③防災資機材整備事業

①自主防災組織活動事業

①被災者支援の拡充要請業務

②義務教育施設大規模改造業務(第４章第３節（４）参
照)

（３）　地域自主防災組織の育成

（４）　国民保護計画の策定と周知 ①国民保護事業

（５）　被災者支援の充実、拡充

まちづくり指標名

自主防災組織設置自治会数／
自治会数

自主防災組織設置率

①地域防災無線整備事業（１）　防災対策の推進

（２）　耐震診断、耐震改修の促進 ①住宅市街地対策事業

②地域防災計画策定事業

直近実績値
（H22）

説明
基準値
（H17）

非常用食糧備蓄率

非常用毛布備蓄率

まちづくり市民アンケート結果

診断実施棟数／新耐震基準以
前に建築の棟数

非常用食糧数（乾パンなど）／
（人口×避難所避難割合）

毛布備蓄数／（人口×避難所
避難割合）

非常時に何をすべきかを理解
している市民の割合

公共施設の耐震診断実施率
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■主な施策の展開

（１）　防災対策の推進

【主な事業】

－

計画 ○ ○ ○ ◎ ◎

－

計画 △ ○ ◎

H21 H22 H23
　－

地域防災計画の修正・維持及び災害に対
応する市職員の職務内容や活動方法等の
より実践的なマニュアルを作成する。

①地域防災無
線整備事業
（防災課）

計画期間中の実績

平成20年度
・システム構成及び設計委託等の検討
平成21年度
・調査・設計業務委託（電波伝搬調査、屋外拡声器・基地局設置場所調査等、整備設計）
平成22年度
・システム整備工事
平成23年度
・デジタル系防災無線の運用開始

　－
H21 H22H20 ⇒

　－ 　－
関連する
まちづくり
指標

H23

災害に関する情報の迅速な伝達システムと
して地域防災無線について、デジタル化に
併せて機能強化を図り更新整備を行う。

年度 ⇒ H19

関連する
まちづくり
指標

　－
H19

　城陽市地域防災計画に基づき、地震災害や風水害に対応するため、災害に関する情報の迅速な伝達など、総合的
な防災対策を推進します。特に木津川破堤による浸水被害を防止するため、国において大規模な堤防強化工事が実
施されており、今後も引き続きその実施を要請していきます。
　また、災害に備えるため、ライフラインの収容空間である道路など公共構造物の耐震性の向上に努めるとともに、避
難所および備蓄品の整備を進めます。さらに、自主防災組織との適切な役割分担のもと、総合的かつ継続的な支援
体制を構築します。
　災害の発生を防止するため、防災パトロールを強化し、災害の危険箇所の把握を行い、適切な対応に努めます。

事業の概要事業名（所管課）

●京都府における「地震被害想定」の公表結果に基づ
き、地域防災計画の見直しを実施

②地域防災計
画策定事業
（防災課）

計画期間中の実績

⇒
　－

計画期間中の目標

●平成２２年度地域防災無線のデジタル化整備完了

年度 ⇒

平成19年度
・京都府管理の青谷川、長谷川、古川の3河川について、府が浸水想定区域図を公表
・京都府地震被害想定調査結果の公表（活断層、東南海・南海地震）
平成20年度
・京都府地震被害想定調査結果の公表（活断層）
・東南海・南海地震特別措置法に基づく防災対策推進地域に指定
・被害想定の見直し及び推進計画策定のため地域防災計画改訂業務委託実施
平成21年度
・被害想定の見直し及び推進計画策定のため地域防災計画改訂業務委託実施
・地域防災計画を改訂
平成22年度
・土砂災害防止法に基づき、京都府が土砂災害警戒区域等を指定
平成23年度
・土砂災害警戒区域等の指定に伴う警戒避難体制の整備

H20
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Ｎｏ.9 Ｎｏ.10
－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（２）　耐震診断、耐震改修の促進

【主な事業】

－

計画 ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ○

③防災資機材
整備事業
（防災課）

計画期間中の実績

平成19年度
・乾パン2,280缶更新
平成20年度
・乾パン2,928缶更新
平成22年度
・乾パン1,368缶更新
・（財）自治総合センターの助成を受け、毛布850枚を増量
平成23年度
・乾パン4,008缶更新

①住宅市街地
対策事業
（都市計画課）

計画期間中の実績

●防災備蓄用毛布の増量２，０００枚
●乾パン等備蓄品の更新

平成19年度
・建築物耐震改修促進計画の策定
・木造住宅耐震診断士の派遣：33件
・耐震改修事業費補助金の交付：1件
平成20年度
・木造住宅耐震診断士の派遣：45件
・耐震改修事業費補助金の交付：4件
平成21年度
・木造住宅耐震診断士の派遣：31件
・耐震改修事業費補助金の交付：6件
平成22年度
・木造住宅耐震診断士の派遣：40件
・耐震改修事業費補助金の交付：7件
平成23年度
・木造住宅耐震診断士の派遣
・耐震改修事業費補助金の交付

事業の概要 計画期間中の目標

　市内の建築物の耐震性向上を計画的に進めるため、建築物耐震改修促進計画を策定します。地震災害から市民
の生命、財産の保護を図るため、市民に対して建築物の耐震性について正確な情報を提供するとともに、民間木造
住宅およびマンションの耐震診断に対する支援や住宅資金融資制度の実施により、耐震補強や改築の促進を図りま
す。
　また、地震時の避難施設である小中学校校舎の耐震補強改修を計画的に実施します。

事業名（所管課）

H23 ⇒
非常用食
糧備蓄率

関連する
まちづくり
指標

H22
　－

建築物耐震改修促進計画を策定し、市内
民間木造住宅の耐震診断及び耐震改修を
計画的に進めるとともに、市民と協働して
建築物の地震に対する安全性を向上する
意識の普及・啓発活動を推進する。

関連する
まちづくり
指標

災害用毛
布備蓄率

●平成１９年度建築物耐震改修促進計画の策定
●木造住宅耐震診断士の派遣
●耐震改修事業費補助金の交付

年度 ⇒ H19 H20 H21
　－

⇒ H19 H20 H21年度

黄檗・井手断層中央部が震源の場合、被
災者に対する最小限必要な救助資機材と
生命維持に必要な備蓄品を整備する。

H22
　－ 　－

H23 ⇒
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（３）　地域自主防災組織の育成

【主な事業】

Ｎｏ.6 Ｎｏ.7
－ －

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

H21H20
非常時に
何をすべ
きか理解
している
市民の割
合

計画期間中の実績

①自主防災組
織活動事業
（防災課）

●自主防災組織の活動支援

年度 ⇒

計画期間中の目標

H23
自主防災
組織設置
率

H22

市民が自主的に防災･消防活動を有機的
に行い災害時に機能するよう自主防災組
織を育成し、活動を支援する。

関連する
まちづくり
指標

⇒

　市民の防災意識を高め、地域における防災体制を強化するため、地域自主防災組織を支援します。

事業名（所管課） 事業の概要

H19

平成19年度
・校区防災訓練を実施（久津川、古川、久世、深谷、寺田南、寺田西、今池、富野、青谷の9校区）
・城陽市自主防災組織運営補助金を交付（9組織、1,140千円)
平成20年度
・校区防災訓練を実施（久津川、久世、深谷、寺田西、今池、青谷の6校区）
・城陽市自主防災組織運営補助金を交付（7組織、830千円)
平成21年度
・校区防災訓練を実施（久津川、久世、深谷、寺田、寺田南、寺田西、今池、青谷の8校区）
・城陽市自主防災組織運営補助金を交付（7組織、840千円）
平成22年度
・校区防災訓練を実施（久津川、古川、久世、深谷、寺田、寺田南、今池、富野、青谷の9校区)
・城陽市自主防災組織運営補助金を交付（10組織、1,300千円)
平成23年度
・校区防災訓練の実施
・城陽市自主防災組織運営補助金を交付
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（４）　国民保護計画の策定と周知

【主な事業】

－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（５）　被災者支援の充実、拡充

【主な事業】

－

計画 △ ○ ○ ○ ○

事業の概要 計画期間中の目標

H21 H22

●避難マニュアル等の作成
●図上訓練の実施

計画期間中の目標

H22

事業名（所管課）

計画期間中の実績

年度 ⇒ H19 関連する
まちづくり
指標

　－ 　－

　武力攻撃事態などから市民の生命、身体、財産を保護するため、策定した「城陽市国民保護計画」に基づく対応に
努めます。

H20 H21

平成20年度
・災害時要配慮者台帳登録制度を開始
平成21年度
・関係機関等と台帳登録（開示）情報の共有を開始
平成22年度
・災害時要配慮者支援システムを導入
・モデル地区での個別計画の策定に着手（古川・青谷地区）
平成23年度
・モデル地区での個別計画を策定（古川・青谷地区）

被災者支援の
拡充要請業務
（防災課・福祉
課）

①国民保護事
業
（防災課）

計画期間中の実績

平成19年度
・国、京都府等と共同で実施する、京都国民保護共同図上訓練に参画
平成22年度
・全国瞬時警報システム（Ｊ-ＡＬＥＲＴ）を整備

国民保護計画に基づき警報の伝達、避難
の指示や誘導、救援などを実施するため、
マニュアルの作成と職員研修や訓練を行
う。

　－

事業名（所管課）

事業の概要

⇒
　－

H19 H20 H23 関連する
まちづくり
指標

⇒

　災害被災者への支援制度、対象者拡充を国に要請し、制度の充実を働きかけます。

⇒H23

　－ 　－

国に対し、災害被災者の支援制度等拡充
の要望を行う。

●各組織を通じた要望活動の実施

年度

13



第３節　犯罪のないまちをつくる

■施策体系図

第３節　犯罪のないまちをつくる 【主な事業】

■まちづくり指標

単位

件 704 554 374

％
57.5
(H18)

67.6 77

■５年後目標から直近実績値が乖離している項目の理由

指標
№

まちづくり指標名 理由

12
生活の安全が守られていると
感じている市民の割合

城陽署管内の刑法犯認知件数は、近隣と比較して最も低い数値で推移してい
るが、全国的な犯罪増加傾向により、市民の防犯への関心が高まっているこ
とが要因と考えられる。

12
生活の安全が守られていると
感じている市民の割合

まちづくり市民アンケート結果

11 街頭犯罪件数
警察や各種団体との広域的な防犯連絡体制、施策連携の強化により、年々
減少傾向にあったものの、目標の達成に至らなかった。

指標
№

まちづくり指標名 説明
基準値
（H17）

11 街頭犯罪件数 年間の街頭犯罪件数

直近実績値
（H22）

5年後目標
（H23）

（１）　防犯対策の推進 ①防犯活動支援業務（啓発）

（２）　安全な都市環境づくり ①街灯維持管理整備事業

②防犯活動支援業務（交番）
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■主な施策の展開

（１）　防犯対策の推進

【主な事業】

Ｎｏ.11 Ｎｏ.12
－ －

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

計画期間中の実績

[継続事業]
平成19年度～平成23年度
・城陽市防犯推進協議会の開催
・京都府民防犯旬間における啓発活動の実施
・城陽市暴力追放推進協議会への参画
・暴力追放啓発カレンダーの配布
・京都府城陽地域安心・安全まちづくり連絡会議への参画（平成23年度から防犯推進協議会で包括
予定）
・「みんなの力で暴力・銃器追放」京都府民大会への参加

[新規事業]
平成22年度
・犯罪被害者等支援条例の制定

H22 H23 ⇒

関連する
まちづくり
指標

街頭犯罪
件数

生活の安
全が守ら
れている
と感じる市
民の割合

①防犯活動支
援業務（啓発）
（市民活動支援
課）

全ての市民が平穏で安心・安全な市民生
活を確保するため、市民、関係機関・団体
の協働により啓発活動を展開し、関係機関
へ要望を行う。

●「京都府民防犯旬間」における啓発活動の継続実施
●「城陽地域安全大会」への継続参画
●「みんなの力で暴力・銃器追放」京都府民大会への継
続参加

年度 ⇒ H19 H20 H21

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

　警察、防犯協会、防犯推進委員協議会、青少年健全育成市民会議、自治会などの関係機関および団体と連携を図
りながら、中学校区、小学校区を中心とした市民活動によるパトロールなどの地域の防犯活動を推進します。また、広
報などを通じて防犯意識の啓発を行い、家庭、地域、職場などにおける防犯意識の高揚に努めます。
　暴力団対策の取り組みとして、市、市民、企業、警察が一体となった「城陽市暴力追放推進協議会」により、暴力の
ない明るい社会をつくるための活動を展開します。
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（２）　安全な都市環境づくり

【主な事業】

－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　－
H20 H21 H22 H23 ⇒ 関連する

まちづくり
指標

計画期間中の実績

平成19年度
・街灯照度アップを順次進めるための計画を策定
・街灯の整備・維持管理（年度末の管理街灯総数：7,904灯）
・照度アップ用ナトリウム灯の設置（年度末の管理街灯総数：上記のうち、191灯）
平成20年度
・街灯の整備・維持管理（年度末の管理街灯総数：7,963灯）
・照度アップ用ナトリウム灯の設置（年度末総数：上記のうち、228灯）
平成21年度
・街灯の整備・維持管理（年度末の管理街灯総数：7,993灯）
・照度アップ用ナトリウム灯の設置（年度末総数：上記のうち、243灯）
平成22年度
・街灯の整備・維持管理（年度末の管理街灯総数：8,025灯）
・照度アップ用ナトリウム灯の設置（年度末総数：上記のうち、276灯）
平成23年度
・街灯の整備・維持管理
・照度アップ用ナトリウム灯の設置

関連する
まちづくり
指標

H20 H21 H22 H23H19 ⇒

②防犯活動支
援業務（交番）
（市民活動支援
課）

地域の安全の拠点となる交番の充実につ
いて、引き続き、要望活動を行う。

●城陽警察署、京都府警本部、京都府等の関係機関へ
交番の充実を要望

年度 ⇒
　－ 　－

計画期間中の実績

平成19年度～平成23年度
・京都府市長会を通じた京都府への要望
　①富野荘交番の移転・新築
　②青谷交番における体制の充実・強化
　③市北東部への交番の新設
　④市内パトロールの充実・強化
・市政懇談会等を通じた地元要望の把握
・富野荘交番の移転候補地の選定に対する協力（情報提供等）

H19

事業の概要 計画期間中の目標

①街灯維持管
理整備事業
（管理課）

夜間における防犯対策及び交通事故防止
対策として、公衆用街(路)灯を整備・維持
管理する。

●街灯の新設及び維持管理
●街灯照度アップ計画策定

年度 ⇒
　－ 　－ 　－

　犯罪が発生しにくいまちづくりに取り組むため、街路灯の増設を促進するとともに、市民に玄関灯などの点灯を呼び
かけるなど、地域ぐるみでの防犯活動を推進します。また、地域の実情を踏まえながら、交番の設置などを要望しま
す。

事業名（所管課）
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■施策体系図

第２章　快適なまちづくり

第２章　快適なまちづくり

第１１節　浸水被害の軽減と環境に優しい川づくりを推進する

第１節　城陽らしいまちなみを創造し保全する

第２節　みどり豊かなまちを実現する

第８節　駅周辺整備を推進し公共交通対策を充実する

第７節　墓地の確保を検討する

第６節　下水道の整備を進め生活環境の向上を図る

第３節　新たな都市空間の形成を図る

第４節　良好な住環境をつくる

第５節　安全な水道水を安定供給する

第９節　安全で快適な道づくりを推進する

第１０節　交通安全対策を推進する
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第１節　城陽らしいまちなみを創造し保全する

■施策体系図

第１節　城陽らしいまちなみを創造し保全する 【主な事業】

■まちづくり指標

単位

ｋｍ 2.3 2.3 2.3

■主な施策の展開

（１）　施設整備による良好な公共空間の創造・再生

【主な事業】

計画 ○ ○ ◎

（２）　自然景観の保全と創出
①山砂利採取地修復等指導業務（第２章第３節（１）参
照）

②みどりと水辺のやすらぎ回廊整備事業

（１）　施設整備による良好な公共空間の
創造・再生

①都市計画基本方針策定業務

②塚本深谷線整備事業（第２章第９節（１）参照）

③長池駅木津川右岸運動公園線・東城陽線整備事業
（第２章第９節（１）参照）

③公園・緑環境維持管理業務（第２章第２節（２）参照）

（３）　屋外広告物の適正な規制・誘導 ①屋外広告物規制指導業務

指標
№

まちづくり指標名 説明
基準値
（H17）

直近実績値
（H22）

5年後目標
（H23）

　五里のふるさとにふさわしい地域固有の景観を保全・復元・再生するなど、自然と環境に配慮した公共事業を推進し
ます。特に、景観上配慮すべき地域においては、防護柵、標識、照明などの道路付属物や舗装、植栽の再整備など
により、良好な道路空間などを創出します。また、民間施設についても、良好な都市景観の形成に向けて協力を要請
します。

事業名（所管課） 事業の概要

13 良好な道路空間の延長
景観に配慮した防護柵、照明
柱、舗装が実施された道路延
長

●策定に際し、パブリックコメントなどの実施により住民
の意向を反映

H20 H21 H22 H23

計画期間中の目標

　－ 　－ 　－
⇒ H19年度 ⇒ 関連する

まちづくり
指標

　－

計画期間中の実績

平成20年度
・パブリックコメントを実施し、市民の意見を聴取
・都市計画マスタープラン策定
平成21年度
・都市計画マスタープラン概要版を市内全戸に配布
・都市計画マスタープランの実行（各担当課）
平成22年度～平成23年度
・都市計画マスタープランの実行（各担当課）

①都市計画基
本方針策定業
務
（都市計画課）

都市計画マスタープランについて、第３次
総合計画をふまえた時点修正、商業ガイド
ラインに基づく特別用途地区の設定、土地
利用・都市施設・自然環境保全と都市環境
形成・景観形成・都市防災・バリアフリー等
整備の各方針についての見直しを行う。
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（２）　自然景観の保全と創出

【主な事業】

Ｎｏ.15
－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

H20 H21

　東部丘陵地の自然環境の保全に努めるとともに、山砂利採取跡地も含めた東部丘陵地全体が調和し、豊かな自然
環境となるようにその再生を推進します。
　また、木津川などの水辺空間については、良好な河川景観の保全と緑あふれるやすらぎ空間を創造します。

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

　－

計画期間中の実績

H22 H23

平成19年度～平成23年度
・西日本高速道路㈱と随時調整
・新名神高速道路との調整のため、国土交通省と継続協議

②みどりと水辺
のやすらぎ回
廊整備事業
（都市計画課）

ふるさと創生事業として市民のアイデアか
ら、市域の木津川右岸６．５ｋｍのうち２．７
ｋｍ７地区の堤防の水辺空間を植栽等によ
り公園を整備し、環境を生かしたまちづくり
を行う。国土交通省の桜づつみモデル事業
認定を受け堤防強化事業と一体整備を行
う。

●新名神高速道路の施工区域との関係により、西日本
高速道路㈱と必要事項について調整。また国土交通省
とも用地取得・盛土工事等について協議を推進

年度 ⇒ H19 ⇒

関連する
まちづくり
指標

水や緑な
どの自然
環境に満
足してい
る市民の
割合

　－
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（３）　屋外広告物の適正な規制・誘導

【主な事業】

－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

H23 ⇒

　屋外広告物の実態把握を行うとともに、良好な景観形成を推進するために、適正な規制・誘導を行います。

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

①屋外広告物
規制指導業務
（都市計画課）

屋外広告物の掲出にかかる許可事務、更
新事務を行う。違反広告物への指導、簡易
除却の取り組みの充実を行う。

●違反広告物の現状把握に努め、屋外広告物の掲出
についての広報による啓発を実施

関連する
まちづくり
指標

　－ 　－ 　－

計画期間中の実績

平成19年度
・屋外広告物の許可申請事務を実施（新規14件、更新15件）
・違反広告物の除却事務を実施（除却件数：62件）
平成20年度
・屋外広告物の許可申請事務を実施（新規13件、更新7件）
・違反広告物の除却事務を実施（除却件数：725件）
平成21年度
・屋外広告物の許可申請事務を実施（新規18件、更新32件）
・違反広告物の除却事務を実施（除却件数：517件）
平成22年度
・屋外広告物の許可申請事務を実施（新規16件、更新20件）
・違反広告物の除却事務を実施（除却件数：305件）
平成23年度
・屋外広告物の許可申請事務を実施
・違反広告物の除却事務を実施

年度 ⇒ H19 H20 H21 H22
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第２節　みどり豊かなまちを実現する

■施策体系図

第２節　みどり豊かなまちを実現する 【主な事業】

■まちづくり指標

単位

㎡ 4.1 4.4 5.7

％
71.3
(H18)

76.7 76

％ 21 21 21

■５年後目標から直近実績値が乖離している項目の理由

（１）　都市緑化の推進 ①名木・古木保全業務

②緑化まつり開催、コミュニティ助成業務

③公園・緑環境維持管理業務

④木津川右岸運動公園関連業務

（２）　公園・緑地の整備 ①都市公園等整備事業

②みどりと水辺のやすらぎ回廊整備事業（第２章第１節
（２）参照）

（３）　水と緑のネットワーク ①みどりと水辺のやすらぎ回廊整備事業（第２章第１節
（２）参照）

指標
№

まちづくり指標名 説明
基準値
（H17）

直近実績値
（H22）

5年後目標
（H23）

14
市民一人あたりの都市公園面
積

都市公園面積／人口

15
水や緑などの自然環境に満足
している市民の割合

まちづくり市民アンケート結果

16 市街化区域における緑被率
市街化区域内の緑被面積／市
街化区域面積

指標
№

まちづくり指標名 理由

14
市民一人当たりの都市公園面
積

木津川右岸運動公園（仮称）の計画見直しにより、整備が後年度へ遅れたこ
とにより目標の達成に至らなかった。
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■主な施策の展開

（１）　都市緑化の推進

【主な事業】

－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　市民、地域、企業など様々な主体による都市の緑化を推進するため、鴻ノ巣山や優良農地、神社仏閣の緑の保全
を行うとともに、住宅地の緑化や道路の緑化に努めます。
　また、地域の緑化のシンボルとなっている「城陽市名木・古木」について「保全に関する指針」に基づき、樹木管理
者、市、市民が協力して保全に努めるともに、市民の緑化意識の高揚を図ります。
　さらに、イベントなどを通じて緑化意識の啓発を一層推進するとともに、緑化に必要な支援を行います。

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

①名木・古木保
全業務
（都市計画課）

市民が緑と親しみ、緑の大切さを実感でき
る一つの象徴として、地域の緑化のシンボ
ルとなる名木・古木を認定し、緑の保全緑
化推進の意識を啓発する。

●認定した樹木を市民に広くＰＲし緑化推進を図るととも
に、これら樹木を保全

年度 ⇒ H19 H20 H21
　－ 　－

H22 H23 ⇒ 関連する
まちづくり
指標

平成19年度
・名木・古木選定委員会を1回開催
・名木・古木を4本認定
・緑化まつり等イベントでの啓発
平成20年度
・名木・古木選定委員会を1回開催
・緑化まつり等イベントでの啓発
平成21年度
・名木・古木選定委員会を1回開催
・緑化まつり等イベントでの啓発
平成22年度
・名木・古木選定委員会を2回開催
・名木・古木の認定候補木を3本選定
・緑化まつり等イベントでの啓発
平成23年度
・名木・古木選定委員会開催
・緑化まつり等イベントでの啓発

　－

計画期間中の実績
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－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（２）　公園・緑地の整備

【主な事業】

Ｎｏ.14 Ｎｏ.15 Ｎｏ.16

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○

H21 H22

②緑化まつり開
催、コミュニティ
助成業務
（都市計画課）

市民が快適に暮らし、市民に愛され、市民
とともに歩む｢緑のまちづくり｣を進める必要
があるため、市民一人一人が緑の重要性
を認識し、緑化意識の高揚を図るため、各
種緑化啓発事業を実施する。

●緑化まつりの開催、公園・道路・駅前広場等での花
いっぱい運動に対する支援

年度 ⇒ H19 H20

市民一人
当たりの
都市公園
面積

H23 ⇒ 関連する
まちづくり
指標

　－

計画期間中の実績

平成19年度
・花いっぱい運動を実施（実施箇所：17カ所）
・緑化まつりを開催（参加者：約3,500人）
平成20年度
・花いっぱい運動を実施（実施箇所：16カ所）
・緑化まつりを開催（参加者：約3,500人）
平成21年度
・花いっぱい運動を実施（実施箇所：20カ所）
・緑化まつりをＮＰＯ委託で市民、企業、学校、行政等による協働で開催（参加者：約5,000人）
平成22年度
・花いっぱい運動を実施（実施箇所：21カ所）
・緑化まつりをＮＰＯ委託で市民、企業、学校、行政等による協働で開催（参加者：約6,000人）
平成23年度
・花いっぱい運動を実施
・緑化まつりをＮＰＯ委託で市民、企業、学校、行政等による協働で開催（参加者：約6,000人）

　都市環境や都市景観の向上とともに、災害に対する都市の安全性を確保するため、公園・緑地配置計画に基づく整
備とその維持管理に努めます。また、市民に親しまれる地域主体の公園づくりをめざし、市民参加のワークショップ方
式による計画立案などに取り組むとともに、これらの施設については、市民や自治会などとの連携やそれぞれの役割
分担による維持管理の方法や環境美化里親制度導入を検討します。
　さらに、スポーツ・レクリエーション機能などを有する木津川右岸運動公園（仮称）の整備促進を京都府に要望すると
ともに、東部丘陵地整備計画に基づき、山砂利採取跡地における緑の再生・保全に努めます。

　－ 　－

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

－

①都市公園等
整備事業
（都市計画課）

身近な生活の中に、潤いとやすらぎの空間
を創造するため、住区基幹公園（街区公
園、近隣公園、地区公園）を整備する。

●平成２３年の一人当たり公園面積５．７㎡を目標値と
して、都市公園の整備を推進

年度 ⇒ H19
市街化区
域における
緑被率

H23

計画期間中の実績

平成19年度
・宅地開発事業に伴う街区公園の整備（1カ所：大川原第3公園）
平成20年度
・宅地開発事業に伴う街区公園の整備（1カ所：築留第2公園）

H20 H21 H22
水や緑な
どの自然
環境に満
足してい
る市民の
割合

⇒

関連する
まちづくり
指標
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－

計画 ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ○

－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（３）　水と緑のネットワーク

③公園・緑環境
維持管理業務
（管理課）

地域に親しまれる公園（ふれあい公園）作り
を進めるとともに、それらを市民と協働して
維持管理する組織作りを目指す。

●毎年、小学校区単位で１箇所の「ふれあい公園」整備
●公園管理の里親制度導入

年度 ⇒ H20 H22 H23

平成19年度
・京都府主催「調整池ワークショップ」を開催
・木津川右岸運動公園（仮称）の整備促進を京都府に継続して要望
平成20年度
・京都府主催「木津川右岸運動公園（仮称）管理運営会議」を設置
・京都府主催「公園運営に関する勉強会」を開催
・木津川右岸運動公園（仮称）の整備促進を京都府に継続して要望
平成21年度
・「苗木里親」として育てた苗木を公園南側区域へ本格植樹を実施
・木津川右岸運動公園（仮称）の整備促進を京都府に継続して要望
平成22年度
・参画・再生の森へ本格植樹を開始
・木津川右岸運動公園（仮称）の整備促進を京都府に継続して要望
平成23年度
・木津川右岸運動公園（仮称）の整備促進を京都府に継続して要望

関連する
まちづくり
指標

　－
H21

　－

計画期間中の実績

平成19年度
・地元とのワークショップ方式による、ふれあい公園整備事業を実施：今堀第9幼児公園（寺田西小学
校区）
平成20年度
・地元とのワークショップ方式による、ふれあい公園整備事業を実施：富野北第1幼児公園（富野小学
校区）
平成21年度
・地元とのワークショップ方式による、ふれあい公園整備事業を実施：里ノ 西第1幼児公園（古川小学
校区）
平成22年度
・地元とのワークショップ方式による、ふれあい公園整備事業を実施：五島第2幼児公園（青谷小学校
区）
平成23年度
・地元とのワークショップ方式による、ふれあい公園整備事業を実施：島ノ宮第3幼児公園（今池小学
校区）

⇒

　－

　－

●利活用調整会議のもと、住民とともに公園整備の促
進
●南側ゾーンの一部供用

H19

　－
年度 ⇒ H19

　－

計画期間中の実績

　潤いのある美しい都市環境を創出するため、主要な河川、文化財、公園・緑地などを核となる施設と位置付け水と緑
のネットワークの充実に努めます。

H21 H22 H23 ⇒ 関連する
まちづくり
指標

H20

④木津川右岸
運動公園関連
業務
（都市計画課）

整備計画及び利活用に係るワーキンググ
ループ会議、ワ－クショップへの参加及び
住民参加の啓発を行う。京都府に対し整備
促進について要望を行う。
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第３節　新たな都市空間の形成を図る

■施策体系図

第３節　新たな都市空間の形成を図る 【主な事業】

■まちづくり指標

単位

千ｍ3 686 396 686

ｈａ 28.2 28.2  -

％  -  -  -

■５年後目標から直近実績値が乖離している項目の理由

②東部丘陵地利用事業(北幹線整備事業）

（３）　山砂利採取の拡大防止 ①山砂利採取地修復等指導業務（第２章第３節（１）参
照）

（１）　山砂利採取跡地の埋立て事業の安
全の確保

①山砂利採取地修復等指導業務

（２）　東部丘陵地整備計画の策定と推進 ①東部丘陵地利用支援業務

（４）　新名神高速道路の整備促進 ①新名神高速道路関連調査業務

指標
№

まちづくり指標名 説明
基準値
（H17）

直近実績値
（H22）

5年後目標
（H23）

17 埋立て搬入土量 建設発生土の搬入量

18 東部丘陵地利用面積
山砂利採取跡地の利用面積
（暫定利用含む）

19
新名神高速道路の整備進捗
率

「城陽～八幡」間の事業実施額
／同区間工事予算額

指標
№

まちづくり指標名 理由

17 埋立て搬入土量
建設発生土の搬入量は公共工事や民間工事の動向によって大きく左右され
るものであり、最近の景気の影響が要因である。
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■主な施策の展開

（１）　山砂利採取跡地の埋立て事業の安全の確保

【主な事業】

Ｎｏ.17
－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　土砂の崩壊、流出などによる自然災害の防止や生活環境の保全を図るため、城陽市山砂利採取地整備公社の一
元管理により埋立てや盛土の安全管理の強化に努めます。また、地下水など自然環境の保全を図るため、搬入土砂
等の監視体制の強化により安全確保の徹底に取り組みます。

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

●安心、安全な埋め戻しによる山砂利採取跡地の修復
の促進

年度 ⇒ H19 H20 H21 H22 H23 関連する
まちづくり
指標

埋立て搬
入土量

①山砂利採取
地修復等指導
業務
（東部丘陵整備
課）

埋め戻し等における施工基準の作成と指
導を行う。山砂利条例の改正とそれに基づ
く指導を行う。実態把握とパトロール等の監
視強化を行う。京都府、山砂利採取地整備
公社とともに修復事業を進め、良好な自然
環境の保全、再生を図る。

⇒
　－ 　－

計画期間中の実績

平成19年度
・埋め戻し等における施工基準の検討
・埋め戻しの実態把握及び監視
平成20年度～平成21年度
・埋め戻し等における施工基準の検討
・埋め戻しの実態把握及び監視
・再生土の撤去
・山砂利採取地整備公社の建設発生土受入体制の抜本見直しの検討
平成22年度
・埋め戻し等における施工基準の検討
・再生土の撤去
・山砂利採取地整備公社の建設発生土受入体制の抜本見直し（集中監視方式の導入）を実施
平成23年度
・埋め戻し等における施工基準の検討
・再生土の撤去
・山砂利採取地整備公社の新たな建設発生土受入体制（集中監視方式）の適正運用
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（２）　東部丘陵地整備計画の策定と推進

【主な事業】

Ｎｏ.18
－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○

（３）　山砂利採取の拡大防止

年度 ⇒ H19 H20

　東部丘陵地整備計画に基づく山砂利採取跡地の早期利用を実現するため、安全な埋立て事業の着実な実施によ
り、北幹線道路や先行整備地区の段階的整備を推進します。なお、東部丘陵地整備計画の実現までの間について
は、山砂利採取跡地の有効利用を図るため、暫定利用を促進します。

事業名（所管課） 事業の概要

事業全体のマネージメント組織を構築す
る。組合施行による土地区画整理事業の
認可取得を行う。造成工事を行う。

●組合施行の土地区画整理事業による宅地の造成

H21 H22 H23 ⇒

計画期間中の目標

①東部丘陵地
利用支援業務
（東部丘陵整備
課）

H22 H23

関連する
まちづくり
指標

東部丘陵
地利用面
積

　－ 　－

計画期間中の実績

平成19年度～平成20年度
・先行整備地区の事業化に向けた検討
平成21年度
・地権者及び関係機関との協議
平成22年度
・事業全体のマネージメント組織であるプロジェクトチーム準備会（京都府、城陽市、近畿砂利協同組
合、地権者）等を設立し、土地区画整理準備組合設立に向けた取り組みを開始
平成23年度
・事業区域を設定し、（仮称）北幹線の事業手法・線形を決定した上で土地区画整理事業の事業計画
素案を作成
・土地区画整理準備組合の設立

　－

計画期間中の実績

年度 ⇒ H19 H20 ⇒ 関連する
まちづくり
指標

　－ 　－

平成19年度
・（仮称）北幹線の木津川右岸運動公園隣接区間の一部区間（260m）について、道路改良工事を実
施
平成20年度
・（仮称）北幹線の木津川右岸運動公園隣接区間の一部区間（260m）について供用を開始
・（仮称）北幹線の木津川右岸運動公園隣接区間のうち、未供用部分の用地取得
・（仮称）北幹線の木津川右岸運動公園隣接区間のうち、未供用部分の用地測量及び詳細設計を実
施
平成21年度
・（仮称）北幹線の木津川右岸運動公園隣接区間のうち、未供用部分の用地取得
・（仮称）北幹線の木津川右岸運動公園隣接区間のうち、未供用部分の用地測量及び詳細設計を実
施
平成22年度
・（仮称）北幹線の木津川右岸運動公園隣接区間のうち、未供用部分の用地取得
平成23年度
・（仮称）北幹線の木津川右岸運動公園隣接区間のうち、未供用部分の用地取得
・（仮称）北幹線の木津川右岸運動公園隣接区間の一部区間（200m）について、道路改良工事を実
施

　「城陽市砂利採取および土砂などの採取又は土地の埋め立て等に関する条例」に基づき山砂利採取の拡大を防止
するとともに、埋戻しの管理強化を推進します。

②東部丘陵地
利用事業(北幹
線整備事業）
（東部丘陵整備
課）

（仮称）北幹線道路の用地取得に向けた取
り組み、設計業務、詳細設計業務、一部工
事着手を実施する。

●（仮称）北幹線道路の木津川右岸運動公園隣接区間
の供用
●東部丘陵地整備計画に基づく先行整備地区の整備
に合わせた整備

H21
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（４）　新名神高速道路の整備促進

【主な事業】

Ｎｏ.19
－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　新名神高速道路の早期着工と建設を関係機関に要望するとともに、市として事業に対し積極的に協力を行います。
また、市のまちづくり計画と新名神高速道路の整備との調整や建設に関わる協議を行います。

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

①新名神高速
道路関連調査
業務
（東部丘陵整備
課）

地元設計協議、用地買収、埋蔵文化財調
査を行う。関係機関に対し、全線建設、早
期着工に向けた要望を行う。

●城陽～八幡間の供用
●大津～城陽間の整備促進

年度 ⇒ H19 H20 H21 H22 H23

平成19年度～平成20年度
・全線建設の事業要望と整備促進（城陽～八幡間、大津～城陽間）
・設計協議の実施（城陽～八幡間）
平成21年度
・全線建設の事業要望と整備促進（城陽～八幡間、大津～城陽間）
・設計協議の実施（城陽～八幡間）
・幅杭設置・用地立会の実施（城陽～八幡間）
平成22年度
・全線建設の事業要望と整備促進（城陽～八幡間、大津～城陽間）
・設計協議の実施（城陽～八幡間）
・幅杭設置・用地立会・用地測量の実施（城陽～八幡間）
平成23年度
・全線建設の事業要望と整備促進（城陽～八幡間、大津～城陽間）
・用地立会・用地測量・用地取得の実施（城陽～八幡間）
・木津川橋（下部工）工事の実施（城陽～八幡間）

⇒
関連する
まちづくり
指標

新名神高
速道路の
整備進捗
率

　－ 　－

計画期間中の実績
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第４節　良好な住環境をつくる

■施策体系図

第４節　良好な住環境をつくる 【主な事業】

■まちづくり指標

単位

％
68.7
(H18)

77.7 75

■主な施策の展開

（１）　秩序ある建築の誘導

【主な事業】

－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（２）　密集市街地の改善と良質な民間開
発の誘導

①住宅市街地対策事業（第１章第２節（２）参照）

②開発指導業務（第２章第４節（１）参照）

（３）　良好な住宅ストックの形成 ①住宅市街地対策事業（第１章第２節（２）参照）

（１）　秩序ある建築の誘導 ①開発指導業務

②地区計画、生産緑地等決定業務

（６）　転入の奨励制度の創設 ①転入促進業務

（７）　ニーズに見合った居住環境の形成 ①土地区画整理事業（第２章第４節（５）参照）

（４）　高齢者・障がい者向け住宅の整備 ①住宅相談改良業務

（５）　多様な世代が住まう住宅地の形成 ①土地区画整理事業

直近実績値
（H22）

5年後目標
（H23）

20
住環境に満足している市民の
割合

まちづくり市民アンケート結果

指標
№

まちづくり指標名 説明
基準値
（H17）

H20 H21 H22 H23

　秩序ある建築を誘導するため、市全体の土地利用計画に基づき、将来の市街地像に即した建物用途や建築物の
高さなどの規制・誘導を行います。また、良好な住環境の維持・向上を図るため、地区計画や建築協定などの活用に
努めます。

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

⇒ 関連する
まちづくり
指標

　－ 　－

①開発指導業
務
（都市計画課）

開発行為に伴う必要となる公共施設(教育・
福祉・交通安全・集会所等)の設置、若しく
はそれに代わる費用負担(協力金)を求め
る。

●人口割り・面積割り負担金、公園負担金、消防水利協
力金の徴収継続

年度 ⇒ H19
　－

計画期間中の実績

平成19年度
・開発協力金の納入（納入金額：118,422千円、納入件数：24件）
平成20年度
・開発協力金の納入（納入金額：91,729千円、納入件数：35件）
平成21年度
・開発協力金の納入（納入金額：41,773千円、納入件数：23件）
平成22年度
・開発協力金の納入（納入金額：45,910千円、納入件数：18件）
平成23年度
・開発協力金の納入
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－

計画 ○ ◎ ○ ◎ ○ ○ ○

（２）　密集市街地の改善と良質な民間開発の誘導

（３）　良好な住宅ストックの形成

②地区計画、
生産緑地等決
定業務
（都市計画課）

地区の特性に応じ、良好な都市環境の形
成を図るために「地区レベルの都市計画」
として必要な事項を定める。
農林漁業との調整を図りながら良好な都市
環境の形成を資するため、市街化区域内
の農地で公園緑地などの公共施設に適し
ている土地を生産緑地として指定し、適切
な管理を啓発する。

●区域の特性にふさわしい態様を備えた良好な環境を
整備し保全するために、都市計画として地区計画を策
定し活用を推進
●生産緑地地区に指定された区域の適切な管理を啓
発

年度 ⇒ H19 H20 関連する
まちづくり
指標

　－ 　－ 　－
H21 H22 H23 ⇒

計画期間中の実績

平成19年度
・現場パトロールの実施と適正管理の依頼通知
・地区計画の決定（荒見田地区）
平成20年度
・現場パトロールの実施と適正管理の依頼通知
平成21年度
・現場パトロールの実施と適正管理の依頼通知
・生産緑地の看板を設置（設置箇所：10カ所）
平成22年度
・現場パトロールの実施と適正管理の依頼通知
・生産緑地の看板を設置（設置箇所：2カ所）
平成23年度
・現場パトロールの実施と適正管理の依頼通知

　安全で快適な住環境を確保するため、密集市街地などにおいては、地域住民と協力して老朽木造建築物の更新を
促進するとともに、道路、公園などの公共施設の確保に努めます。また、良質な宅地の供給を促進するため、事業者
（造成主）、施工者などの関係者に対して、適切な事業の実施を誘導します。

　良好な住宅ストックを形成するため、耐震性や耐久性に優れ、バリアフリーやシックハウスなどに対応した住宅や環
境共生住宅の普及促進に努めます。
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（４）　高齢者・障がい者向け住宅の整備

【主な事業】

－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（５）　多様な世代が住まう住宅地の形成

【主な事業】

Ｎｏ.20
－

計画 ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○

　バリアフリー化する住宅改修に対する支援を行います。

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

●住宅改良相談・支援の継続

年度 ⇒ H19 H20 H21 H22 H23 関連する
まちづくり
指標

　－

年度 ⇒ H19 H20

①住宅相談改
良業務
（福祉課）

建築士及び療法士と連携し高齢者や障が
い者に適した改修をできるようアドバイスを
行う。

⇒

　既存住宅の老朽化や世帯の高齢化、市内在住の若年層などの住み替え需要や世帯分離の受け皿に対応し、ま
た、若年層の転出抑制を図るため、都市計画の規制を見直し、駅周辺の高度利用の促進や多世代が居住可能となる
住宅などの供給を促進します。また、住宅市街地の形成にあたっては、道路や公園など公共施設と一体となった定住
性の高い住宅・宅地の供給を促進します。

事業名（所管課） 事業の概要

　－

民間等による土地区画整理事業の指導、
調整を行い、具体的な公共施設の整備改
善及び宅地の利用増進を図る。

●平成２０年度平川山道地区区画整理事業の完了

　－

計画期間中の実績

H21 H22 H23 ⇒

平成19年度
・建築士及び療法士と連携し高齢者や障がい者に適した改修をできるようアドバイスを実施（相談件
数:6件)
平成20年度
・建築士及び療法士と連携し高齢者や障がい者に適した改修をできるようアドバイスを実施（相談件
数:10件)
平成21年度
・建築士及び療法士と連携し高齢者や障がい者に適した改修をできるようアドバイスを実施（相談件
数:16件)
平成22年度
・建築士及び療法士と連携し高齢者や障がい者に適した改修をできるようアドバイスを実施（相談件
数:12件)
平成23年度
・建築士及び療法士と連携し高齢者や障がい者に適した改修をできるようアドバイスを実施

計画期間中の目標

①土地区画整
理事業
（まちづくり推進
課）

関連する
まちづくり
指標

住環境に
満足してい
る市民の割
合

　－ 　－

計画期間中の実績

平成19年度
・換地処分の公告
平成20年度
・城陽市平川山道土地区画整理組合の解散認可を公告
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（６）　転入の奨励制度の創設

【主な事業】

－

計画 △ ○ ○ ○ ○

（７）　ニーズに見合った居住環境の形成

⇒ H19 ⇒ 関連する
まちづくり
指標

　転入世帯への転入奨励制度の創設を検討します。

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

①転入促進業
務
（行政改革推進
課）

転入促進施策について、社会環境を踏まえ
総合的に検討します。

●転入促進施策の検討実施

年度

平成22年度
・関係部局の職員によりプロジェクトチームを設置し、基盤整備や企業立地などの長期的なまちづくり
施策とは切り離して、市の資源を活用した即効性のある対策の検討
・ＰＲ情報誌の作成、婚活支援の取り組みを実施
平成23年度
・プロジェクトチームでの検討結果をもとに、対策項目の検討（各所管課）

　既成市街地の再開発や建替を促進し、ニーズに見合った居住環境の形成をめざします。

H20 H21 H22 H23
　－ 　－ 　－

計画期間中の実績
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第５節　安全な水道水を安定供給する

■施策体系図

第５節　安全な水道水を安定供給する 【主な事業】

■まちづくり指標

単位

％ 93.9 94.8 95

ｍ 2,284 0 0

■主な施策の展開

（１）　水道水の安定供給

【主な事業】

Ｎｏ.21 Ｎｏ.22

－

計画 ○ ○ ○ ○

（２）　水の有効利用 ①漏水対策事業

（３）　水道事業の健全な経営の推進 ①地域水道ビジョン策定事業

（１）　水道水の安定供給 ①アスベストセメント管更新事業

②鉛給水管取替事業

直近実績値
（H22）

5年後目標
（H23）

21 有収率
水道料金の徴収の対象となっ
た水量（有収水量）／配水量

指標
№

まちづくり指標名 説明
基準値
（H17）

22 アスベストセメント管の更新 残存延長

　市民の生活水準の向上や産業などの発展を維持するため、アスベストセメント管や鉛給水管などの布設替えや、渇
水や災害など非常時に備えた計画的な水道施設の整備を進めるとともに、水道水源である地下水の水質監視を強化
し、安全で良質な水道水の安定供給を図ります。

H20 H21
有収率

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

①アスベストセ
メント管更新事
業
（工務課）

アスベストセメント管を耐震管材に布設替
えを行い、事故等に強い水道を構築して、
安定供給を図る。

●アスベストセメント管の残存延長は、平成１９年度当
初において１，１８２ｍ（見込み）であり、平成２１年度末０
ｍを目標に布設替えを実施

年度 ⇒ H19
　－

計画期間中の実績

平成19年度
・アスベストセメント管の布設替（793ｍ）
平成20年度
・アスベストセメント管の布設替（692ｍ）
平成21年度
・アスベストセメント管の布設替（609ｍ）[完了]

アスベスト
セメント管
の更新

H22 H23 ⇒ 関連する
まちづくり
指標
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Ｎｏ.21
－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（２）　水の有効利用

【主な事業】

Ｎｏ.21 Ｎｏ.22
－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

水道使用者に安全で安心できる水道水を
供給するため、市全域の鉛給水管をＨＩＶＰ
(ビニル管)に取替する。

●鉛給水管は、平成１９年度当初において、８，０２２箇
所が残存しているが、計画的に取替を実施

年度 ⇒ H23 ⇒
　－有収率

⇒ 関連する
まちづくり
指標

H21 H22

事業の概要 計画期間中の目標

②鉛給水管取
替事業
（工務課）

アスベスト
セメント管
の更新

　－
H19

関連する
まちづくり
指標

計画期間中の実績

平成19年度
・漏水防止調査を実施(12.09㎞、94.0%）
平成20年度
・漏水防止調査を実施(16.18㎞、94.0%）
平成21年度
・漏水防止調査を実施(15.81㎞、94.2%）
平成22年度
・漏水防止調査を実施(17.64㎞、94.8%）
平成23年度
・漏水防止調査を実施

　－

計画期間中の実績

平成19年度
 ・鉛給水管の取替（884カ所）
平成20年度
 ・鉛給水管の取替（682カ所）
平成21年度
 ・鉛給水管の取替（969カ所）
平成22年度
 ・鉛給水管の取替（1,223カ所）
平成23年度
 ・鉛給水管の取替

H19 H20

⇒

　将来的にも市民の命の水を守るため、市民や企業などの協力を得て、「城陽市地下水採取の適正化に関する条例」
に基づき地下水を保全し水道水源の確保を図るとともに節水意識の高揚に努め、その有効利用を図ります。また、水
道水の地下漏水の防止を図り、有収率の向上に努めます。

事業名（所管課）

H20 H21 H22 H23

①漏水対策事
業
（工務課）

漏水防止調査を積極的に行い、地下浸透
している漏水を早期発見し、漏水修理業務
の委託により、迅速な修理対応をする。

●配給水管における年間漏水発生件数のうち、鉛給水
管とアスベストセメント管が約９０％を占めているが、年
次計画による取替により、年々減少傾向にあり、有収率
を平成２３年度で９５％に目標設定

年度
有収率
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（３）　水道事業の健全な経営の推進

【主な事業】

－

計画 ○ ○ ◎

　水道の将来像について、行政と市民の共通認識を形成しつつ、市民サービスの向上と経費節減により給水原価の
抑制を図るなど、「地域水道ビジョン」を策定し、水道事業の健全な経営を推進します。

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

①地域水道ビ
ジョン策定事業
（営業課・工務
課）

平成１６年に厚生労働省が策定した「水道
ビジョン」をもとに、地方自治体の水道事業
における現状分析・評価、将来像の設定、
課題目標の設定等を含む「地域水道ビジョ
ン」の策定を行う。

●平成２０年度策定、平成２１年度実施

年度 ⇒ H19 H20
　－ 　－

計画期間中の実績

平成19年度
 ・城陽市水道ビジョンの策定準備作業を実施
平成20年度
 ・城陽市水道ビジョンの策定
平成21年度～平成23年度
 ・城陽市水道ビジョンの施策項目を計画的に実施

H21 H22 H23 ⇒ 関連する
まちづくり
指標

　－
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第６節　下水道の整備を進め生活環境の向上を図る

■施策体系図

第６節　下水道の整備を進め生活環境の向上を図る 【主な事業】

■まちづくり指標

単位

％ 95 98.9 100

％ 79 87.5 95

■５年後目標から直近実績値が乖離している項目の理由

■主な施策の展開

（１）　公共下水道の整備

【主な事業】

Ｎｏ.23
－

計画 ○ ◎ ◎

（１）　公共下水道の整備 ①公共下水道建設事業

（２）　公共下水道等の適正な維持管理・
指導啓発

①普及啓発事業

②維持管理業務

（３）　下水道事業の健全性の確保 ①下水道事業に対する地方公営企業法の適用

指標
№

まちづくり指標名 説明
基準値
（H17）

直近実績値
（H22）

5年後目標
（H23）

指標
№

まちづくり指標名 理由

23 公共下水道の人口普及率
処理区域内人口／行政区域内
人口

24 公共下水道の水洗化率 水洗化人口／処理区域内人口

24 公共下水道の水洗化率
未接続世帯に対して下水道に接続するように啓発活動を実施しているもの
の、目標の達成に至らなかった。

H19 H20 H21

　公共下水道においては、事業認可区域の整備目標が平成２０年であり、早期に完了するとともに、啓発活動、指導
強化および融資あっせん制度の活用などにより水洗化を促進します。

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

公共下水
道の人口
普及率

　－
H22

　－

計画期間中の実績
①公共下水道
建設事業
（下水道課）

市内の各家庭からの汚水を排水するため
の管渠を整備する。

●平成２０年度事業で計画区域の公共下水道管渠整備
の完成

年度 ⇒ H23 ⇒ 関連する
まちづくり
指標

平成19年度
・面整備工事の実施（工事面積：22.5ｈａ、人口普及率：98.0％）
平成20年度
・面整備工事の実施（工事面積：66.0ｈａ、人口普及率：98.8％）
　※市内のほぼ全域の整備完了
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（２）　公共下水道等の適正な維持管理・指導啓発

【主な事業】

Ｎｏ.24
－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　下水道施設の維持管理計画に基づき、下水道管などを計画的に更新します。また、民間企業における適正な排水
処理の指導を徹底します。

事業名（所管課） 事業の概要

計画期間中の実績

年度 ⇒ H23

計画期間中の目標

　－

計画期間中の実績

H22

H22

H20

①普及啓発事
業
（下水道課）

未水洗家屋の啓発・訪問を行う。また、融
資あっせん制度の活用促進を行う。

●平成２３年度水洗化率９５％を目標に、段階的に水洗
化を促進

関連する
まちづくり
指標

公共下水
道の水洗
化率

－

平成19年度～平成20年度
・供用開始後2年経過した対象者に啓発文書の送付
・供用開始後3年経過した対象者を戸別訪問
平成21年度～平成22年度
・全未接続世帯等を戸別訪問
平成23年度
・大口事業所や集合住宅への個別訪問
・上記以外の未接続世帯等への啓発文書を送付

H19 H20 H21

公共下水道施設の適正な維持管理を行
う。

●平成２３年度までに幹線管渠のＴＶカメラ調査の完了

年度 ⇒
　－

H21

　－ 　－
⇒

H23

平成19年度
・幹線管渠のＴＶカメラ調査の実施（寺田幹線　950ｍ）
平成20年度
・幹線管渠のＴＶカメラ調査の実施（寺田・今池幹線　1,974ｍ）
平成21年度
・幹線管渠のＴＶカメラ調査の実施（今池・寺田幹線　1,613ｍ）
平成22年度
・幹線管渠のＴＶカメラ調査の実施（富野・青谷幹線　1,786ｍ）
平成23年度
・幹線管渠のＴＶカメラ調査の実施

H19 ⇒ 関連する
まちづくり
指標

②維持管理業
務
（下水道課）
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（３）　下水道事業の健全性の確保

【主な事業】

－

計画 　 　 △ ○ ○ ○ ○

H23 ⇒H20

計画期間中の目標事業名（所管課） 事業の概要

H21 H22

①下水道事業
に対する地方
公営企業法の
適用
（営業課）

平成１９年度事業完了後において、普及率
がほぼ１００％になることに伴い、経営状況
がより明確となる企業会計を導入するた
め、地方公営企業法の全部適用を行う。

年度 ⇒ H19

平成19年度
・平成19年第4回定例会において地方公営企業法適用関連条例を議決
平成20年度
・地方公営企業法の全部適用
・平均19.66％の下水道使用料改定の実施

　下水道事業の計画性・透明性の確保や公費負担部分の明確化を図るため、長期的視野に立った業務計画の策定
や企業会計の導入により、下水道事業の安定した健全経営を推進します。

●平成１９年第４回定例会において法適用関連条例を
議決、平成２０年４月から適用

関連する
まちづくり
指標

計画期間中の実績

　－ 　－ 　－
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第７節　墓地の確保を検討する

■施策体系図

第７節　墓地の確保を検討する 【主な事業】

■まちづくり指標

単位

％
22.5
(H15)

24.1
(H19)

36

■５年後目標から直近実績値が乖離している項目の理由

■主な施策の展開

（１）　火葬料の一部助成

【主な事業】

－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

指標
№

まちづくり指標名 理由

25 墓地供給状況に対する満足度

墓地供給状況に対する満足度向上に向けた取り組みとして、近隣市への状況
調査、及び市民の墓地に対するニーズ調査を実施し、墓地公園の設置も含め
た墓地の供給に関して検討を進めているが、具体的な取り組みには至ってい
ないことが要因である。

　火葬にかかる市民負担の軽減を図るため、引き続き火葬料の助成を行います。

墓地供給状況に対する満足度

　－
関連する
まちづくり
指標

年度 ⇒ H23H21

事業の概要 計画期間中の目標

市民が死亡又は死産した場合において、火
葬を行った者に対し、その費用の一部につ
いて、城陽市火葬料補助金を交付し、火葬
費用の経費負担の軽減を図る。

●火葬料補助金交付の継続実施

①火葬料補助金業務（１）　火葬料の一部助成

5年後目標
（H23）

直近実績値
（H22）

（２）　墓地公園等の検討 ①墓地経営関連業務

指標
№

25

説明
基準値
（H17）

まちづくり指標名

　－

市民意識調査結果

計画期間中の実績

平成19年度
・火葬料補助金の交付（補助件数:618件、補助金額:17,361,500円）
平成20年度
・火葬料補助金の交付（補助件数:580件、補助金額:16,533,250円）
平成21年度
・火葬料補助金の交付（補助件数:610件、補助金額:17,980,750円）
平成22年度
・火葬料補助金の交付（補助件数:653件、補助金額:19,231,250円）
平成23年度
・火葬料補助金の交付

①火葬料補助
金業務
（市民課）

H20 ⇒H22
　－

H19

事業名（所管課）
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（２）　墓地公園等の検討

【主な事業】

Ｎｏ.25
－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

関連する
まちづくり
指標

墓地供給
状況に対
する満足
度

　－ 　－

●墓地公園にかかる市民ニーズの把握（市民意識調
査）
●他団体の状況把握
●東部丘陵地での具体化検討
●既存墓地への具体的支援策の策定

事業の概要 計画期間中の目標

H21 H22 H23

　墓地に対する市民ニーズの動向を見極めながら、東部丘陵地での墓地公園の整備を検討します。また、市内の既
存墓地の公的支援について検討します。

事業名（所管課）

⇒

墓地に対する市民ニーズの動向を見極め
ながら、東部丘陵地での墓地公園の整備
を検討する。また、市内既存墓地の公的支
援を検討する。

年度 ⇒ H19 H20

①墓地経営関
連業務
（環境課）

平成19年度
・近隣市の状況調査の実施（京都府南部5市）
・市民意識調査による市民ニーズの把握
・墓地公園の建設についての課題整理
平成20年度～平成22年度
・墓地公園の建設についての課題整理
平成23年度
・墓地公園の建設についての課題整理
・市民意識調査による市民ニーズの把握
・近隣市の状況調査の実施（京都府南部5市）

計画期間中の実績
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第８節　駅周辺整備を推進し公共交通対策を充実する

■施策体系図

第８節　駅周辺整備を推進し公共交通対策を充実する 【主な事業】

■まちづくり指標

単位

％
69.9
(H18)

70.6 80

％
26.0
(H18)

28.3 28

人
105,300
(H18見込
み)

138,857 113,400

■５年後目標から直近実績値が乖離している項目の理由

指標
№

まちづくり指標名 理由

26
鉄道を手軽に利用できると感
じている市民の割合

JR奈良線第2期複線化工事が実施されていないこと等が要因と考えられる。

説明

27

28
路線バス利用者数（市内の３
路線）

年間総利用者数

基準値
（H17）

5年後目標
（H23）

まちづくり指標名

まちづくり市民アンケート結果
鉄道を手軽に利用できると感
じている市民の割合

まちづくり市民アンケート結果

指標
№

26

③山城青谷駅周辺整備事業

①バス路線対策事業（３）　交通弱者の移動手段の確保

直近実績値
（H22）

路線バスを手軽に利用できる
と感じている市民の割合（市内
の３路線）

①寺田駅周辺整備推進事業（１）　駅周辺整備の実施

（２）　鉄道利用者の利便性の向上 ①JR奈良線高速化・複線化促進事業

②長池駅周辺整備事業
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■主な施策の展開

（１）　駅周辺整備の実施

【主な事業】

－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

H23H20 ⇒

計画期間中の目標

H21 関連する
まちづくり
指標

事業の概要

年度

●駅周辺整備基本計画を立案し、その計画を基に、整
備手法を含め実現可能な事業計画を策定。事業採択
（事業認可）を目指し取り組み実施

　寺田駅においては、寺田駅周辺整備事業について地域住民と協働で整備手法などを決定し、その事業化を図りま
す。また、長池駅においては、駅南北を結ぶ自由通路の整備を行うとともに国道２４号から駅南側までの道路整備に
取り組み、地域の中心地区として整備し、駅周辺地域の活性化に努めます。
　また、市内各駅においても駅に通じる府道の整備を要請し、駅利用者の安全性や利便性を向上させ、駅周辺の良
好な交通環境の形成をめざします。

⇒

事業名（所管課）

　－ 　－ 　－

①寺田駅周辺
整備推進事業
（まちづくり推進
課）

計画期間中の実績

平成19年度
・寺田駅周辺整備基本計画（案）の検討
平成20年度
・寺田駅周辺整備基本計画（案）を策定
・寺田駅周辺整備基本計画（案）について、京都府、近鉄に説明、報告
平成21年度
・寺田駅前まちづくり協議会を対象とした「寺田駅周辺整備に向けた勉強会」の開催
平成22年度
・寺田駅前まちづくり協議会を対象とした「寺田駅周辺整備に向けた勉強会」の開催
・上記勉強会の成果として、「寺田駅周辺地区の整備の方向性」を作成
平成23年度
・寺田駅周辺整備の事業手法等について京都府と協議
・寺田駅橋上駅舎、自由通路整備について近鉄と協議

市の玄関口である寺田駅周辺地域の活性
化を図るため、地域住民との協働により、
将来の近鉄京都線立体交差化を見据え
た、必要な駅周辺整備を行う。

H22H19
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－

計画 ○ ○ ○ ○ ◎ ○ ○

－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　－ 　－
年度 ⇒ H19

③山城青谷駅
周辺整備事業
（まちづくり推進
課）

平成19年度
・JR山城青谷駅周辺整備に向けた事前調査を実施
平成20年度
・JR山城青谷駅基本調査報告書の作成
・京都府へのバイパスルートの要望・協議
平成21年度
・京都府へのバイパスルートの要望・協議
平成22年度
・山城青谷駅周辺整備構想作成に伴い山城青谷駅周辺整備構想検討会の設置、開催
・京都府へのバイパスルートの要望・協議
平成23年度
・山城青谷駅周辺整備構想を策定
・山城青谷駅周辺整備基本計画策定業務委託を実施
・京都府へのバイパスルートの要望・協議

⇒ H19 H20 H21
　－　－ 　－

H22 ⇒

駅の南北を連絡する自由通路・駅舎の橋
上化、南側駅前広場、国道２４号からのア
クセス道路等の整備を行い、併せて、商業
を含む地域の活性化を図る駅周辺整備を
行う。

●平成２０年度まちづくり交付金要望。平成２１年度交
付金採択、事業着手。平成２２年度自由通路整備、平成
２３年度南側駅前広場用地買収等

年度

H20

計画期間中の実績

●府道上狛城陽線バイパスルート検討を踏まえた駅周
辺整備検討を行い、京都府へバイパスルートの要望を
実施

H21 H22 H23 ⇒ 関連する
まちづくり
指標

　－

山城青谷駅周辺道路の安全性及び機能性
を確保した駅周辺整備構想の検討を行う。

②長池駅周辺
整備事業
（まちづくり推進
課）

計画期間中の実績

平成19年度
・基本設計調査を実施
平成20年度
・地元への説明、関係機関との協議
平成21年度
・まちづくり交付金事業採択
・JR西日本と奈良線長池駅自由通路整備工事及び奈良線長池駅自由通路整備工事に伴う駅舎橋
上化工事の基本協定を締結
平成22年度
・長池駅自由通路整備工事に着手
・仮駅舎の供用開始
平成23年度
・（仮称）長池駅前まちづくり協議会を開催
・駅周辺施設（サイン、案内板、北側駐輪場等）の設計業務を実施

H23 関連する
まちづくり
指標
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（２）　鉄道利用者の利便性の向上

【主な事業】

Ｎｏ.26
－ －

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

計画期間中の目標

　ＪＲ奈良線の第２期複線化工事や寺田駅への急行停車の実施により電車の増便と高速化を図り、市民の鉄道利用
の利便性の向上をめざします。

事業の概要

⇒

①JR奈良線高
速化・複線化促
進事業
（まちづくり推進
課） 平成19年度～平成21年度

・JR奈良線複線化促進協議会において各種の利用促進事業や要望活動を実施
平成22年度
・京都府において複線化に向けた調査等の費用が補正予算に計上
・京都府において複線化の早期実現を図るため「ＪＲ奈良線複線化整備実現会議」が発足
・JR奈良線複線化促進協議会において各種の利用促進事業や要望活動を実施
平成23年度
・京都府において複線化に向けた調査等の費用が当初予算に計上
・京都府において複線化の早期実現を図るため「ＪＲ奈良線複線化整備実現会議」を開催
・JR奈良線複線化促進協議会において各種の利用促進事業や要望活動を実施

関連する
まちづくり
指標

　－
H19

計画期間中の実績

事業名（所管課）

●ＪＲ山陰線複線化工事完了（予定：平成２２年春）後、
奈良線複線化工事に着手されるよう、ＪＲ奈良線複線化
促進協議会を中心に取り組みを推進

H20年度

ＪＲ奈良線全線複線化実現に向けた取り組
みを進める。

H21 H22 H23⇒
鉄道を手
軽に利用
できると感
じている
市民の割
合
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（３）　交通弱者の移動手段の確保

【主な事業】

Ｎｏ.27 Ｎｏ.28

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

　高齢者などの交通弱者の移動手段として路線バスの利便性を高め、その利用促進に努めます。

①バス路線対
策事業
（まちづくり推進
課）

計画期間中の実績

平成19年度
・ポケット時刻表やおでかけマップを作成・配布し、バス利用促進のＰＲ実施
平成20年度
・ポケット時刻表やおでかけマップを作成・配布し、バス利用促進のＰＲ実施
・「バス・エコファミリー」、「シルバーフリーバスライド」の実施等、バス体験乗車の機会の提供
平成21年度
・ポケット時刻表やおでかけマップを作成・配布し、バス利用促進のＰＲ実施
・「バス・エコファミリー」、「シルバーフリーバスライド」の実施等、バス体験乗車の機会の提供
・「モビリティ・マネジメント」の取り組みとして、小学生を対象に公共交通について考える授業、さんさ
んバス体験乗車を実施
平成22年度
・ポケット時刻表やおでかけマップを作成・配布し、バス利用促進のＰＲ実施
・「バス・エコファミリー」、「シルバーフリーバスライド」の実施等、バス体験乗車の機会の提供
・「モビリティ・マネジメント」の取り組みとして、小学生を対象に公共交通について考える授業、さんさ
んバス体験乗車を実施
・市内の企業に通勤する従業員を対象に公共交通への交通手段転換啓発等の取り組みを実施
・城陽団地循環線の利用促進に向けたパンフレットを配布
・水主団地～アルプラザ城陽間の新規バス路線検討のために沿線住民にアンケート調査を実施
平成23年度
・時刻表や路線図を作成・配布し、バス利用促進のＰＲ実施
・「バス・エコファミリー」、「シルバーフリーバスライド」の実施等、バス体験乗車の機会の提供
・「モビリティ・マネジメント」の取り組みとして、小学生を対象に公共交通について考える授業、さんさ
んバス体験乗車を実施
・城陽団地循環線の利用促進に向けたパンフレットを配布

H22 H23 ⇒
　－

関連する
まちづくり
指標

H21
　－

城陽さんさんバスが、市民に親しまれ、利
用いただきやすいよう、利便性の向上を図
り、利用促進に向けた取り組みを行う。

●バス事業者に対し、2/3補助を行っている運行補助金
について、補助金が減額できる利用者数となるよう、利
用の拡大を促進

⇒ H19 H20年度
路線バス
を手軽に
利用でき
ると感じて
いる市民
の割合

路線バス
利用者数
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第９節　安全で快適な道づくりを推進する

■施策体系図

第９節　安全で快適な道づくりを推進する 【主な事業】

■まちづくり指標

単位

％ 45.9 49.9 56

％ 42 42.2 43

％
35.0
(H18)

37.8 43

％
26.6
(H18)

28.2 39

■５年後目標から直近実績値が乖離している項目の理由

（２）　生活道路の整備 ①市道３００１号線道路改良その２事業

②市道１０３号線道路改良事業（第２章第１０節（１）参
照）

（１）　幹線道路の整備 ①塚本深谷線整備事業

②長池駅木津川右岸運動公園線・東城陽線整備事業

⑤JR水度神社踏切改良業務

⑥近鉄寺田2号・3号踏切改良事業

③街かど安全対策業務

④ＪＲ中ノ島踏切改良業務

（３）　道路の適切な維持管理 ①道路橋梁維持管理業務

指標
№

まちづくり指標名 説明
基準値
（H17）

直近実績値
（H22）

5年後目標
（H23）

29 側溝改修率(道路延長）
側溝改修済／側溝改修対象延
長

30 都市計画道路整備率

（改修済＋概成済(計画幅員の
2/3以上の幅員が確保された
道路））／都市計画決定道路延
長

指標
№

まちづくり指標名 理由

31
道路の利便性・安全性に満足
している市民の割合

まちづくり市民アンケート結果

32
歩道の利便性・安全性に満足
している市民の割合

まちづくり市民アンケート結果

29 側溝改修率(道路延長）
工事のコスト縮減を図り、可能な限り側溝改修を進めてきたものの、側溝改修
と併せて進めている道路改良工事の増加があったことが要因である。

30 都市計画道路整備率
地権者との用地交渉や公安委員会等との交差点接続協議に時間を要したこ
とが要因である。

31
道路の利便性・安全性に満足
している市民の割合

渋滞を解消するための道路改良事業等に取り組んできたものの、市内幹線道
路網等の基盤整備への取り組みが遅れていることが要因と考えられる。

32
歩道の利便性・安全性に満足
している市民の割合

幹線道路においては概ね歩道設置を行い、引き続きバリアフリー化に取り組
んでいるものの、未整備箇所が多いことが要因と考えられる。
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■主な施策の展開

（１）　幹線道路の整備

【主な事業】

Ｎｏ.13 Ｎｏ.30
－

計画 ○ ○ ○ ○ ◎ ◎ ○

H20 H21 H22 H23

　円滑で快適な交通網の確立のために都市計画道路北城陽線や塚本深谷線の整備を推進します。また、国道３０７
号青谷道路・府道城陽宇治線久津川交差点改良事業の早期完成、府道上狛城陽線の整備、さらに、国道２４号の渋
滞緩和対策と（仮称）宇治木津線の早期建設についても関係機関に強く要望していきます。
　利便性向上などのため、都市計画道路の整備とあわせた近鉄連続立体交差化事業を関係機関に要望していきま
す。

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

⇒ 関連する
まちづくり
指標

良好な道
路空間の
延長

都市計画
道路整備
率

①塚本深谷線
整備事業
（土木課）

国道２４号と府道城陽宇治線を結ぶ延長
１，３１０ｍの都市計画道路事業であり、市
街化区域区間の４４０ｍの整備を先行し、
事業の進展にあわせ市街化調整区域側８
７０ｍの整備を進める。あわせて事業代替
地の確保に努める。整備においては良好
な道路空間の創出を図る。

●都市計画事業区間Ｌ＝４４０ｍ
事業説明、事業認可、用地測量、用地買収建物等補償
●道路事業区間Ｌ＝８７０ｍ
事業説明、事業認可、測量設計用地測量、用地補償等

年度 ⇒ H19
　－

計画期間中の実績

（事業概要）
計画工事延長　Ｌ＝480ｍ（計画増）　標準道路幅員　Ｗ＝16.0ｍ　　買収予定面積　Ａ＝4,616㎡（71
件）

平成19年度
・第1回地権者説明会を実施
平成20年度
・第2回地権者説明会及び第1回自治会説明会を実施
・事業認可取得
・測量・設計を委託
平成21年度
・第3回地権者説明会を実施
・建物補償調査を委託
・用地買収交渉に着手
平成22年度
・地権者経過報告会を実施
・用地買収交渉を実施（買収面積　Ａ＝777.61㎡）
平成23年度
・用地買収交渉を実施
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Ｎｏ.13 Ｎｏ.30
－

計画 ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○

②長池駅木津
川右岸運動公
園線・東城陽線
整備事業
（土木課）

ＪＲ長池駅と木津川右岸運動公園を結ぶ区
間を歩行者系アクセス道路として整備し、
良好な道路空間の創出を図る。 長池駅木
津川右岸運動公園線３５０ｍ幅員２２．５ｍ
と交差する東城陽線側３４０ｍについて整
備を行う。

●長池駅木津川右岸運動公園線Ｌ＝３５０ｍ
工事施工中であり平成２４年度完成
●東城陽線Ｌ＝３４０ｍ
用地買収、建物等補償、工事、平成２４年度完成

年度 ⇒ H19 H20 関連する
まちづくり
指標

良好な道
路空間の
延長

都市計画
道路整備
率

　－
H21 H22 H23 ⇒

計画期間中の実績

[長池駅木津川右岸運動公園線]　（事業概要）L=350m　計画道路幅員　W=22.5m
平成19年度
・長池駅木津川右岸運動公園線道路改良工事の実施（道路施設等）（L=145m）
・長池駅木津川右岸運動公園線道路改良その2工事の実施（擁壁等）（L=29m）
平成20年度
・長池駅北口交通広場整備工事の実施（水路等）（L=60m）
・長池駅木津川右岸運動公園線道路改良工事の実施（擁壁等）（L=92.5m）
平成21年度
・長池駅北口交通広場整備工事の実施（擁壁等）（L=35m）
・長池駅北口交通広場整備工事その2の実施（擁壁等）（L=30m）
・長池駅木津川右岸運動公園線・東城陽線設計業務委託の実施（L=350m）
平成22年度
・長池駅北口交通広場築造工事の実施（水路等）（L=140m）
平成23年度
・長池駅北口交通広場築造工事の実施（水路等）（L=10m）

[東城陽線]（事業概要）　L=340m　計画道路幅員　W=12m
平成20年度
・東城陽線迂回道路設置工事の実施（L=222m）
　　　　　　用地買収（45.17㎡）
　　　　　　補償（1件）
平成21年度
・東城陽線道路改良工事の実施（L=183m）
平成22年度
・東城陽線付帯工事の実施（L=183m）
　　　　　　工事補償（3件）
             用地買収（107.28㎡）
平成23年度
・迂回道路撤去工事の実施（L=222m）
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（２）　生活道路の整備

【主な事業】

－

計画 ○ ◎ ◎

Ｎｏ.29 Ｎｏ.31 Ｎｏ.32

計画 ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○

H20 H21 H22 H23

　日常生活に密着した安全で快適な生活道路の整備に努め、障がい者、高齢者など交通弱者を含め歩行者の安全
確保については、街かど安全対策等整備事業などにより、歩道整備や隅切りの改良、踏切の改良を行い、バリアフ
リー化に努めます。

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

⇒ 関連する
まちづくり
指標

　－ 　－

①市道３００１
号線道路改良
その２事業
（土木課）

府道上狛城陽線と東城陽線とを接続する
道路で事業延長１８０m幅員１２mの道路整
備を行う。

●用地買収建物等補償、工事施工中～完成

年度 ⇒ H19
　－

計画期間中の実績

（事業概要）
事業延長Ｌ＝180.0ｍ　道路幅員　Ｗ＝12.0m（歩道2.5ｍ×2）

平成19年度
・用地買収協議を実施
・市道3001号線その2道路改良工事を実施（水路等）（Ｌ＝96ｍ）
平成20年度
・用地買収協議を実施
・市道3001号線その2道路改良工事を実施（道路施設等）（Ｌ＝180ｍ）
平成21年度～平成23年度
・用地買収協議を実施

③街かど安全
対策業務
（土木課）

老朽化側溝整備、交差点改良、狭隘道路
整備、歩道設置事業を行い、市内の道路
等の安全対策を図る。

●側溝整備（街かどリフレッシュ事業）１ｋｍ/年
●交差点改良計画３箇所/年
●歩道設置（市道１０３号線道路改良事業整備）Ｌ＝１１
０ｍ

年度 ⇒ H19 H20

関連する
まちづくり
指標

側溝改修
率

道路の利
便性・安
全性に満
足してい
る市民の
割合

歩道の利
便性・安全
性に満足
している市
民の割合

H21 H22 H23 ⇒
－

計画期間中の実績

平成19年度
・道路等の安全対策を実施（側溝整備：210m、交差点改良：1カ所、歩道整備（市道204号線）：85m）
平成20年度
・道路等の安全対策を実施（側溝整備：890m、交差点改良：2カ所）
平成21年度
・道路等の安全対策を実施（側溝整備：389m、交差点改良：1カ所）
平成22年度
・道路等の安全対策を実施（側溝整備：499m、歩道整備（市道220号線）：110m）
平成23年度
・道路等の安全対策を実施（側溝整備、歩道整備）
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－

計画 ○ ◎ ◎

－

計画 ○ ○ ○ ◎

－

計画 ○ ○ ○ ◎ ◎

④ＪＲ中ノ島踏
切改良業務（土
木課）

ＪＲ中ノ島踏切について、歩道幅２．５ｍを
含む踏切拡幅を行い、歩行者の安全対策
を図る。

●事業延長Ｌ＝３５m、幅員８．１ｍ（片側歩道幅員２．５
ｍ）
●工事着手～平成２０年度完成

年度 ⇒ H19 H20 関連する
まちづくり
指標

　－ 　－ 　－
H21 H22 H23 ⇒

計画期間中の実績

（事業概要）
事業延長　Ｌ＝35.0ｍ　道路幅員8.1ｍ（片側歩道幅員2.5ｍ）

平成19年度
・ＪＲ西日本との協定締結（下部工）
平成20年度
・ＪＲ西日本との協定締結（上部工）、事業完了

⑤JR水度神社
踏切改良業務
（土木課）

ＪＲ水度神社踏切について、歩道設置を含
む踏切拡幅を行い、歩行者の安全対策を
図る。

●詳細設計、鉄道事業者と協議後協定締結
●工事着手～平成２１年度完成

年度 ⇒ H19 H20 H21

当該踏切は、狭隘踏切であり改良が必要
である。国土交通省においても、早急に改
善を要すべき踏切としており、踏切の統廃
合等含め早期に安全対策を図る。

●近鉄、公安委員会協議
●測量設計、改良工事委託～平成２２年度完成

年度 ⇒ H19 H20 H21

　－

計画期間中の実績

関連する
まちづくり
指標

H22 H23 ⇒

　－

⑥近鉄寺田2
号・3号踏切改
良事業
（土木課）

　－ 　－

H22 H23 ⇒

（事業概要）
事業延長　Ｌ＝28.0ｍ（うちＪＲ委託11.5ｍ）　道路幅員10.0ｍ（うち片側歩道幅員3.5ｍ）

平成19年度
・測量・設計を委託
平成20年度
・ＪＲ西日本との協定にかかる協議を実施
平成21年度
・ＪＲ西日本との協定を締結
平成22年度
・工事完了、供用開始

関連する
まちづくり
指標

　－ 　－

計画期間中の実績

（事業概要）
車道幅員　Ｗ＝5.0ｍ、　歩道幅員　Ｗ＝3.0ｍ

平成19年度
・近鉄との協議
平成20年度
・近鉄との協議
平成21年度
・近鉄との協議、概略設計業務委託を実施
平成22年度
・近鉄との協議、公安委員会との協議
平成23年度
・近鉄との協議、地元協議及び説明を実施
・詳細設計を委託
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（３）　道路の適切な維持管理

【主な事業】

－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

事業名（所管課） 事業の概要

年度 ⇒ 関連する
まちづくり
指標

　道路の安全性、快適性を確保するため、事故の発生する恐れが高い箇所を優先的に整備していくとともに、市民と
協働して道路の適切な維持管理に努めます。

H22 H23

計画期間中の目標

H19

●さわやか側溝整備事業により、道路側溝の整備を推
進
●ボランティア組織の育成

①道路橋梁維
持管理業務
（管理課）

安全快適な道路管理に努めるとともに、憩
いとふれあいのある道路は市民と協働で
清掃などを行う組織作りを進める。

計画期間中の実績

平成19年度
・さわやか側溝整備事業による側溝整備を実施（6路線）
平成20年度
・さわやか側溝整備事業による側溝整備を実施（2路線）
平成21年度
・さわやか側溝整備事業による側溝整備を実施（4路線）
平成22年度
・さわやか側溝整備事業による側溝整備を実施（6路線）
平成23年度
・さわやか側溝整備事業による側溝整備を実施

　－ 　－ 　－
⇒H20 H21
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第１０節　交通安全対策を推進する

■施策体系図

第１０節　交通安全対策を推進する 【主な事業】

■まちづくり指標

単位

件 438 358 305

台 147 86 100

％ 66.3 69.1 67

■５年後目標から直近実績値が乖離している項目の理由

（１）　道路改良や交通安全施設の整備と
適正な維持管理

①交通安全施設整備事業

②市道１０３号線道路改良事業

（２）　交通安全意識の啓発 ①交通安全指導啓発事業

（３）　違法駐車や駅周辺の放置自転車対
策の強化

①駅周辺放置自転車対策事業

指標
№

まちづくり指標名 説明
基準値
（H17）

直近実績値
（H22）

5年後目標
（H23）

33 交通事故発生件数 年間交通事故発生件数

34
禁止区域あたりの放置自転車
回収台数

年間放置自転車回収台数／禁
止区域箇所数

33 交通事故発生件数
各種の団体と連携して啓発活動等を実施しているものの、目標の達成に至ら
なかった。

35 歩道設置率
歩道設置済延長／歩道設置計
画延長

指標
№

まちづくり指標名 理由
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■主な施策の展開

（１）　道路改良や交通安全施設の整備と適正な維持管理

【主な事業】

－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

Ｎｏ.35
－

計画 ○ ○ ○ ◎ ◎

H20 H21 H22 H23

　通学路などの生活道路については、児童生徒、一般歩行者や自転車利用者などの安全を確保するため、道路の新
設や改良にあわせて道路反射鏡、道路標識、路側帯、道路照明や防護柵などの整備を図るとともに、交通事故多発
箇所の調査・分析を体系的に実施し、特に危険性の高い箇所から優先的かつ効果的に交通安全施設の整備を進め
るとともに、必要な交通規制について要請を行います。

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

⇒ 関連する
まちづくり
指標

　－ 　－

①交通安全施
設整備事業
（管理課）

生活道路や通学路の安全確保のための施
設整備に努めるとともに、危険個所のデー
タベース化を進める。

●道路反射鏡・区画線・道路標識等の設置

年度 ⇒ H19
　－

計画期間中の実績

平成19年度
・要望等に基づき現地を調査し、必要性の高い所に道路反射鏡等を設置（道路反射鏡：13基、区画
線：1,984m、道路標示：20カ所）
平成20年度
・要望等に基づき現地を調査し、必要性の高い所に道路反射鏡等を設置（道路反射鏡：15基、区画
線：3,066m、道路標示：56カ所）
平成21年度
・要望等に基づき現地を調査し、必要性の高い所に道路反射鏡等を設置（道路反射鏡：11基、区画
線：1,787m、道路標示：59カ所）
平成22年度
・要望等に基づき現地を調査し、必要性の高い所に道路反射鏡等を設置（道路反射鏡：10基、区画
線：1,368m、道路標示：76カ所）
平成23年度
・要望等に基づき現地を調査し、必要性の高い所に道路反射鏡等を設置

②市道１０３号
線道路改良事
業
（土木課）

府道城陽宇治線久津川交差点より、市道１
号線までの延長１１０ｍについて道路改良
（右折レーン設置、歩道設置）を行う。

●用地買収、建物等補償、工事着手～完成

年度 ⇒ H19 H20 関連する
まちづくり
指標

歩道設置
率

　－ 　－
H21 H22 H23 ⇒

計画期間中の実績

（事業概要）
工事延長　Ｌ＝110ｍ　計画標準幅員　Ｗ＝12.5ｍ　買収面積Ａ＝832.6㎡

平成19年度
・用地買収協議を実施
平成20年度
・用地買収及び建物補償を実施（Ａ＝357.3㎡）
平成21年度
・用地買収を実施（Ａ＝52.6㎡）
平成22年度
・用地買収及び建物補償を実施（Ａ＝294.7㎡）
・公安委員会との交差点接続協議
平成23年度
・公安委員会との交差点接続協議
・暫定工事を実施

53



（２）　交通安全意識の啓発

【主な事業】

Ｎｏ.33
－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　就学前幼児に対する交通安全教育を推進するため、幼児交通事故防止連絡会の活動を強化し、交通安全教育を
積極的に推進します。
　また、小学生、中学生の交通安全教育を効果的に推進するため、警察や関係機関との連携により、学校教育活動
全体を通じて安全に通行する意識と能力や自転車利用者としての必要な知識・技能の習得を推進します。さらに、高
齢者事故防止活動推進委員協議会の活動を支援するとともに、多様な機会において高齢者の事故実態に即した啓
発・交通安全教育を推進します。
　また、子ども、高齢者などを対象に交通安全教育の活発な啓発活動を進めている城陽市交通安全女性の会の活動
支援とともに、城陽市交通安全対策協議会の活動を中心として、市民一人ひとりに交通安全知識の普及や交通安全
思想の高揚を図り、市民総ぐるみの交通安全運動を組織的、継続的に展開します。

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

[継続事業]
平成19年度～平成23年度
・交通安全対策協議会・交通安全女性の会などにおいて以下の啓発活動を実施
・春の全国交通安全運動を実施
・秋の全国交通安全運動を実施
・京都府域一斉のシートベルト・チャイルドシート着用推進街頭啓発を実施
・京都府域一斉の自転車安全利用街頭啓発を実施（年4回）
・迷惑駐車夜間パトロール（三色パトロール）（年2回）
・高齢者交通安全教室の開催
・年末の交通事故防止府民運動（飲酒運転撲滅啓発）を実施

①交通安全指
導啓発事業
（まちづくり推進
課）

第８次城陽市交通安全計画に基づき、城
陽市交通安全対策協議会を主体に、関係
機関、民間団体と協力し、市民の交通安全
意識の高揚に向けた、普及、啓発活動を推
進する。

●関係機関、民間団体と連携した普及、啓発活動の実
施
●交通安全女性の会の活動支援
●平成２３年度第９次城陽市交通安全計画の策定

年度 ⇒ H19 H20 H21
　－

計画期間中の実績

H22 H23 ⇒ 関連する
まちづくり
指標

交通事故
発生件数

　－
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（３）　違法駐車や駅周辺の放置自転車対策の強化

【主な事業】

Ｎｏ.34
－ －

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　違法駐車が常態化している地域や路線においては、警察などによる重点的な取締りの強化を要請するとともに、警
察、消防および市の３者による「３色パトロール」の実施や自治会などと連携した啓発活動を行い、市民の駐車マナー
の向上を図ります。また、駅周辺における交通環境の向上を図るため、自転車駐車場の整備とあわせて自転車放置
禁止区域内の放置自転車の強制撤去を行うとともに、自転車利用者への放置禁止の啓発を推進します。

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

①駅周辺放置
自転車対策事
業（管理課）

近鉄・JR各駅の放置自転車をなくすための
啓発を充実させる。

●現場での指導、整理業務の充実

年度

関連する
まちづくり
指標

禁止区域
当たりの
放置自転
車回収台
数

　－

計画期間中の実績

平成19年度
・放置禁止区域において放置自転車を撤去
（近鉄久津川：67台、近鉄寺田：199台、近鉄富野荘：164台、JR城陽：124台、合計：554台（区域当り
平均：139台））
平成20年度
・放置禁止区域において放置自転車を撤去
（近鉄久津川：66台、近鉄寺田：154台、近鉄富野荘：159台、JR城陽：99台、合計：478台（区域当り平
均：120台））
平成21年度
・放置禁止区域において放置自転車を撤去
（近鉄久津川：35台、近鉄寺田：108台、近鉄富野荘：150台、JR城陽：65台、合計：358台（区域当り平
均：90台））
平成22年度
・放置禁止区域において放置自転車を撤去
（近鉄久津川：47台、近鉄寺田：72台、近鉄富野荘：150台、JR城陽：76台、合計：345台（区域当り平
均：86台））
平成23年度
・放置禁止区域において放置自転車を撤去

H19 H20 H21 H22 H23⇒ ⇒
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第１１節　浸水被害の軽減と環境に優しい川づくりを推進する

■施策体系図

第１１節　浸水被害の軽減と環境に優しい川づくりを推進する

【主な事業】

■まちづくり指標

単位

％ 77.5 85 80

％
26.9
(H18)

31.8 39

■５年後目標から直近実績値が乖離している項目の理由

（１）　総合排水計画による施設の整備 ①準用河川今池川改修事業

②準用河川十六川改修事業

指標
№

まちづくり指標名 説明
基準値
（H17）

（２）　水辺環境の整備と維持管理の充実 ①河川係庶務業務

②河川等維持管理業務

直近実績値
（H22）

5年後目標
（H23）

36 準用河川改修率
準用河川改修済延長／準用河
川改修計画延長

37
川に親しみを持っている市民
の割合

まちづくり市民アンケート結果

37
川に親しみを持っている市民
の割合

浸水被害解消を目的とした河川改修を進め、安心して安全に暮らせるまちづく
りに努めるとともに、可能な限り自然環境と憩いの場の創出に努めてきている
が、目標の達成に至らなかった。

指標
№

まちづくり指標名 理由
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■主な施策の展開

（１）　総合排水計画による施設の整備

【主な事業】

Ｎｏ.36
－

計画 ○ ◎ ◎ ◎

－

計画 △ ○ ○ ○

　総合排水計画に基づき十六川の整備など計画的な河道整備とともに、新たな雨水流出を抑える流出抑制対策によ
り、下流河川における浸水被害の軽減を図ります。
　また、古川の河道拡幅の促進および、天井川である青谷川、長谷川の整備促進を関係機関へ強く要望します。

準用河川
改修率

　－ 　－

計画期間中の実績

（事業概要）
改修延長　Ｌ＝118ｍ　　改修幅　Ｗ＝19.2ｍ　深さ　Ｈ＝2.0ｍ

平成19年度
・護岸ブロック工事を実施（Ｌ＝20.0ｍ）
平成20年度
・用地買収協議を実施
平成21年度
・用地買収協議を実施
・河川台帳を整理
平成22年度～平成23年度
・用地買収協議を実施

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

　－ 　－

計画期間中の実績

H22 H23

②準用河川十
六川改修事業
（土木課）

未改修である準用河川十六川を改修し、浸
水被害の軽減を図る。改修事業延長Ｌ＝６
１６ｍの改修を行う。

関連する
まちづくり
指標

（事業概要）
改修延長　Ｌ＝616ｍ　　改修幅　Ｗ＝2.5ｍ　深さ　Ｈ＝1.5ｍ

平成21年度
・河川改修を実施（L=103ｍ）
平成22年度
・河川改修を実施（L=137ｍ）
平成23年度
・河川改修を実施（L=140ｍ）

H19 H21

①準用河川今
池川改修事業
（土木課）

準用河川今池川を改修し、浸水被害の軽
減を図る。全改修事業延長Ｌ＝２，１４０ｍ
で多自然護岸、護岸ブロックにより改修を
行う。

●改修残事業延長Ｌ＝１１８ｍ
用地買収、工事～完成

年度 ⇒

⇒

●改修工法決定、詳細設計、工事着手

年度 ⇒

H19 ⇒ 関連する
まちづくり
指標

H20 H21

　－
H20 H22 H23
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（２）　水辺環境の整備と維持管理の充実

【主な事業】

Ｎｏ.37
－ －

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

●広報紙、インターネット、啓発看板等を活用してＰＲを
実施

　－

関連する
まちづくり
指標

　水辺空間においては、今池川ポケットパークをはじめ、市民の憩いの場を創出していくとともに、市民参加の河川美
化活動への支援を強化し、市民と行政が協働して河川の美化や維持管理に努めます。

事業名（所管課） 事業の概要

H20

河川、親水公園、今池川ポケットパーク等
のＰＲを行い、川への親しみを向上させて
いく。

計画期間中の実績

計画期間中の実績

平成19年度～平成23年度
・行政と住民とのパイプ役として河川管理及び保全・整備を推進するため、国土交通省 近畿地方整
備局が主催する河川レンジャー活動に参画
・河川レンジャーの活動を紹介する広報紙の関係機関への配布及び活動啓発の実施

計画期間中の目標

⇒ H19

H23

　－

年度

H20

②河川等維持
管理業務
（管理課）

河川・琲水路の疎通能力の維持・向上のた
めに浚渫・除草などの充実に努めるととも
に、市民との協働による河川清掃などに取
り組む。

●一級河川古川をはじめ、市内の親水性の高い河川に
ついて定期的な美化活動などを市民と協働で行う機会
をつくり、維持管理を向上

年度

H21 H22⇒

⇒

①河川係庶務
業務
（土木課）

H21
　－

H22

平成19年度～平成23年度
・年間計画に基づき河川、排水路の浚渫を実施
・準用河川、普通河川について年1回の河川除草を実施

⇒H19

関連する
まちづくり
指標

川に親し
みを持っ
ている市
民の割合

　－

H23
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■施策体系図

第３章　健康で幸せなまちづくり

第３章　健康で幸せなまちづくり

第７節　保険・医療を充実する

第１節　市民の健康づくりを推進する

第２節　地域でともに支えあう仕組みを充実する

第６節　生活支援を必要とする市民が自立するための支援に努める

第３節　高齢者福祉を充実する

第４節　子育てしやすい環境づくりを推進する

第５節　障がいのある人が自立した生活を営む環境をつくる
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第１節　市民の健康づくりを推進する

■施策体系図

第１節　市民の健康づくりを推進する 【主な事業】

■まちづくり指標

単位

％
70.7
(H18)

76.2 73

％ 76.6 56.5 82

％ 99.8 98.1 100

％ 92.7 83.5 95

※１

※２

■５年後目標から直近実績値が乖離している項目の理由

平成17年度実績は、麻しん単独の予防接種受診率である。なお、平成20年度以降は第3期（中学1年生相当
年齢の人）及び第4期（高校3年生相当年齢の人）を追加実施している。

指標
№

まちづくり指標名 理由

39

40

41 予防接種受診率（ＭＲ）
平成17年度以前と平成18年度以降で受診回数の増加により、受診期間及び
対象者が変更となっている。このため、第2期以降における疾病罹患よる接種
控え等が増加したことが大きな要因である。

41

他の医療機関等による管理及び転出等の事由により、未受診者が発生したこ
とが大きな要因である。

健診とは、平成19年度以前は満40歳以上の市民対象の基本健康診査、平成20年度以降は国民健康保険加
入者対象の特定健康診査及び後期高齢者等を対象の健康診査を指す。

乳幼児健康診査の受診率（３
か月健診）

予防接種受診率（ＭＲ）　※２ 受診者数／対象者数

健診受診率　※１ 受診者数／対象者数

平成20年度から医療保険毎に実施する特定健康診査が開始されたことによっ
て、対象となった国民健康保険及び後期高齢者医療等の受診率が低調で
あったことが要因である。

まちづくり指標名 説明

まちづくり市民アンケート結果
自主的に健康づくりを行ってい
る市民の割合

健診受診率

乳幼児健康診査の受診率（３
か月健診）

39

5年後目標
（H23）

直近実績値
（H22）

基準値
（H17）

④健康診査事業

指標
№

38

①地域保健対策業務（３）　健康づくりの推進

①妊婦健康診査事業（１）　健康診査の充実

（２）　予防接種等の受診の推進 ①小児期対象予防接種事業

⑤がん検診事業

③幼児健康診査事業

②乳児健康診査事業

受診者数／対象者数40

②健康教育事業

③健康相談事業
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■主な施策の展開

（１）　健康診査の充実

【主な事業】

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　－
⇒

計画期間中の目標事業名（所管課）

妊婦に定期的な健康診査を行い、安全な
分娩と健康な子の出生を支援する。

①妊婦健康診
査事業（健康推
進課）

計画期間中の実績

平成19年度
・母子手帳交付時に受診票を交付し受診勧奨を実施（交付件数:692件)
・妊婦健康診査の実施（延べ基本健診受診者数:1,156人）
平成20年度
・母子手帳交付時に受診票を交付し受診勧奨を実施（交付件数:666件)
・妊婦健康診査の実施（延べ基本健診受診者数:2,934人）
・妊婦健康診査実施回数の拡充（実施回数2回から5回に拡充）
平成21年度
・母子手帳交付時に受診票を交付し受診勧奨を実施（交付件数:693件)
・妊婦健康診査の実施（延べ基本健診受診者数:7,132人）
・妊婦健康診査実施回数の拡充（実施回数5回から14回に拡充）
平成22年度
・母子手帳交付時に受診票を交付し受診勧奨を実施（交付件数:670件)
・妊婦健康診査の実施（延べ基本健診受診者数:7,282人）
平成23年度
・母子手帳交付時に受診票を交付し受診勧奨を実施
・妊婦健康診査の実施

　－

事業の概要

H22

　生活習慣病の早期発見・早期治療の実現を図るため、基本健康診査や各種がん検診などの充実と利用を促進する
とともに、乳幼児健診による疾病の早期発見や育児支援の充実に取り組みます。

●公費負担の内科検診について現行２回を平成２０年
度より５回に拡充し、負担軽減による健診受診の勧奨

H19 H23H21年度
　－

⇒
　－

H20 関連する
まちづくり
指標

61



Ｎｏ.40

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　－ 　－
H22 H23

乳児期の精神及び身体発達について、満
３ヶ月を超える児及び同８ヶ月を超える児
に診察・観察を行い、異常の早期発見・早
期治療により、健全発達を援助する。

●健康じょうよう２１により、受診率１００％を目指し取り
組み実施

　－関連する
まちづくり
指標

乳幼児健
康診査の
受診率

平成19年度
・健康じょうよう21に基づき、3か月児健康診査及び8か月児健康診査の実施（3か月児健康診査受診
率:98.2%、8か月児健康診査受診率:97.3%）
・対象者に対する個別通知、未受診者に対する電話勧奨及び訪問調査を実施
平成20年度
・健康じょうよう21に基づき、3か月児健康診査及び8か月児健康診査の実施（3か月児健康診査受診
率:98.7%、8か月児健康診査受診率:97.5%）
・対象者に対する個別通知、未受診者に対する電話勧奨及び訪問調査を実施
平成21年度
・健康じょうよう21に基づき、3か月児健康診査及び8か月児健康診査の実施（3か月児健康診査受診
率:97.9%、8か月児健康診査受診率:95.0%）
・対象者に対する個別通知、未受診者に対する電話勧奨及び訪問調査を実施
平成22年度
・健康じょうよう21に基づき、3か月児健康診査及び8か月児健康診査の実施（3か月児健康診査受診
率:98.1%、8か月児健康診査受診率:96.8%）
・対象者に対する個別通知、未受診者に対する電話勧奨及び訪問調査を実施
平成23年度
・健康じょうよう21に基づき、3か月児健康診査及び8か月児健康診査の実施
・対象者に対する個別通知、未受診者に対する電話勧奨及び訪問調査を実施

年度 ⇒ H20 H21

②乳児健康診
査事業（健康推
進課）

計画期間中の実績

H19 ⇒
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計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

Ｎｏ.39

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

H20 H21

④健康診査事
業（健康推進
課）

　－

H21年度

幼児期の総合健診として、満１歳９ヶ月を
迎える児及び３歳６ヶ月を迎える児に健診
による病気・障がい等の早期発見・早期対
応により、健康管理・子育て支援を行う。

⇒
　－

関連する
まちづくり
指標

　－　－　－

　－
関連する
まちづくり
指標

⇒

H23

　－
⇒H22

計画期間中の実績

H23

●健康じょうよう２１により、受診率１００％を目指し取り
組み実施

●医療制度改革に沿った健診体制を確保

H19 H20

平成19年度
・基本健康診査事業を実施（受診者数:12,482人）
平成20年度
・特定健康診査・特定保健指導事業の開始（受診者数:6,074人、保健指導者数:80人）
・健康診査事業の実施（受診者数:2,724人）
平成21年度
・特定健康診査・特定保健指導事業の実施（受診者数:5,532人、保健指導者数:208人）
・健康診査事業の実施（受診者数:2,537人）
平成22年度
・特定健康診査・特定保健指導事業の実施（受診者数:6,123人、保健指導者数:159人）
・健康診査事業の実施（受診者数:2,797人）
平成23年度
・特定健康診査・特定保健指導事業の実施
・健康診査事業の実施

生活習慣病対策を主とした健診を実施し
て、市民の健康保持に努める。

H19年度
健診受診
率

⇒ H22

③幼児健康診
査事業（健康推
進課）

計画期間中の実績

平成19年度
・健康じょうよう21に基づき、1歳8か月児健康診査及び3歳児健康診査の実施（1歳8か月児健康診査
受診率:96.3%、 3歳児健康診査受診率:94.8%）
・対象者に対する個別通知、未受診者に対する電話勧奨及び訪問調査を実施
平成20年度
・健康じょうよう21に基づき、1歳8か月児健康診査及び3歳児健康診査の実施（1歳8か月児健康診査
受診率:95.2%、 3歳児健康診査受診率:94.2%）
・対象者に対する個別通知、未受診者に対する電話勧奨及び訪問調査を実施
平成21年度
・健康じょうよう21に基づき、1歳8か月児健康診査及び3歳児健康診査の実施（1歳8か月児健康診査
受診率:93.4%、 3歳児健康診査受診率:93.5%）
・対象者に対する個別通知、未受診者に対する電話勧奨及び訪問調査を実施
平成22年度
・健康じょうよう21に基づき、1歳8か月児健康診査及び3歳児健康診査の実施（1歳8か月児健康診査
受診率:95.3%、 3歳児健康診査受診率:96.9%）
・対象者に対する個別通知、未受診者に対する電話勧奨及び訪問調査を実施
平成23年度
・健康じょうよう21に基づき、1歳8か月児健康診査及び3歳児健康診査の実施
・対象者に対する個別通知、未受診者に対する電話勧奨及び訪問調査を実施
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計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（２）　予防接種等の受診の推進

【主な事業】

Ｎｏ.41

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

⑤がん検診事
業（健康推進
課）

がんの早期発見・早期対応のための検診
を実施する。

●市民の利便性を確保し、また受診率向上のため、す
べての検診の個別化実施

H23

H22 H23

　－
⇒

予防接種
受診率

　－ 　－
関連する
まちづくり
指標

年度 ⇒

関連する
まちづくり
指標

　－

計画期間中の実績

　－

H20H19

年度

H22H21

平成19年度
・小児期対象予防接種事業の実施（予防接種受診率(MR):86.4%）
平成20年度
・小児期対象予防接種事業の実施（予防接種受診率(MR):83.3%）
平成21年度
・小児期対象予防接種事業の実施（予防接種受診率(MR):82.6%）
平成22年度
・小児期対象予防接種事業の実施（予防接種受診率(MR):83.5%）
平成23年度
・小児期対象予防接種事業の実施

小児期の感染症予防として、２・３種混合、
ポリオ、ＭＲ(麻しん・風しん)、ＢＣＧ等の予
防接種を行う。全戸配布のカレンダーで詳
細をお知らせする。

事業の概要

H19

　感染のおそれのある疾病の発生およびまん延を防止するため、予防接種に関する正しい知識の普及や予防接種の
受診率の向上とともに、感染症の予防啓発を行います。

事業名（所管課）

●接種率８５％以上の確保を目指し取り組み実施

H21 ⇒

計画期間中の目標

①小児期対象
予防接種事業
（健康推進課）

計画期間中の実績

　－

平成19年度
・各種がん検診事業の実施（受診者数:15,012人）
・胃がん検診の個別化の検討
平成20年度
・各種がん検診事業の実施（受診者数:12,990人）
・胃がん検診の個別化の検討
平成21年度
・各種がん検診事業の実施（受診者数:13,547人）
・胃がん検診の個別化検討
・女性のがん無料クーポン券を節目対象者に配布（乳がん検診節目対象者:40歳、45歳、50歳、55歳
及び60歳、子宮がん検診節目対象者:20歳、25歳、30歳、35歳及び40歳)
平成22年度
・各種がん検診事業の実施（受診者数:13,743人）
・胃がん検診の個別化の検討
・女性のがん無料クーポン券を節目対象者に配布（乳がん検診節目対象者:40歳、45歳、50歳、55歳
及び60歳、子宮がん検診節目対象者:20歳、25歳、30歳、35歳及び40歳)
平成23年度
・各種がん検診事業の実施
・胃がん検診の個別化の検討
・女性のがん無料クーポン券を節目対象者に配布（乳がん検診節目対象者:40歳、45歳、50歳、55歳
及び60歳、子宮がん検診節目対象者:20歳、25歳、30歳、35歳及び40歳)
・大腸がん無料クーポン券を節目対象者に配布(節目対象者:40歳、45歳、50歳、55歳及び60歳)

　－
⇒ H20

64



（３）　健康づくりの推進

【主な事業】

Ｎｏ.38

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　「健康じょうよう２１」に基づき、小学校区ごとに健康教室、健康相談を実施し、引き続き生活習慣病の一次予防に努
めます。また、心身ともに健康で自立した生活を送ることができるよう、健康意識の高揚や健康管理に必要な情報の
提供などを行います。

計画期間中の目標

年度 ⇒ H19

●健康じょうよう２１の行動目標、達成指標の確保を目
指し取り組み実施

事業の概要事業名（所管課）

H20

平成19年度
・保健センター等で、健康に関する知識の普及及び生活習慣病の予防等を目的に、健康教育事業を
実施（実施回数:71回、参加者数:1,507人）
平成20年度
・保健センター等で、健康に関する知識の普及及び生活習慣病の予防等を目的に、健康教育事業を
実施（実施回数:72回、参加者数:1,601人）
平成21年度
・保健センター等で、健康に関する知識の普及及び生活習慣病の予防等を目的に、健康教育事業を
実施（実施回数:57回、参加者数:1,199人）
平成22年度
・保健センター等で、健康に関する知識の普及及び生活習慣病の予防等を目的に、健康教育事業を
実施（実施回数:66回、参加者数:1,406人）
平成23年度
・保健センター等で、健康に関する知識の普及及び生活習慣病の予防等を目的に、健康教育事業を
実施

　－　－
H23 関連する

まちづくり
指標

　－
H19 H21

⇒

⇒

H23H20

年度 H22

①地域保健対
策業務（健康推
進課）

平成19年度～平成23年度
・校区社会福祉協議会等と連携を行い、健康じょうよう21に基づき各種取り組み（各校区単位での健
康教室等）を実施

　－

　－

H22

⇒

関連する
まちづくり
指標

保健センター、各コミセン等において、疾病
予防、健康の保持増進のため、集団による
健康教育を行う。

計画期間中の実績

H21

校区社協、地区民生児童委員会、ヘルスメ
イト、高齢者クラブ等と連携しながら、健康
じょうよう２１の実践に取り組む。

●医療制度改革に関連した、保健指導等と連携した取
り組みを実施

　－自主的に
健康づくり
を行って
いる市民
の割合

②健康教育事
業（健康推進
課）

計画期間中の実績

　－
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計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

●医療制度改革に関連した、保健指導等と連携した取
り組みを実施

　－ 　－

保健センターにおいての定期実施及び電
話等による随時の健康相談を実施し、保健
指導により市民の健康管理に役立てる。

⇒ H19
　－

年度 H22 H23H20 ⇒H21 関連する
まちづくり
指標

③健康相談事
業（健康推進
課）

計画期間中の実績

平成19年度
・健康相談、食生活相談、健康に関する個別相談及び各種団体に対する健康相談を実施(相談回
数:148回、229人）
平成20年度
・健康相談、食生活相談、健康に関する個別相談及び各種団体に対する健康相談を実施(相談回
数:61回、93人）
平成21年度
・健康相談、食生活相談、健康に関する個別相談及び各種団体に対する健康相談を実施(相談回
数:81回、114人）
平成22年度
・健康相談、食生活相談、健康に関する個別相談及び各種団体に対する健康相談を実施(相談回
数:89回、103人）
平成23年度
・健康相談、食生活相談、健康に関する個別相談及び各種団体に対する健康相談を実施

　－

66



第２節　地域でともに支えあう仕組みを充実する

■施策体系図

第２節　地域でともに支えあう仕組みを充実する 【主な事業】

■まちづくり指標

単位

校区 9 9 10

人 827 951 1,104

団体 26 25 28

■５年後目標から直近実績値が乖離している項目の理由

活動者の高齢化が進み、特にリーダー的な役割を担う人材が不足してきてい
ることが大きな要因である。

（３）　地域福祉関連施設の整備

②公共施設整備事業

指標
№

説明

42
市内10校区において、活動さ
れている見守りネットワークの
組織数

指標
№

まちづくり指標名 理由

地域見守りネットワークの組織
数

福祉分野で登録している団体
数

43

43

福祉分野でボランティア・市民
活動している人数

社会福祉協議会ボランティア活
動に登録されている人数

福祉分野でボランティア・市民
活動している人数

44

44
福祉分野で登録している団体
数

（１）　協働で支えあう体制づくり

（２）　地域福祉活動団体等への支援 ①社会福祉協議会活動支援業務

市補助団体および社会福祉協
議会ボランティア登録団体数

①地域福祉計画推進業務

基準値
（H17）

5年後目標
（H23）

直近実績値
（H22）

①福祉センター管理運営業務

まちづくり指標名

活動者の高齢化が進み、特にリーダー的な役割を担う人材が不足してきてい
ることが大きな要因である。

42
地域見守りネットワークの組織
数

各校区において地域見守りネットワークを組織すべく協議を進めており、地域
見守りネットワークの体制が整いつつあるが、まだ組織化には至っていないこ
とが要因である。
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■主な施策の展開

（１）　協働で支えあう体制づくり

【主な事業】

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○

計画期間中の目標

⇒

計画期間中の実績

事業の概要

①地域福祉計
画推進業務
（福祉課）

　市民が安心して暮らすことのできる地域福祉の確立を支援するため、市民、関係団体、事業者、行政がそれぞれの
知識・技能を活かしながら、自主的、自発的にボランティア活動など地域福祉活動に取り組める協働の体制を構築し
ます。
　団塊の世代をはじめとする市民の経験・知識・意欲を地域社会で活用するため、地域活動の促進や就労機会の拡
充など、環境整備に向けた取り組みを進めます。
　また、民生児童委員と連携した地域福祉の支援体制の充実に努めます。

事業名（所管課）

H19 H20 ⇒H22年度

平成19年度～平成21年度
・地域福祉計画に基づき事業の進行及び進行管理を実施
平成22年度
・地域福祉計画に基づき事業の進行及び進行管理を実施
・地域福祉計画見直しに向けアンケート調査を実施（対象者数:2,000人、回収率:47.9%)
平成23年度
・地域福祉計画に基づき事業の進行及び進行管理を実施
・次期地域福祉計画の骨子を作成
・パブリックコメントの実施
・次期地域福祉計画の策定

　－
H23H21 関連する

まちづくり
指標

　－　－ 　－

地域福祉計画を見直し、事業の進捗状況
の点検を行う。

●事業の進行、進捗管理の実施
●地域福祉計画の見直しに伴うアンケート調査の実施
●地域福祉計画の見直し策定
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（２）　地域福祉活動団体等への支援

【主な事業】

Ｎｏ.42 Ｎｏ.43 Ｎｏ.44

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

①社会福祉協
議会活動支援
業務
（福祉課）

年度 H23H19
　－

社会福祉協議会の自立を促すとともに必
要な補助を行う。

福祉分野
で登録して
いる団体
数

⇒ ⇒
地域見守
りネット
ワークの
組織数

福祉分野
でボラン
ティア・市
民活動し
ている人
数

関連する
まちづくり
指標

H21 H22

事業の概要

　校区社会福祉協議会を中心として展開されている小地域福祉活動（高齢者・障がい者・児童分野など）の充実と活
性化を図るため、城陽市社会福祉協議会を通じて支援を行います。

事業名（所管課） 計画期間中の目標

計画期間中の実績

平成19年度
・社会福祉協議会活動事業に対する補助を実施（補助額:42,680千円）
・地域福祉推進事業に対する補助を実施（補助額:7,006千円)
・福祉バス（ふれあい号）の運行に対する補助を実施(補助額:2,516千円)
平成20年度
・社会福祉協議会活動事業に対する補助を実施（補助額:37,349千円）
・地域福祉推進事業に対する補助を実施（補助額:7,006千円)
・福祉バス（ふれあい号）の運行に対する補助を実施(補助額:2,550千円)
平成21年度
・社会福祉協議会活動事業に対する補助を実施（補助額:36,946千円）
・地域福祉推進事業に対する補助を実施（補助額:7,006千円)
・福祉バス（ふれあい号）の運行に対する補助を実施(補助額:2,535千円)
平成22年度
・社会福祉協議会活動事業に対する補助を実施（補助額:37,960千円）
・地域福祉推進事業に対する補助を実施（補助額:7,006千円)
・福祉バス（ふれあい号）の運行に対する補助を実施(補助額:2,626千円)
平成23年度
・社会福祉協議会活動事業に対する補助を実施
・地域福祉推進事業に対する補助を実施
・福祉バス（ふれあい号）の運行に対する補助を実施

●社会福祉協議会活動事業に対する補助
●地域福祉推進事業に対する補助
●ふれあい号送迎サービス事業に対する補助

H20
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（３）　地域福祉関連施設の整備

【主な事業】

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

●福祉センター利用の増加

　－

事業の概要

福祉センターについて効率的な運営を図る
とともに、地域生活の拠点としての機能の
充実を図る。

⇒

　－

　－
関連する
まちづくり
指標

　－

計画期間中の実績

H21 H22
　－

年度 ⇒ H19 H20

H23 ⇒

城陽市住みよい福祉のまちづくり推進指針
に基づく福祉環境整備基準に適合するよう
維持・改善を行う。施設整備への助成を行
う。

●住みよい福祉のまちづくり推進指針に基づく施設整備
の実施
●民間施設整備への助成

平成19年度
・福祉センターについて効率的な運営を実施（利用件数:3,538件）
平成20年度
・福祉センターについて効率的な運営を実施（利用件数:3,477件）
平成21年度
・福祉センターについて効率的な運営を実施（利用件数:3,559件）
平成22年度
・福祉センターについて効率的な運営を実施（利用件数:3,661件）
平成23年度
・福祉センターについて効率的な運営を実施

⇒

事業名（所管課）

　－ 　－
年度 H21H20 関連する

まちづくり
指標

計画期間中の目標

H22

　地域の福祉活動を支援するため、社会福祉法人などの施設整備に対する助成や既存施設の有効活用を図るととも
に、公共施設はもとより民間施設についても、だれもが利用しやすいような施設となるよう、「城陽市住みよい福祉の
まちづくり推進指針」に基づく整備に努めます。

①福祉センター
管理運営業務
（福祉課）

H19

②公共施設整
備事業
（福祉課）

計画期間中の実績

平成19年度
・城陽市内の建築物について、住みよい福祉のまちづくり推進指針に基づき協議を実施（協議件
数:10件）
・城陽作業所及びみんなのなかまが実施した障がい者施設の整備について助成を実施（助成金
額:4,923千円）
平成20年度
・城陽市内の建築物について、住みよい福祉のまちづくり推進指針に基づき協議を実施（協議件
数:11件）
平成21年度
・城陽市内の建築物について、住みよい福祉のまちづくり推進指針に基づき協議を実施（協議件
数:11件）
平成22年度
・城陽市内の建築物について、住みよい福祉のまちづくり推進指針に基づき協議を実施（協議件
数:11件）
平成23年度
・城陽市内の建築物について、住みよい福祉のまちづくり推進指針に基づき協議を実施

　－
H23
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第３節　高齢者福祉を充実する

■施策体系図

第３節　高齢者福祉を充実する 【主な事業】

■まちづくり指標

単位

％ 14.8 15.1 15

％
53.6
(H18)

60.9 57

人 148,848 169,090 165,000

人 391 358 496

人 4,260 4,083 6,262

■５年後目標から直近実績値が乖離している項目の理由

48 生きがい施策参加者の数
新たな候補地を確保できなかったことや、既存の1園を廃園したことが大きな
要因である。

指標
№

49

①包括的支援業務

（２）　高齢者の生きがい活動の支援 ①老人福祉センター管理委託業務

基準値
（H17）

5年後目標
（H23）

（１）　高齢者が安心できる福祉サービス
の提供

直近実績値
（H22）

③介護サービス適正実施指導業務

指標
№

45

説明

46
高齢になっても安心して地域
で暮らせると感じている市民の
割合

まちづくり指標名

要介護認定者数／65歳以上人
口

要介護認定の割合

まちづくり市民アンケート結果

47 生きがい施策参加者の数 老人福祉センターの利用者数

49 高齢者クラブ加入者数

まちづくり指標名 理由

近年、高齢者が趣味に興じられる環境が高齢者クラブ以外にも整ってきたこと
等により、若手高齢者の新規加入が減少していることが大きな要因である。

高齢者クラブ加入者数

48 生きがい施策参加者の数 シルバー農園の参加者数

高齢者クラブに加入している人
数

②シルバー農園業務

③高齢者クラブ業務

②介護サービス給付業務

（３）　介護予防の推進と適正な介護保険
事業の運営

①要介護認定調査業務
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■主な施策の展開

（１）　高齢者が安心できる福祉サービスの提供

【主な事業】

Ｎｏ.46
－ －

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

①包括的支援
業務
（高齢介護課）

計画期間中の実績

H19 H20

　介護保険事業の計画的かつ適正な運営を図ります。また、高齢者の配食などの生活支援を行うなど、自立を支える
福祉サービスの提供に取り組みます。さらに、市内にある既存の福祉施設の利用や入所ができるよう、施設の有効活
用を推進します。

事業名（所管課）

平成19年度
・包括的支援業務の支援
平成20年度
・包括的支援業務の支援
・第4期介護保険事業計画策定に合わせてセンター設置数の検討
平成21年度
・包括的支援業務の支援
・包括支援センター事務所の拡張（鴻ノ巣会館1Ｆのみから1・2Ｆへ拡張）
平成22年度
・包括的支援業務の支援
平成23年度
・包括的支援業務の支援
・第5期介護保険事業計画策定に合わせてセンター設置数の検討

　－

計画期間中の目標

介護予防ケアマネジメントの実施、総合相
談支援・権利擁護の実施、包括的・継続的
マネジメントの実施を行う。

●包括的支援業務の支援
●センター設置数の検討

事業の概要

H22年度 ⇒ H21 H23 ⇒

関連する
まちづくり
指標

高齢に
なっても安
心して地
域で暮ら
せると感じ
ている市
民の割合
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（２）　高齢者の生きがい活動の支援

【主な事業】

Ｎｏ.47
－ －

計画 ○ ○ ○ ○ ◎ ○ ○

H22 H23 ⇒

平成19年度
・指定管理者を設置し効率的な運営を実施(利用者数：150,962人)
・陽和苑の移転場所の確定
平成20年度
・指定管理者を設置し効率的な運営を実施(利用者数：152,873人)
・陽和苑設計業務の委託
平成21年度
・指定管理者を設置し効率的な運営を実施(利用者数：148,427人)
・陽和苑建築工事の着工
平成22年度
・指定管理者を設置し効率的な運営を実施(利用者数：169,090人)
・陽和苑の開設
平成23年度
・指定管理者を設置し効率的な運営を実施

　－
H19 H20

事業の概要

　高齢者の生きがいづくりや社会貢献、就業などの社会参加活動を推進するため、高齢者クラブやシルバー人材セン
ターへの支援とともに、その知識、技能、経験などを有効活用する高齢者マイスター認定制度の導入を検討します。
　また、老人福祉センター、シルバー農園や新たなスポーツゾーンの整備・改修を推進します。

事業名（所管課） 計画期間中の目標

H21

計画期間中の実績

健康や生活に関する相談、教養の向上及
びレクリエーションのための便宜を供与して
憩いの場となるようセンターを設置し、セン
ターの効率的な運営を行う。

●老人福祉センターの効率的な運営
●陽和苑移転改築検討、子育て支援課との連携
●陽和苑移転改築開設

関連する
まちづくり
指標

年度 ⇒

①老人福祉セ
ンター管理委託
業務
（高齢介護課）

生きがい
施策参加
者の数
（老人福
祉セン
ターの利
用者数）
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Ｎｏ.48
－ －

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

Ｎｏ.49
－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

H21
　－

関連する
まちづくり
指標

年度 H22 ⇒

　－
H22

　－
H23 関連する

まちづくり
指標

高齢者ク
ラブ加入
者数

高齢者クラブ連合会及び単位高齢者クラブ
に対し、活動費の一部を助成するとともに、
高齢者クラブ連合会の事務の支援を行う。

平成19年度
・シルバー農園の環境を整備し、円滑な運営を実施
平成20年度
・シルバー農園の環境を整備し、円滑な運営を実施
・第4期介護保険事業計画策定に合わせて、増園の検討
・横道シルバー農園の廃園
平成21年度
・シルバー農園の環境を整備し、円滑な運営を実施
・横道シルバー農園の返還
平成22年度
・シルバー農園の環境を整備し、円滑な運営を実施
・設備の撤去（トイレ、倉庫、カーポート）及び再編(高さ1,100mmの倉庫、パラソルの設置）
平成23年度
・シルバー農園の環境を整備し、円滑な運営を実施
・設備の設置（トイレ、日除け）

⇒H23

●シルバー農園の円滑な運営
●増園の検討
●利用者が出来る農園管理の検討

⇒ H19 H20

H19 H20

高齢者が自然の中で野菜作りを楽しめるよ
うシルバー農園を設置し円滑な農園運営を
行う。

年度

計画期間中の実績

●魅力ある高齢者クラブづくり
●高齢者クラブの会員増対策

H21

②シルバー農
園業務
（高齢介護課）

⇒

平成19年度
・事務（嘱託）職員の配置及び活動費の一部助成により、魅力ある高齢者クラブづくり及び高齢者ク
ラブの会員増対策を実施（クラブ数:64クラブ、会員数:4,050人）
平成20年度
・事務（嘱託）職員の配置及び活動費の一部助成により、魅力ある高齢者クラブづくり及び高齢者ク
ラブの会員増対策を実施（クラブ数:64クラブ、会員数:4,029人）
平成21年度
・事務（嘱託）職員の配置及び活動費の一部助成により、魅力ある高齢者クラブづくり及び高齢者ク
ラブの会員増対策を実施（クラブ数:62クラブ、会員数:3,997人）
平成22年度
・事務（嘱託）職員の配置及び活動費の一部助成により、魅力ある高齢者クラブづくり及び高齢者ク
ラブの会員増対策を実施（クラブ数:63クラブ、会員数:4,083人）
平成23年度
・事務（嘱託）職員の配置及び活動費の一部助成により、魅力ある高齢者クラブづくり及び高齢者ク
ラブの会員増対策を実施

生きがい
施策参加
者の数（シ
ルバー農
園の参加
者数）

③高齢者クラブ
業務
（高齢介護課）

計画期間中の実績
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（３）　介護予防の推進と適正な介護保険事業の運営

【主な事業】

Ｎｏ.45
－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

計画期間中の実績

H23

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

●適正な介護認定

年度 ⇒

　高齢期になってもできるだけ要支援・要介護状態にならず、いつまでも健康で暮らせるように介護予防の推進に努
めます。また、待機者の多い特別養護老人ホームなどの老人福祉施設について、京都府、事業者などと連携して、施
設の整備を図りサービスの充実に努めます。
　さらに、介護予防のケアマネジメント事業、総合相談支援・権利擁護事業、包括的・継続的ケアマネジメント事業など
については、地域包括支援センターを拠点として総合的なケアマネジメントの充実に努めます。

H22
　－

適正な訪問調査と認定審査会の運営によ
り、適正な介護認定を行う。

平成19年度
・訪問調査員等に対する研修を実施（実施回数:6回、参加人数:40人）
平成20年度
・訪問調査員等に対する研修を実施（実施回数:4回、参加人数:73人）
平成21年度
・訪問調査員等に対する研修を実施（実施回数:7回、参加人数:83人）
平成22年度
・訪問調査員等に対する研修を実施（実施回数:4回、参加人数:47人）
平成23年度
・訪問調査員等に対する研修を実施

　－
⇒ 関連する

まちづくり
指標

要介護認
定の割合

H20 H21H19

①要介護認定
調査業務
（高齢介護課）
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－

計画 ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○

－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　－
H20 H21 H22⇒ H23 ⇒

介護保険事業計画による健全な保険会計
の運営を行う。

●事業者への指導・監査
●第４期介護保険事業計画の策定
●介護予防事業の推進

年度

⇒ H19 H20 H21

　－
関連する
まちづくり
指標

　－ 　－
関連する
まちづくり
指標

　－

●訪問施設等派遣先の拡大および介護相談員の充実

H19

③介護サービ
ス適正実施指
導業務
（高齢介護課）

計画期間中の実績

平成19年度
・相談員の訪問施設等への派遣を実施（派遣事業所数:10事業所、相談員数:9人）
平成20年度
・相談員の訪問施設等への派遣を実施（派遣事業所数:11事業所、相談員数:9人）
平成21年度
・相談員の訪問施設等への派遣を実施（派遣事業所数:11事業所、相談員数:11人）
平成22年度
・相談員の訪問施設等への派遣を実施（派遣事業所数:13事業所、相談員数:11人）
平成23年度
・相談員の訪問施設等への派遣を実施

　－
H22 H23 ⇒

介護相談員を施設等に派遣し利用者から
介護サービスに対する疑問や不満、相談を
聞きサービス事業者との橋渡しを行う。

年度

②介護サービ
ス給付業務
（高齢介護課）

計画期間中の実績

平成19年度
・事業者に対し実地指導を実施（指導事業所数:5事業所）
・介護予防教室等の実施により、介護予防事業を推進（実施回数:62回）
・第4期介護保険事業計画の策定に向けて、実態調査を実施（対象者数:4,000人、回収率:66.9%）
平成20年度
・事業者に対し実地指導を実施（指導事業所数:3事業所)
・介護予防教室等の実施により、介護予防事業を推進（実施回数:65回）
・第4期介護保険事業計画の策定に向けて、地域福祉推進会議等を実施
・第4期介護保険事業計画の策定に向けて、パブリックコメントを実施（実施回数:2回）
平成21年度
・事業者に対し実地指導を実施（指導事業所数:6事業所)
・介護予防教室等の実施により、介護予防事業を推進（実施回数:63回）
平成22年度
・事業者に対し実地指導を実施（指導事業所数:5事業所）
・介護予防教室等の実施により、介護予防事業を推進（実施回数:62回）
・第5期介護保険事業計画の策定に向けて、実態調査を実施（対象者数:4,000人、回収率:60.8%）
平成23年度
・事業者に対し実地指導を実施
・介護予防教室等の実施により、介護予防事業を推進
・第5期介護保険事業計画の策定に向けて、地域福祉推進会議等を実施
・第5期介護保険事業計画の策定に向けて、パブリックコメントを実施
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第４節　子育てしやすい環境づくりを推進する

■施策体系図

第４節　子育てしやすい環境づくりを推進する 【主な事業】

■まちづくり指標

単位

％
33.1
(H18)

38.0 43

組 4,509 4,416 5,100

人 0 0 0

人 10 40 0

％ 18.1 17.7 23

人 455 645 790

件 1,893 2,350 2,400

52

活動件数

51

54

53

学童保育所の登録児童数の
割合

55
ファミリー・サポート・センター
の会員数等

会員数

年度末の待機児童数保育所の待機児童数の状況

登録児童数／対象児童数

ファミリー・サポート・センター
の会員数等

56

各地区で毎年度実施している
子育て支援事業および各保育
所などで実施しているあそびの
ひろばの参加親子数

5年後目標
（H23）

まちづくり指標名

①認定こども園事業計画事業

②子育て支援医療費支給業務(第３章第７節（３）参照)

③公立保育園運営事業(第３章第４節（１）参照)

（４）　児童虐待の未然防止 ①家庭児童相談業務

①学童保育所施設改築・大規模改修業務（１）　仕事と家庭の両立支援

①入院助産実施業務

説明

（５）　認定こども園設置への支援

年度当初の待機児童数

子育て支援事業（地域子育て
支援センター）、あそびのひろ
ば（保育所など）参加親子数

保育所の待機児童数の状況

②公立保育園運営事業

③保育園施設改築・大規模修繕業務

50

直近実績値
（H22）

指標
№

まちづくり市民アンケート結果
働くことと子育てが両立できる
環境が整っていると感じている
市民の割合

基準値
（H17）

④児童手当支給業務

①ファミリー・サポート・センター事業

（３）　子育てしやすい環境の整備

⑤児童扶養手当支給業務

（２）　豊かなコミュニケーションによる子育
て支援

②地域子育て支援センター運営事業
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■５年後目標から直近実績値が乖離している項目の理由

54
学童保育所の登録児童数の
割合

学童保育所の希望者が増えなかったことが要因である。なお、学童保育所の
待機児童は発生しておらず、希望者には全て対応できている。

55
ファミリー・サポート・センター
の会員数等

事業開始から一定の期間が経過し、当初の会員登録希望者は概ね登録を済
ませたことにより、増加数の伸びが鈍化したことが大きな要因である。

51
子育て支援事業（地域子育て
支援センター）、あそびのひろ
ば（保育所など）参加親子数

インフルエンザ等により、参加した市民が減少したこと等が要因である。

50
働くことと子育てが両立できる
環境が整っていると感じている
市民の割合

保育所の施設整備や保育サービスの充実を図ったが、市民アンケートでの目
標値を達成するまでに至らなかった。

指標
№

まちづくり指標名

経済状況の悪化に伴う求職者等により、保育所入所の希望が増加したことが
大きな要因である。

理由

53 保育所の待機児童数の状況
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■主な施策の展開

（１）　仕事と家庭の両立支援

【主な事業】

Ｎｏ.54

計画 ◎ ◎ ○

Ｎｏ.50 Ｎｏ.52 Ｎｏ.53

計画 ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ○

事業の概要 計画期間中の目標

⇒

関連する
まちづくり
指標

H22 H23年度
働くことと
子育てが
両立でき
る環境が
整ってい
ると感じて
いる市民
の割合

H20

年度

H21
保育所の
待機児童
数の状況
（年度当
初の待機
児童数）

施設の老朽化に伴い、概ね築後２０年を目
途に小学校の余裕教室の有効活用を行
い、学童保育所を当該教室へ移転建て替
える。

●大規模改修の検討

事業名（所管課）

保育に欠ける乳幼児を、保護者に代わって
保育し、心身ともに健やかに育成する。

H19

　－学童保育
所の登録
児童数の
割合

⇒

　働くことと子育てが両立できる環境整備を行うため、市内私立保育園への支援の充実と、老朽化や小規模園の城陽
市立保育園の統合を含め計画的な施設整備を進めます。また、私立保育園を運営する法人の協力も得ながら、保育
所における多様な保育サービスの拡充を図るとともに、学童保育所の施設整備を進め、その運営の充実を図ります。
また、ひとり親家庭への自立支援や児童手当などの適正な支給を行うとともに、父子家庭に対する支援の強化、とり
わけ父子家庭への児童扶養手当の給付制度の確立を国に要望します。

　－
H23H19 H20

　－関連する
まちづくり
指標

⇒ H21 H22

平成19年度
・寺田学童保育所施設改修について検討
平成20年度
・寺田学童保育所施設改修工事を開始
平成21年度
・寺田学童保育所施設改修工事を実施
・寺田学童保育所施設改修に伴い小学校の体育倉庫移設、飼育小屋の移設

計画期間中の実績

　－

●給食調理業務の民間委託化(平成１９年度から２園で
実施)
●統合新設園の検討
●延長保育実施園の拡大(平成１９年度から１園で実施)

平成19年度
・延長保育事業実施園の拡大（青谷保育園）
・給食調理業務の委託を開始（鴻の巣保育園・青谷保育園）
平成20年度～平成21年度
・給食調理業務の委託を実施（鴻の巣保育園・青谷保育園）
平成22年度
・久津川・古川統合新設保育園の開園
平成23年度
・寺田西・枇杷庄統合新設保育園の着手

⇒
保育所の
待機児童
数の状況
（年度末の
待機児童
数）②公立保育園

運営事業
（子育て支援
課）

①学童保育所
施設改築・大規
模改修業務
（子育て支援
課）

計画期間中の実績
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計画 ○ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ○

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

子ども手当支
給業務
（子育て支援
課）

平成22年度
・子ども手当支給業務として、申請の受付・審査・通知・支給等を実施(支給件数:95,517件）
平成23年度
・子ども手当支給業務として、申請の受付・審査・通知・支給等を実施

H23H22

計画期間中の実績

平成19年度
・児童手当支給業務として、申請の受付・審査・通知・支給等を実施（支給件数:85,465件）
平成20年度
・児童手当支給業務として、申請の受付・審査・通知・支給等を実施（支給件数:85,685件）
平成21年度
・児童手当支給業務として、申請の受付・審査・通知・支給等を実施（支給件数:85,403件）
平成22年度
・児童手当支給業務として、申請の受付・審査・通知・支給等を実施（支給件数:14,917件）※2月、3
月、遡及分
・子ども手当へ制度移行

⇒H20
　－

関連する
まちづくり
指標

　－
年度 ⇒ H19

H19 関連する
まちづくり
指標

H20 H21 ⇒

H21

H23
　－　－

⇒

平成19年度
・久津川・古川統合保育園の用地選定及び設計業務を実施
平成20年度
・久津川・古川統合保育園の設計業務を実施
平成21年度
・久津川・古川統合保育園の建築等を実施
平成22年度
・久津川・古川統合保育園の開園
平成23年度
・寺田西・枇杷庄統合園の用地選定及び設計業務等を実施

計画期間中の実績

「市立保育所の施設整備及び運営に関す
る計画書(H１６．６策定)」に基づく、統合、
改修、跡地売却を進める。

　－
H22

③保育園施設
改築・大規模修
繕業務
（子育て支援
課）

●受付・審査・通知・支給事務の適正実施

　－

児童を養育する人に対し、生活の安定と次
代を担う児童の健全育成を図る観点から
児童手当を支給する。

年度

④児童手当支
給業務
（子育て支援
課）

　－

　－

●統合新設園の検討
●既設園改修の検討
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計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

⑤児童扶養手
当支給業務
（子育て支援
課）

父又は母と生計を同じくしていない児童が
育成される家庭の生活の安定と自立の促
進に寄与するため児童扶養手当を支給す
る。

平成19年度
・児童扶養手当支給業務として、申請の受付・審査・通知・支給等を実施（支給者数:728件）
平成20年度
・児童扶養手当支給業務として、申請の受付・認定・却下・支給等を実施（支給件数:766件）
平成21年度
・児童扶養手当支給業務として、申請の受付・認定・却下・支給等を実施（支給件数:798件）
平成22年度
・児童扶養手当の支給対象を拡大（父子家庭に対する支給を開始）
・児童扶養手当支給業務として、申請の受付・認定・却下・支給等を実施（支給件数:858件うち父子家
庭41件）
平成23年度
・児童扶養手当支給業務として、申請の受付・認定・却下・支給等を実施

計画期間中の実績

年度 ⇒
　－

H19 H20 H21 H22 関連する
まちづくり
指標

　－
H23⇒

　－　－

●受付・審査・通知・支給事務の適正実施
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（２）　豊かなコミュニケーションによる子育て支援

【主な事業】

Ｎｏ.55 Ｎｏ.55

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

事業名（所管課）

H23
ファミ
リー・サ
ポート・セ
ンターの
会員数等
（活動件
数）

計画期間中の目標

　－
H22H19

ファミ
リー・サ
ポート・セ
ンターの
会員数等
（会員数）

　豊かなコミュニケーションが図れる子育て環境を整備するため、ファミリー・サポート・センター事業の会員を増やし、
会員相互の支援活動の拡大を図ります。また、ひとり親家庭を含めて保護者の育児不安解消のため、地域子育て支
援センター事業における相談業務や情報提供の充実に努めます。

●会員の募集・登録事務の実施
●市単独活動補助金の支給

関連する
まちづくり
指標

①ファミリー・サ
ポート・センター
事業
（子育て支援
課）

事業の概要

H21

平成19年度
・依頼会員及び援助会員の募集及び登録を実施（会員登録件数:559件）
・援助会員に対する研修を実施（実施回数:4回）
・市単独活動補助金の支給を実施
平成20年度
・依頼会員及び援助会員の募集及び登録を実施（会員登録件数:583件）
・援助会員に対する研修を実施（実施回数:4回）
・市単独活動補助金の支給を実施
平成21年度
・依頼会員及び援助会員の募集及び登録を実施（会員登録件数:601件）
・援助会員に対する研修を実施（実施回数:4回）
・市単独活動補助金の支給を実施
平成22年度
・依頼会員及び援助会員の募集及び登録を実施（会員登録件数:645件）
・援助会員に対する研修を実施（実施回数:4回）
・市単独活動補助金の支給を実施
平成23年度
・依頼会員及び援助会員の募集及び登録を実施
・援助会員に対する研修を実施
・市単独活動補助金の支給を実施

　－
H20

育児の援助を行いたい方(援助会員)と、育
児の援助を受けたい方(依頼会員)を会員と
して組織化し、会員同士が育児に関する相
互援助活動を実施する。

年度 ⇒⇒

計画期間中の実績
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Ｎｏ.51

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　－
⇒ ⇒年度 H23

関連する
まちづくり
指標

②地域子育て
支援センター運
営事業
（子育て支援
課）

H22

地域全体で子育てを支援する基盤の形成
を図るため、関係機関との共催事業等各
種の子育て支援事業を実施する。

計画期間中の実績

平成19年度
・子育て家庭等に対する育児不安等についての相談・指導を実施（相談件数:675件）
・市内各保育園にて「あそびのひろば」の実施（実施件数:99件）
・子育て支援センター劇場公演の開催
平成20年度
・子育て家庭等に対する育児不安等についての相談・指導を実施（相談件数:708件）
・市内各保育園にて「あそびのひろば」の実施（実施件数:97件）
・子育て支援センター劇場公演の開催
平成21年度
・子育て家庭等に対する育児不安等についての相談・指導を実施（相談件数:750件）
・市内各保育園にて「あそびのひろば」の実施（実施件数:95件）
・子育て支援センター劇場公演の開催
平成22年度
・子育て家庭等に対する育児不安等についての相談・指導を実施（相談件数:875件）
・市内各保育園にて「あそびのひろば」の実施（実施件数:88件）
・子育て支援センター劇場公演の開催
平成23年度
・子育て家庭等に対する育児不安等についての相談・指導
・市内各保育園にて「あそびのひろば」の実施
・子育て支援センター劇場公演の開催

H19 H20
　－

●「あそびのひろば」等の実施
●育児不安等に係る相談・指導の対応

H21
子育て支
援事業、
あそびの
ひろば参
加親子数

　－
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（３）　子育てしやすい環境の整備

【主な事業】

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（４）　児童虐待の未然防止

【主な事業】

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　－

　－ 　－

計画期間中の実績

H19

⇒

計画期間中の実績

H21
　－

平成19年度
・助産施設関係事務として、相談・受付・審査・決定・病院依頼等を実施（入所件数:2件）
平成20年度
・助産施設関係事務として、相談・受付・審査・決定・病院依頼等を実施（入所件数:3件）
平成21年度
・助産施設関係事務として、相談・受付・審査・決定・病院依頼等を実施（入所件数:4件）
平成22年度
・助産施設関係事務として、相談・受付・審査・決定・病院依頼等を実施（入所件数:8件）
平成23年度
・助産施設関係事務として、相談・受付・審査・決定・病院依頼等を実施

　児童虐待の未然防止や早期発見の取り組みを積極的に進めるため、児童保護対策地域ネットワーク会議による取
り組みや地域連携を強化します。

H20 H23⇒ H22

計画期間中の目標

H21 H23
　－　－

H19 関連する
まちづくり
指標

⇒H22

保健上必要があるにもかかわらず、経済的
理由により入院助産を受けることができな
い妊産婦に対し、助産施設において助産
の実施を行う。

①家庭児童相
談業務
（子育て支援
課）

家庭における児童の養育、その他家庭児
童福祉の向上を図るため、家庭等からの
相談に応じ、適切な相談・指導業務を実施
する。

●相談・指導業務の対応

年度
　－

平成19年度
・児童福祉の向上を図るため、家庭等からの相談に応じ、適切な相談・指導業務を実施(相談件
数:1,686件）
平成20年度
・児童福祉の向上を図るため、家庭等からの相談に応じ、適切な相談・指導業務を実施(相談件
数:1,606件）
平成21年度
・児童福祉の向上を図るため、家庭等からの相談に応じ、適切な相談・指導業務を実施(相談件
数:1,991件）
平成22年度
・児童福祉の向上を図るため、家庭等からの相談に応じ、適切な相談・指導業務を実施(相談件
数:1,398件）
平成23年度
・児童福祉の向上を図るため、家庭等からの相談に応じ、適切な相談・指導業務を実施

　－

①入院助産実
施業務
（子育て支援
課）

H20

事業の概要 計画期間中の目標

事業名（所管課） 事業の概要

●相談・受付・審査・決定・病院依頼等の適正実施

年度 ⇒ 関連する
まちづくり
指標

事業名（所管課）

　子育て世代を支援するため、家庭、地域、学校、行政などの相互の連携・協力体制を充実強化するとともに、子ども
たちの身近な遊び場の確保や出産できる医療施設の確保など、子育てしやすい環境を整えます。また、子育ての負
担軽減を図るため、乳児医療費の助成を行うとともに、保育所保育料については、国の定める基準額から、一定の軽
減に努めます。さらに、育児休業制度の啓発に努めます。
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（５）　認定こども園設置への支援

【主な事業】

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

⇒ 関連する
まちづくり
指標

　－ 　－

計画期間中の目標事業の概要

　新たに平成１８年度から制度化された「認定こども園」について、民間が設置の方向で取り組むことを支援します。

事業名（所管課）

●相談等に対する対応

年度 ⇒ H19

認定こども園に係る申請事業者に対して、
相談等について対応する。

H22 H23H20 H21
　－　－

①認定こども園
事業計画事業
（子育て支援
課）

平成19年度～平成23年度
・相談等について対応可能な体制を維持

計画期間中の実績
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第５節　障がいのある人が自立した生活を営む環境をつくる

■施策体系図

第５節　障がいのある人が自立した生活を営む環境をつく【主な事業】

■まちづくり指標

単位

団体
7
(H18)

7 12

人
59
(H18)

147 186

■５年後目標から直近実績値が乖離している項目の理由

①自立支援業務（訓練等給付）（１）　在宅サービス等の充実

（２）　施設サービスの充実 ①自立支援業務（施設入所支援）

②地域生活支援業務

活動者の高齢化が進み、特にリーダー的な役割を担う人材が不足してきてい
ることが大きな要因である。

まちづくり指標名

①在宅障がい者等デイサービス業務（３）　生活の安定と自立の支援

②障がい者住宅改良助成業務

直近実績値
（H22）

基準値
（H17）

5年後目標
（H23）

ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ、自立訓練、就労移
行、就労継続支援の給付対象
者数

指標
№

57

説明

障がい者を支援する市民団
体、ＮＰＯなどの団体数

障がい者支援関係の団体数

障がいの自立に向けた対象者
数

58

指標
№

まちづくり指標名 理由

57 障がい者支援関係の団体数
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■主な施策の展開

（１）　在宅サービス等の充実

【主な事業】

Ｎｏ.58
－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

H21 H22H19 H20 ⇒

事業名（所管課）

障がいの
自立に向
けた対象
者数

　－ 　－

計画期間中の実績

平成19年度
・自立訓練を実施（月延べ利用人数:221人）
・就労移行支援を実施（月延べ利用人数:383人)
・就労継続支援を実施（月延べ利用人数:117人）
・市独自軽減により利用者負担を3割軽減
平成20年度
・自立訓練を実施（月延べ利用人数:191人）
・就労移行支援を実施（月延べ利用人数:425人)
・就労継続支援を実施（月延べ利用人数:482人）
・市独自軽減により利用者負担を3割軽減
平成21年度
・自立訓練を実施（月延べ利用人数:117人）
・就労移行支援を実施（月延べ利用人数:374人)
・就労継続支援を実施（月延べ利用人数:766人）
・市独自軽減により利用者負担を3割軽減
平成22年度
・自立訓練を実施（月延べ利用人数:222人）
・就労移行支援を実施（月延べ利用人数:239人)
・就労継続支援を実施（月延べ利用人数:899人）
・市独自軽減により利用者負担を3割軽減
・利用者負担の無料化を、住民税非課税世帯まで拡大
平成23年度
・自立訓練を実施
・就労移行支援を実施
・就労継続支援を実施
・市独自軽減により利用者負担を3割軽減

H23

①自立支援業
務（訓練等給
付）
（福祉課）

　障がいのある人の日常行動と居宅生活を支援するため、障がい者の総合相談システム体制の再構築や自己負担
の軽減などの公的支援とあわせて、ＮＰＯやボランティアなどによる支援活動の充実に努めます。

事業の概要 計画期間中の目標

障がい者が地域での自立した生活ができ
るよう、身体的又は社会的なリハビリテー
ションや就労につながる支援を行う。

関連する
まちづくり
指標

●自立訓練：自立した日常生活ができるよう身体機能訓
練、生活能力の向上事業の実施
●就労移行支援：就労を希望する障がい者に対し、就
労に必要な知識、能力の向上のための訓練の実施
●就労継続支援：就労が困難な障がい者に対し、働く場
所の提供、知識能力の向上のための訓練の実施
●利用者の負担軽減の実施

年度 ⇒
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Ｎｏ.57
－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

●相談支援事業の実施
●コミュニケーション支援事業の実施
●日常生活用具の給付等事業の実施
●移動支援事業の実施

障がい者が地域における自立した生活が
できるよう支援を行う。

②地域生活支
援業務
（福祉課）

計画期間中の実績

H23

平成19年度
・相談支援事業を実施
・コミュニケーション支援事業（奉仕員等要請講座等）を実施
・日常生活用具の給付等事業（重度身体障害者日常生活用具給付事業等）を実施（給付件数:1,492
件）
・移動支援事業を実施（月延べ利用人数:2,293人）
平成20年度
・相談支援事業を実施
・コミュニケーション支援事業（奉仕員等要請講座等）を実施
・日常生活用具の給付等事業（重度身体障害者日常生活用具給付事業等）を実施（給付件数:1,723
件）
・移動支援事業を実施（月延べ利用人数:3,564人）
平成21年度
・相談支援事業を実施
・コミュニケーション支援事業（奉仕員等要請講座等）を実施
・日常生活用具の給付等事業（重度身体障害者日常生活用具給付事業等）を実施（給付件数:1,667
件）
・移動支援事業を実施（月延べ利用人数:5,369人）
平成22年度
・相談支援事業を実施
・コミュニケーション支援事業（奉仕員等要請講座等）を実施
・日常生活用具の給付等事業（重度身体障害者日常生活用具給付事業等）を実施（給付件数:1,830
件）
・移動支援事業を実施（月延べ利用人数:5,832人）
平成23年度
・相談支援事業を実施
・コミュニケーション支援事業（奉仕員等要請講座等）を実施
・日常生活用具の給付等事業（重度身体障害者日常生活用具給付事業等）を実施
・移動支援事業を実施
・障がいがある人が生活する上で地域の課題や問題について協議するため、城陽市自立支援協議
会を設置

H20 H21 関連する
まちづくり
指標

障がい者
支援関係
の団体数

　－
年度 ⇒

　－
⇒H22H19
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（２）　施設サービスの充実

【主な事業】

－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　－
H21

　－
H19 H20⇒

計画期間中の目標

　障がいのある人のニーズを見極めながら、各種施設サービスの充実と運営支援を行います。

事業名（所管課） 事業の概要

①自立支援業
務（施設入所支
援）
（福祉課）

計画期間中の実績

平成19年度
・療養介護給付費を支給（月延べ利用人数:6人）
・生活介護給付費を支給（月延べ利用人数:1,331人）
・共同生活介護給付費を支給（月延べ利用人数:118人）
・施設入所支援を実施（月延べ利用人数:439人）
平成20年度
・療養介護給付費を支給（月延べ利用人数:12人）
・生活介護給付費を支給（月延べ利用人数:1,765人）
・共同生活介護給付費を支給（月延べ利用人数:121人）
・施設入所支援給付費を支給（月延べ利用人数:475人）
平成21年度
・療養介護給付費を支給（月延べ利用人数:12人）
・生活介護給付費を支給（月延べ利用人数:2,074人）
・共同生活介護給付費を支給（月延べ利用人数:143人）
・施設入所支援給付費を支給（月延べ利用人数:567人）
平成22年度
・療養介護給付費を支給（月延べ利用人数:12人）
・生活介護給付費を支給（月延べ利用人数:2,369人）
・共同生活介護給付費を支給（月延べ利用人数:151人）
・施設入所支援給付費を支給（月延べ利用人数:678人）
平成23年度
・療養介護給付費を支給
・生活介護給付費を支給
・共同生活介護給付費を支給
・施設入所支援給付費を支給

　－
⇒ 関連する

まちづくり
指標

介護が必要な人や通所が困難な人で自立
訓練又は就労移行支援のサービスを利用
している人に対し居住の場所を提供し、夜
間における日常生活の支援を行う。

年度 H22 H23

日中活動系サービス
●療養介護：医療の必要な障がい者に、医療機関での
機能訓練や療養上の管理、介護などの実施
●生活介護：常に介護が必要な人に、施設で入浴や排
せつ、食事の介護などを実施
居宅系サービス
●共同生活介護：共同生活の場所で入浴や排せつ、食
事の介護などを実施
●施設入所支援：施設に入所する人に、入浴や排せ
つ、食事の介護などを実施
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（３）　生活の安定と自立の支援

【主な事業】

－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

年度 ⇒ H19

事業の概要

H21 H22

　障がいのある人の生活の安定と自立支援を図るため、経済的支援の充実や就労の促進に努めます。また、住環境
の整備や交流の場となる各種行事を開催し社会参加を促進します。

在宅障がい者の自立と生きがいを高める
ため、創作活動、機能訓練、社会適用訓練
等を行う。

●写真教室、社交ダンス教室、編み物教室等の実施
●肢体障がい者ガイドヘルパー派遣の実施

①在宅障がい
者等デイサービ
ス業務
（福祉課）

計画期間中の実績

事業名（所管課）

H23 ⇒
　－

⇒

身体障害者手帳又は療育手帳の交付を受
けた６５歳未満の介助を要する人に対する
住宅改良工事助成を行う。

●住宅改良相談・支援の継続

年度

関連する
まちづくり
指標

⇒

　－ 　－
H20

平成19年度
・在宅身体障がい者等デイサービス事業(写真教室等）を実施(実施回数:146回)
・肢体障がい者ガイドヘルパー派遣を実施（利用件数:109件）
平成20年度
・在宅身体障がい者等デイサービス事業(写真教室等）を実施(実施回数:139回)
・肢体障がい者ガイドヘルパー派遣を実施（利用件数:42件）
平成21年度
・在宅身体障がい者等デイサービス事業(写真教室等）を実施(実施回数:138回)
・肢体障がい者ガイドヘルパー派遣を実施（利用件数:3件）
平成22年度
・在宅身体障がい者等デイサービス事業(写真教室等）を実施(実施回数:151回)
・肢体障がい者ガイドヘルパー派遣を実施（利用件数:7件）
平成23年度
・在宅身体障がい者等デイサービス事業(写真教室等）を実施
・肢体障がい者ガイドヘルパー派遣を実施

②障がい者住
宅改良助成業
務
（福祉課）

平成19年度
・身体障害者手帳又は療育手帳の交付を受けた65歳未満の介助を要する人に対する住宅改良工事
助成を実施（助成件数:2件)
平成20年度
・身体障害者手帳又は療育手帳の交付を受けた65歳未満の介助を要する人に対する住宅改良工事
助成を実施（助成件数:5件)
平成21年度
・身体障害者手帳又は療育手帳の交付を受けた65歳未満の介助を要する人に対する住宅改良工事
助成を実施（助成件数:3件)
平成22年度
・身体障害者手帳又は療育手帳の交付を受けた65歳未満の介助を要する人に対する住宅改良工事
助成を実施（助成件数:5件)
平成23年度
・身体障害者手帳又は療育手帳の交付を受けた65歳未満の介助を要する人に対する住宅改良工事
助成を実施

　－

計画期間中の目標

H21 H22

計画期間中の実績

関連する
まちづくり
指標

　－
H20 H23

　－
H19
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第６節　生活支援を必要とする市民が自立するための支援に努める

■施策体系図

第６節　生活支援を必要とする市民が自立するための支援に努める
【主な事業】

■まちづくり指標

単位

世帯 24 22 32

％ 53 57 67

■５年後目標から直近実績値が乖離している項目の理由

①生活保護適正化対策事業（１）　生活保障と自立支援

指標
№

59

説明
基準値
（H17）

5年後目標
（H23）

まちづくり指標名

①生活保護制度の改善要望業務（２）　生活保護制度の充実

60

１年間で自立した世帯数

直近実績値
（H22）

転出、死亡などを除いた生活
保護廃止世帯数

指標
№

まちづくり指標名 理由

60

②生活保護援助業務

③くらしの資金等貸付業務

くらしの資金の償還率 償還額／調定額

くらしの資金の償還率
督促状の送付や最初の納付書の送付時には返済を促す電話をする等の対応
により償還率の向上に努めているが、目標の達成に至らなかった。

59 １年間で自立した世帯数 不景気などの影響で、雇用情勢が悪化したことが大きな要因である。
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■主な施策の展開

（１）　生活保障と自立支援

【主な事業】

－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

H23
　－

⇒

事業名（所管課）

関連する
まちづくり
指標

事業の概要 計画期間中の目標

●窓口相談員の配置
●就労支援員の配置
●医療扶助内容点検実施

年度
　－

　被保護世帯の自立を支援するため、民生児童委員や関係機関と連携し、個々の世帯に即した助言・指導を行い、
自立助長のための必要な支援を行います。また、緊急一時的な支援が必要な世帯に資金の貸付を行います。

H22
　－

H19 H20

生活保護制度の適正な運営を図るための
事業を行う。

①生活保護適
正化対策事業
（福祉課）

⇒ H21

計画期間中の実績

平成19年度
・窓口相談員として嘱託職員1名雇用し、事業を実施（相談件数:234件）
・就労支援員として嘱託職員1名雇用し、事業を実施（支援件数:141件）
・医療扶助内容点検の嘱託職員1名雇用し、事業を実施（点検件数:12,915件）
平成20年度
・窓口相談員として嘱託職員1名雇用し、事業を実施（相談件数:354件）
・就労支援員として嘱託職員1名雇用し、事業を実施（支援件数:47件）
・医療扶助内容点検の嘱託職員1名雇用し、事業を実施（点検件数:12,017件）
平成21年度
・窓口相談員として嘱託職員1名雇用し、事業を実施（相談件数:413件）
・就労支援員として嘱託職員1名雇用し、事業を実施（支援件数:53件）
・医療扶助内容点検の嘱託職員1名雇用し、事業を実施（点検件数:13,403件）
・多重債務相談員として嘱託職員１名雇用し、事業を実施（相談件数：41件）
平成22年度
・窓口相談員として嘱託職員1名雇用し、事業を実施（相談件数:255件）
・就労支援員として嘱託職員1名雇用し、事業を実施（支援件数:57件）
・医療扶助内容点検の嘱託職員1名雇用し、事業を実施（点検件数:14,982件）
・多重債務相談員として嘱託職員1名雇用し、事業を実施（相談件数：28件）
平成23年度
・窓口相談員として嘱託職員1名雇用し、事業を実施
・就労支援員として嘱託職員1名雇用し、事業を実施
・医療扶助内容点検の嘱託職員1名雇用し、事業を実施
・多重債務相談員として嘱託職員1名雇用し、事業を実施
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Ｎｏ.59
－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

Ｎｏ.60
－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

H20

平成19年度
・生活保護援助業務の実施のため、ケースワーカーを配置(配置人数:6人）
・生活保護法に基づき、生活に困窮するものに対して、その程度に応じて必要な保護を実施（年間平
均被保護世帯数:433世帯）
平成20年度
・生活保護援助業務の実施のため、ケースワーカーを配置(配置人数:6人）
・生活保護法に基づき、生活に困窮するものに対して、その程度に応じて必要な保護を実施（年間平
均被保護世帯数:448世帯）
平成21年度
・生活保護援助業務の実施のため、ケースワーカーを配置(配置人数:6人）
・生活保護法に基づき、生活に困窮するものに対して、その程度に応じて必要な保護を実施（年間平
均被保護世帯数:514世帯）
平成22年度
・生活保護援助業務の実施のため、ケースワーカーを配置(配置人数:7人）
・生活保護法に基づき、生活に困窮するものに対して、その程度に応じて必要な保護を実施（年間平
均被保護世帯数:558世帯）
平成23年度
・生活保護援助業務の実施のため、ケースワーカーを配置(配置人数:8人）
・生活保護法に基づき、生活に困窮するものに対して、その程度に応じて必要な保護を実施

くらしの資
金の償還
率

　－ 　－

生活の不安定な世帯に対して、緊急・一時
的な資金としてくらしの資金を貸付ける。

H21 H22 ⇒H23

　－関連する
まちづくり
指標

⇒H21 H22 H23

H20年度 ⇒ H19

●１世帯につき、１０万円を限度に貸付（災害時２０万
円）の実施

１年間で
自立した
世帯数

　－

生活保護法に基づき生活に困窮する者に
対して、その程度に応じて必要な保護を行
う。

●必要なケースワーカの配置
●被保護者への適切な指導

年度 ⇒

②生活保護援
助業務
（福祉課）

計画期間中の実績

H19

③くらしの資金
等貸付業務
（福祉課）

計画期間中の実績

平成19年度
・１世帯につき、10万円を限度に貸付の実施（貸付件数:73件）
平成20年度
・１世帯につき、10万円を限度に貸付の実施（貸付件数:75件）
平成21年度
・１世帯につき、10万円を限度に貸付の実施（貸付件数:89件）
平成22年度
・１世帯につき、10万円を限度に貸付の実施（貸付件数:75件）
平成23年度
・１世帯につき、10万円を限度に貸付の実施

関連する
まちづくり
指標
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（２）　生活保護制度の充実

【主な事業】

－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

H20 H21

計画期間中の目標

　社会経済情勢の変化に対応して、安定した生活が営めるよう、生活保護制度の充実を国や京都府へ働きかけま
す。

事業名（所管課）

年度

事業の概要

H22 H23 ⇒

①生活保護制
度の改善要望
業務
（福祉課）

計画期間中の実績

平成19年度～平成23年度
・近畿ブロック都市福祉事務所長連絡協会を通じて、国へ生活保護制度改善の要望
・保護の実施要領、医療扶助運営要領及び介護扶助運営要領の改正に関する意見を京都府が取り
まとめ、国へ提出

国や京都府に対して生活保護制度改善の
要望を行う。

⇒ H19

●各組織を通じた要望活動の実施

関連する
まちづくり
指標

　－ 　－ 　－
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第７節　保険・医療を充実する

■施策体系図

第７節　保険・医療を充実する 【主な事業】

■まちづくり指標

単位

％ 95.2 93.1 94.7

人 2,883 3,008 2,355

人 17,075 16,585 18,714

％
53.7
(H18)

63.4 58

■５年後目標から直近実績値が乖離している項目の理由

61 国民健康保険料の収納率
景気の悪化等により、平成20年度以降の国民健康保険料の収納率は見込み
を下回ることとなり、目標の達成に至らなかった。

63 健康づくり事業の参加人数
平成22年度の実績においては、城陽マラソン大会が東日本大震災の影響を
受け中止することとなったことが、目標を下回った要因である。

指標
№

まちづくり指標名 理由

国民健康保険が助成する各種
検診の受診延べ人数

まちづくり市民アンケート結果

検診などの受診者数

63

④国保保険料収納率向上特別対策業務

かかりつけ医を持っている市
民の割合

直近実績値
（H22）

①各種検診助成事業（１）　国民健康保険の充実

（２）　国民年金制度の周知・啓発 ①適用勧奨業務

②保健事業

③いきいき健康づくり推進事業

（３）　総合的な医療サービス等の充実 ①子育て支援医療費支給業務

②老人医療費支給業務

④母子医療費支給業務

③心障医療費支給業務

保険料収納額／保険料調定額国民健康保険料の収納率

（４）　後期高齢者医療制度の推進 ①後期高齢者医療業務

（５）　医療体制の充実

5年後目標
（H23）

まちづくり指標名

①休日急病診療所業務

②周産期・小児医療の整備要望

指標
№

61

説明
基準値
（H17）

62

64

健康づくり事業の参加人数
国民健康保険が行う「いきいき
健康づくり推進事業」の参加延
べ人数

95



■主な施策の展開

（１）　国民健康保険の充実

【主な事業】

Ｎｏ.62

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

計画 ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○

H19年度 ⇒

事業の概要 計画期間中の目標

国保被保険者に市が実施する各種検診を
受診した場合の自己負担を助成する。

●制度の啓発と受診勧奨の継続実施

H19 H20

国保被保険者の疾病予防及び早期発見、
早期治療に努めるため人間ドック、脳ドック
の受診費用を助成する。

●人間ドック、脳ドック受診費用の助成を継続実施
●平成２０年度に定員を５０名増員

　－ 　－

①各種検診助
成事業
（国保医療課）

計画期間中の実績

平成19年度
・検診費用助成申請書の個別通知及び広報により、制度の周知と受診勧奨を実施（助成延べ人
数:3,297人)
平成20年度
・検診費用助成申請書の個別通知及び広報により、制度の周知と受診勧奨を実施（助成延べ人
数:3,437人)
平成21年度
・検診費用助成申請書の個別通知及び広報により、制度の周知と受診勧奨を実施（助成延べ人
数:3,060人)
平成22年度
・検診費用助成申請書の個別通知及び広報により、制度の周知と受診勧奨を実施（助成延べ人
数:3,151人)
平成23年度
・検診費用助成申請書の個別通知及び広報により、制度の周知と受診勧奨を実施

　－
H20 H21

　－ 　－
関連する
まちづくり
指標

H22 H23

年度 ⇒
　－

関連する
まちづくり
指標

H23H21 H22

　保健、福祉と連携のもとに健康づくりのための事業を積極的に推進し、疾病予防と医療費の抑制に努めます。また、
国民健康保険の安定的な運営を行い、その健全経営に努めるとともに、国民健康保険の広域化についての検討を図
ります。

事業名（所管課）

⇒
検診など
の受診者
数

②保健事業
（国保医療課）

　－
⇒

計画期間中の実績

平成19年度
・人間ドック、脳ドック受診費用の助成を実施（補助人数:631人)
・人間ドック・脳ドック同時受診者に対する受診費用助成定員を50人増員（増員前定員:250人→増員
後定員:300人）
平成20年度
・人間ドック、脳ドック受診費用の助成を実施（補助人数:681人)
・人間ドック・脳ドック同時受診者に対する受診費用助成定員を50名増員（増員前定員:300人→増員
後定員:350人）
平成21年度
・人間ドック、脳ドック受診費用の助成を実施（補助人数:680人)
平成22年度
・人間ドック、脳ドック受診費用の助成を実施（補助人数:679人)
平成23年度
・人間ドック、脳ドック受診費用の助成を実施

96



Ｎｏ.63

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

Ｎｏ.61

計画 ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○

H20 H21⇒ H19

H19 H20 H21

　－
H22年度 H23

④国保保険料
収納率向上特
別対策業務
（国保医療課）

年度

平成19年度
・税務課と連携し、徴収強化月間として9月と12月に夜間徴収及び徴収勧奨電話を実施
・滞納対策嘱託職員及び臨時職員を雇用して滞納対策（納付相談業務等）を実施
平成20年度
・税務課と連携し、徴収強化月間として9月と12月に夜間徴収及び徴収勧奨電話を実施
・滞納対策嘱託職員及び臨時職員を雇用して滞納対策（納付相談業務等）を実施
・65歳以上加入者の年金による特別徴収を開始
平成21年度
・税務課と連携し、徴収強化月間として9月と12月に夜間徴収及び徴収勧奨電話を実施
・滞納対策嘱託職員及び臨時職員を雇用して滞納対策（納付相談業務等）を実施
・65歳以上加入者の年金による特別徴収を実施
平成22年度
・京都地方税機構に滞納分の債権徴収権を移管
・京都地方税機構との連携による徴収を開始
・65歳以上加入者の年金による特別徴収を実施
平成23年度
・京都地方税機構との連携による徴収を実施
・65歳以上加入者の年金による特別徴収を実施

関連する
まちづくり
指標

　－

H23
　－

⇒ 関連する
まちづくり
指標

計画期間中の実績

③いきいき健康
づくり推進事業
（国保医療課）

計画期間中の実績

平成19年度
・健康保持増進等を目的に、健康づくり事業及び体力づくり事業等を実施（参加延べ人数:15,986人）
平成20年度
・健康保持増進等を目的に、健康づくり事業及び体力づくり事業等を実施（参加延べ人数:16,278人）
平成21年度
・健康保持増進等を目的に、健康づくり事業及び体力づくり事業等を実施（参加延べ人数:16,334人）
平成22年度
・健康保持増進等を目的に、健康づくり事業及び体力づくり事業等を実施（参加延べ人数:16,585人）
平成23年度
・健康保持増進等を目的に、健康づくり事業及び体力づくり事業等を実施

　－健康づくり
事業の参
加人数

⇒
　－

H22
　－国民健康

保険料の
収納率

市民一人ひとりの健康保持増進を図り、健
康に対する関心を深めていただくため健康
づくり事業を実施する。

●健康づくり、体力づくり事業の継続実施

国民健康保険財政の安定化を図るため、
収納担当課と連携し、収納率向上に取り組
む。

●平成２０年度より、６５歳以上被保険者の年金による
特別徴収を実施

⇒
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（２）　国民年金制度の周知・啓発

【主な事業】

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（３）　総合的な医療サービス等の充実

【主な事業】

計画 ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ○

　－ 　－

　－ 　－

H23 ⇒

年度

事業の概要

　老後の健康の保持と必要な医療を確保するため、疾病の予防等保健事業を推進します。さらに、経済的な負担軽
減を図るため、乳幼児医療、心身障がい者医療、母子医療、老人医療、不妊治療等医療費の助成を行います。

計画期間中の目標

①子育て支援
医療費支給業
務
（国保医療課）

年度

①適用勧奨業
務
（国保医療課）

事業名（所管課） 事業の概要

H19 H20

●啓発事業等の継続実施

　－

計画期間中の目標

　住民一人ひとりが年金を身近で大切なものとして考えるよう、国民年金制度の啓発や広報活動を進め、加入を促進
するとともに市民の年金受給権の確保を図ります。

事業名（所管課）

国民年金制度についての啓発と加入の促
進を行う。

⇒ H22H19 関連する
まちづくり
指標

H21

　－
H21

子育て世代の経済的負担の軽減と児童生
徒の健康保持と、増進を図るため、医療費
の一部を支給する。

●医療費支給事業の継続実施
●事業の啓発実施
●平成１９年度に支給制度を拡大

⇒ 関連する
まちづくり
指標

　－
⇒

H20

H22 H23

　－

計画期間中の実績

平成19年度
・窓口相談及び広報により国民年金制度の啓発と加入の促進を実施（広報掲載回数:21回）
平成20年度
・窓口相談及び広報により国民年金制度の啓発と加入の促進を実施（広報掲載回数:21回）
平成21年度
・窓口相談及び広報により国民年金制度の啓発と加入の促進を実施（広報掲載回数:21回）
平成22年度
・窓口相談及び広報により国民年金制度の啓発と加入の促進を実施（広報掲載回数:25回）
平成23年度
・窓口相談及び広報により国民年金制度の啓発と加入の促進を実施

計画期間中の実績

平成19年度
・子育て支援医療支給業務を実施（平均受給者数:4,843人）
・広報により子育て支援医療制度を周知
・子育て支援医療制度の対象者を市独自に拡大（通院は小学校就学前、入院を中学校卒業まで対
象）
平成20年度
・子育て支援医療支給業務を実施（平均受給者数:5,577人)
・広報により子育て支援医療制度を周知
平成21年度
・子育て支援医療支給業務を実施（平均受給者数:6,107人）
・広報により子育て支援医療制度を周知
平成22年度
・子育て支援医療支給業務を実施（平均受給者数:6,594人）
・広報により子育て支援医療制度を周知
・子育て支援医療制度の対象者を市独自に拡大（通院小学校1年生まで対象）
平成23年度
・子育て支援医療支給業務を実施
・広報により子育て支援医療制度を周知
・子育て支援医療制度の対象者を市独自に拡大（通院小学校2年生まで対象）
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計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　－　－
H20H19

●医療費支給事業の継続実施
●事業の啓発

年度 ⇒
　－

H21 H22 ⇒

医療が容易に受けられない65歳から74歳
の老人の健康保持、増進を図るため、保険
診療の自己負担を支給する。

⇒H22 H23⇒

H23

関連する
まちづくり
指標

　－

●医療費支給事業の継続実施
●事業の啓発

　－
関連する
まちづくり
指標

　－
H19 H20 H21

　－
年度

②老人医療費
支給業務
（国保医療課）

③心障医療費
支給業務
（国保医療課）

計画期間中の実績

平成19年度
・老人医療費支給業務を実施（平均受給者数:1,422人）
・広報により老人医療費支給制度を周知
平成20年度
・老人医療費支給業務を実施（平均受給者数:1,511人）
・広報により老人医療費支給制度を周知
平成21年度
・老人医療費支給業務を実施（平均受給者数:1,799人）
・広報により老人医療費支給制度を周知
平成22年度
・老人医療費支給業務を実施（平均受給者数:2,008人）
・広報により老人医療費支給制度を周知
平成23年度
・老人医療費支給業務を実施
・広報により老人医療費支給制度を周知

計画期間中の実績

平成19年度
・心障医療費支給業務を実施（平均受給者数:716人）
・広報により心障医療費支給制度を周知
平成20年度
・心障医療費支給業務を実施（平均受給者数:786人）
・広報により心障医療費支給制度を周知
平成21年度
・心障医療費支給業務を実施（平均受給者数:863人）
・広報により心障医療費支給制度を周知
平成22年度
・心障医療費支給業務を実施（平均受給者数:921人）
・広報により心障医療費支給制度を周知
平成23年度
・心障医療費支給業務を実施
・広報により心障医療費支給制度を周知

　－

一定の条件にある心身障がい者に対し、保
険診療の自己負担を支給する。
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計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（４）　後期高齢者医療制度の推進

【主な事業】

計画 ○ ○ △ ○ ○ ○ ○

事業名（所管課） 事業の概要

　－

計画期間中の目標

平成１９年度においては平成２０年４月から
施行される後期高齢者医療制度への移行
準備を行い、平成２０年度からは各種申
請・届出の受付等被保険者の便益の増進
に寄与する業務を行う。

●後期高齢者医療が平成２０年度から実施される。運
営は京都府後期高齢者医療広域連合となり、市は各種
申請・受付、被保険者証の引渡し等の窓口事務や保険
料徴収事務を実施。
●後期高齢者医療制度の啓発を実施

年度 ⇒ H23
　－

H19 H20 H21 H22 ⇒ 関連する
まちづくり
指標

　－

H19

　７５歳以上の高齢者などを対象とした心身の特性や生活実態などを踏まえた新たな医療制度などの創設に伴い、平
成２０年の後期高齢者医療広域連合の設立に参画することにより、新たな制度を推進します。

平成19年度
・後期高齢者医療制度の開始に向け、制度の周知及び電算システムを構築
平成20年度
・後期高齢者医療制度の開始
・ホームページ及び広報により後期高齢者医療制度について周知
・各種申請・受付、被保険者証の引渡し等の窓口事務や保険料徴収事務を実施（被保険者数:7,392
人, 徴収率:99.1%）
平成21年度
・ホームページ及び広報により後期高齢者医療制度について周知
・各種申請・受付、被保険者証の引渡し等の窓口事務や保険料徴収事務を実施（被保険者数:7,657
人, 徴収率:99.1%）
平成22年度
・ホームページ及び広報により後期高齢者医療制度について周知
・各種申請・受付、被保険者証の引渡し等の窓口事務や保険料徴収事務を実施（被保険者数:8,028
人, 徴収率:98.7%）
平成23年度
・ホームページ及び広報により後期高齢者医療制度について周知
・各種申請・受付、被保険者証の引渡し等の窓口事務や保険料徴収事務を実施

計画期間中の実績

H21 H22

母子家庭の母や児童に対し、保険診療の
自己負担分を支給する。

年度 ⇒

●医療費支給事業の継続実施
●事業の啓発

H23
　－ 　－

④母子医療費
支給業務
（国保医療課）

計画期間中の実績

平成19年度
・母子医療費支給業務を実施（平均受給者数:1,817人）
・広報により母子医療費支給制度を周知
平成20年度
・母子医療費支給業務を実施（平均受給者数:1,913人）
・広報により母子医療費支給制度を周知
平成21年度
・母子医療費支給業務を実施（平均受給者数:1,972人）
・広報により母子医療費支給制度を周知
平成22年度
・母子医療費支給業務を実施（平均受給者数:1,917人）
・広報により母子医療費支給制度を周知
平成23年度
・母子医療費支給業務を実施
・広報により母子医療費支給制度を周知

　－

①後期高齢者
医療業務
（国保医療課）

　－
⇒ 関連する

まちづくり
指標

　－
H20
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（５）　医療体制の充実

【主な事業】

Ｎｏ.64

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

休日等において、緊急に医療処置を必要と
する市民等に対し、診療所を設置して、診
療と投薬業務を行い市民の健康を守る。

●市民の利便を図り利用を促進するため、電子レセプト
を導入し円滑な運営を確保

　緊急に医療を必要とする市民に対し、応急的な治療を行う休日急病診療所の充実に努めます。また、周産期・小児
医療体制の充実に努めます。

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

①休日急病診
療所業務
（健康推進課）

年度
かかりつ
け医を
持ってい
る市民の
割合

　－
⇒ H22 H23

H23 ⇒ 関連する
まちづくり
指標

　－

　－
⇒

関連する
まちづくり
指標

H19 H20 H21

年度 ⇒ H19 H20 H21 H22

　－

②周産期・小児
医療の整備要
望
（健康推進課）

計画期間中の実績

平成19年度
・3病院1医療機関に対し、本市の現状を説明・協議
・京都府に対し「保健医療計画」に関する意見書を提出
平成20年度
・2医療機関に対し、本市の現状説明と意見交換・協議を実施
平成21年度
・1病院に対し、本市の現状説明と意見交換・協議を実施
平成22年度
・京都府医師会に産科医療機関誘致に関して相談・協議を実施

計画期間中の実績

平成19年度
・電子レセプトの導入検討
・宇治久世医師会等の協力を受け、休日急病診療所を継続して開設及び運営（開所日数:71日)
平成20年度
・電子レセプトの導入検討
・宇治久世医師会等の協力を受け、休日急病診療所を継続して開設及び運営（開所日数:70日)
平成21年度
・電子レセプトの導入は、費用対効果の見地から見送りを決定
・宇治久世医師会等の協力を受け、休日急病診療所を継続して開設及び運営（開所日数:70日)
平成22年度
・宇治久世医師会等の協力を受け、休日急病診療所を継続して開設及び運営（開所日数:69日)
平成23年度
・宇治久世医師会等の協力を受け、休日急病診療所を継続して開設及び運営

本市にとって理想となる医療体制を確保す
るため、関係機関等に必要な要望等行う。

●京都府に対する「保健医療計画」意見書提出及び市
内医療機関との協議による要望の実現

　－ 　－ 　－
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■施策体系図

第４章　心がふれあうまちづくり

第４章　心がふれあうまちづくり

第８節　健全な青少年を育成する

第１節　生涯学習を推進する

第２節　幼稚園教育を充実する

第７節　スポーツ・レクリエーションを振興する

第６節　文化財・郷土の歴史の保存・継承を推進する

第３節　学校教育を充実する

第４節　社会教育を充実する

第５節　文化芸術を振興する
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第１節　生涯学習を推進する

■施策体系図

第１節　生涯学習を推進する 【主な事業】

■まちづくり指標

単位

％
19.4
(H18)

20.5 24

人 1,788,906 1,814,241 1,898,000

■５年後目標から直近実績値が乖離している項目の理由

65
生涯学習に係わる様々な講座
へ参加している市民の割合

各施設の特色を活かし、市民ニーズに合った事業を企画・実施したが、目標
の達成に至らなかった。

66 生涯学習施設の利用者数
各施設の利便性の向上を図り、市民サービスの進展に努めたが、目標の達
成に至らなかった。

指標
№

まちづくり指標名 理由

65
生涯学習に係わる様々な講座
へ参加している市民の割合

まちづくり市民アンケート結果

66 生涯学習施設の利用者数

指標
№

まちづくり指標名 説明
基準値
（H17）

直近実績値
（H22）

5年後目標
（H23）

（１）　生涯学習推進体制の整備・充実　 ①生涯学習推進事業(推進体制)

（２）　学習機会の充実と学習支援 ①生涯学習推進事業(情報提供)

文化パルク城陽、コミュニティセ
ンター、公民館、総合運動公
園、市民運動広場、市民プー
ル、ぱれっとＪＯＹＯの延利用者
数

（３）　生涯学習施設整備・充実 ①地域交流室管理運営事業
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■主な施策の展開

（１）　生涯学習推進体制の整備・充実　

【主な事業】

－

計画 ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○

　－

平成19年度
・生涯学習まちづくり計画の総括
平成20年度
・新たに生涯学習推進計画を策定
・生涯学習推進計画事業の実行（各所管課）
平成21年度～平成23年度
・生涯学習推進計画事業の実行（各所管課）

H22 ⇒ 関連する
まちづくり
指標

　－ 　－

計画期間中の目標

計画期間中の実績

①生涯学習推
進事業(推進体
制)
（生涯学習推進
課）

市民の自発的な学習活動を推進するた
め、生涯学習まちづくり計画を見直すととも
に、総合的な生涯学習推進体制の整備・充
実を図る。

●生涯学習まちづくり計画の見直し

年度 ⇒ H19 H20 H21 H23

　市民の自発的な学習活動を推進するため「城陽市生涯学習まちづくり計画」を、現在の社会情勢を反映した計画に
見直すとともに、「いつでも、どこでも、だれでも、たのしく」学習できるよう、大学や民間企業などとの連携も含めた生
涯学習システムの構築や総合的な推進体制の整備・充実を図ります。また、市民の自主的な生涯学習活動を支援す
るシステムの導入を進めるとともに、学校教育と社会教育の連携の促進を図ります。

事業名（所管課） 事業の概要
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（２）　学習機会の充実と学習支援

【主な事業】

Ｎｏ.65 Ｎｏ.66

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（３）　生涯学習施設整備・充実

【主な事業】

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

H21

空き教室の有効活用を図り、地域団体の
会議やサークル活動の場を提供する。

平成19年度
・地域交流室の活用（利用者数：1,070人）
平成20年度
・地域交流室の活用（利用者数：1,476人）
平成21年度
・地域交流室の活用（利用者数：1,901人）
平成22年度
・地域交流室の活用（利用者数：1,761人）
平成23年度
・地域交流室の活用

関連する
まちづくり
指標

　－ 　－ 　－ 　－

計画期間中の実績

H19 H20

H19

H22 H23 ⇒

平成19年度～平成23年度
・情報紙の発行(まなびEye：年3回、子どもチャンネル城陽：年2回）
・インターネットでの情報発信（じょうよう子ども広場：毎月）

　市民が自らの意思により、いつでも自由に学習ができる生涯学習施設の整備・充実を図るとともに、生涯学習に関
する研究や学習方法の開発、指導者の育成・研修、各種情報の研究などを進めるため、生涯学習センターの設置を
検討します。

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

①地域交流室
管理運営事業
（生涯学習推進
課）

計画期間中の目標

●積極的な活用

年度 ⇒

関連する
まちづくり
指標

生涯学習
に係わる
様々な講
座へ参加
している
市民の割
合

生涯学習
施設の利
用者数

　－ 　－

計画期間中の実績

H20 H21 H22 H23 ⇒

　文化パルク城陽などの生涯学習施設の機能を有効に活用し、市民の学習ニーズに対応した生涯学習プログラムの
内容の充実や専門職員の配置の検討を進めるとともに、積極的な学習情報の提供を推進するなど、市民の学習活動
を支援します。

事業名（所管課） 事業の概要

①生涯学習推
進事業(情報提
供)
（生涯学習推進
課）

　生涯学習情報紙やホームページ等によ
り、積極的な情報提供を推進し、市民の自
発的な学習活動を支援する。

●情報紙の発行
●インターネットでの情報発信

年度 ⇒
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第２節　幼稚園教育を充実する

■施策体系図

第２節　幼稚園教育を充実する 【主な事業】

■まちづくり指標

単位

人 5,586 3,598 6,200

％
29.0
(H18)

38.8 44

■５年後目標から直近実績値が乖離している項目の理由

67 幼児教育センター利用者数
保育園・私立幼稚園での同種事業への分散や園児数の減少等が大きな要因
である。

68
育児について相談できる場が
整っていると感じる市民の割
合

まちづくり市民アンケート結果

指標
№

まちづくり指標名 理由

直近実績値
（H22）

5年後目標
（H23）

67 幼児教育センター利用者数
年間幼児教育センター利用者
数(親子)

指標
№

まちづくり指標名 説明
基準値
（H17）

（３）　特別支援教育の充実 ①就学指導業務（幼児）

（４）　私学教育の振興・助成 ①私立幼稚園就園奨励費業務

（１）　人間形成の基礎を培う教育の充
実・向上

①幼稚園管理運営業務

（２）　子育て支援機能の充実 ①幼児教育センタ－実施業務
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■主な施策の展開

（１）　人間形成の基礎を培う教育の充実・向上

【主な事業】

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

①幼稚園管理
運営業務
（学校教育課）

幼稚園の日常運営の質の向上、幼稚園に
おける日常的な管理運営を適正に行う。今
後の公立幼稚園のあり方、将来的な展望
など総合的に検討を行う。

●幼稚園の日常運営の質の向上
●公立幼稚園のあり方を総合的に検討

年度
　－

計画期間中の実績

平成19年度
・城陽市公立幼稚園あり方検討委員会立ち上げ準備を実施
平成20年度
・城陽市公立幼稚園あり方検討委員会を設置
・城陽市公立幼稚園あり方検討委員会より「城陽市公立幼稚園のあり方について（提言）」を受理
・臨時教育委員会を開催して、深谷幼稚園の廃園を方針決定
平成21年度
・公立幼稚園の充実策を提案
・平成22年度幼稚園園児募集要項を作成（深谷幼稚園4歳児の募集なし）
平成22年度
・平成23年度幼稚園園児募集要項を作成（深谷幼稚園園児募集なし）
・幼稚園預かり保育の拡大（週2日→週4日）
・深谷幼稚園の閉園
・指導加配の配置
・園児送迎用駐車場の確保
・特別支援教育加配の配置
平成23年度
・特別支援教育加配の増員

関連する
まちづくり
指標

　－ 　－ 　－

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

⇒ H19 H20 H21 H22 H23 ⇒

　幼稚園、家庭、地域社会の連携による幼稚園教育を推進し、人間形成の基礎を培う就学前教育を充実します。幼児
期の特性を踏まえた教育課程を編成し、物的・人的環境などの環境を通して行う教育を基本とした指導を行います。
また、幼児教育センターの教育相談体制などの充実を図るとともに、保育ニーズの多様化に対応するため、小学校と
の連携や預かり保育、教育相談体制の充実・向上に努めます。
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（２）　子育て支援機能の充実

【主な事業】

Ｎｏ.67 Ｎｏ.68

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（３）　特別支援教育の充実

【主な事業】

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

計画期間中の実績

平成19年度～平成23年度
・市内全保育園、幼稚園、ふたば園において、障がいのある幼児の小学校への移行支援計画を作
成し、支援を実施
・就学相談を実施
・特別支援教育に係る研修会を開催
・特別支援教育に係る啓発パンフレットを作成

①就学指導業
務（幼児）
（学校教育課）

就学相談をはじめ就学指導を行う。委員等
への特別支援教育研修や一般市民への特
別支援教育啓発を行う。

●就学相談を実施
●特別支援教育に係る研修会を開催
●特別支援教育に係る啓発パンフレットを作成
●幼稚園など就学前から小学校への移行支援を実施

年度
　－ 　－ 　－ 　－

H22 H23 ⇒ 関連する
まちづくり
指標

⇒ H19 H20 H21

計画期間中の実績

平成19年度
・幼児教育センターにおいて相談事業等を実施（利用者数：5,966人）
平成20年度
・幼児教育センターにおいて相談事業等を実施（利用者数：4,919人）
平成21年度
・幼児教育センターにおいて相談事業等を実施（利用者数：4,902人）
平成22年度
・幼児教育センターにおいて相談事業等を実施（利用者数：3,598人）
平成23年度
・幼児教育センターにおいて相談事業等を実施

　障がいのある幼児一人ひとりの教育的ニーズに応じた個別の教育支援計画を作成し、個性や能力の伸長に努めま
す。また、就学前から学校卒業まで一貫した支援を行うために、幼小連携に努めます。

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

①幼児教育セ
ンタ－実施業務
（学校教育課）

近年の少子化・核家族化等幼児の取り巻く
社会の状況や環境の変化に伴い、幼児を
もつ保護者に対し、幼稚園の１室を開放
し、子育ての悩みや不安を取り除くため、
遊びのひろばとして子育ての相談等に取り
組む。

●幼児教育センターの親子の利用人数の増加
●地域の核として相談等子育て支援を実施

年度
幼児教育
センター
利用者数

育児につ
いて相談
できる場
が整って
いると感じ
る市民の
割合

　－ 　－
H22 H23 ⇒

関連する
まちづくり
指標

⇒ H19 H20 H21

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

　幼児教育センター機能の充実や遊びの広場などの活用により、地域の子育ての支援の中核となるよう努めます。
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（４）　私学教育の振興・助成

【主な事業】

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

計画期間中の実績

平成19年度～平成21年度
・私立幼稚園就園奨励補助金を国の就園奨励費補助金の交付基準に基づき、対象世帯に対して交
付
・国の基準以上の所得階層に対しても、市独自で補助金を交付
平成22年度
・私立幼稚園就園奨励補助金を国の就園奨励費補助金の交付基準に基づき、対象世帯に対して交
付
・国の基準以上の所得階層に対しても、市独自で補助金を交付
平成23年度
・私立幼稚園就園奨励補助金を国の就園奨励費補助金の交付基準に基づき、対象世帯に対して交
付
・国の基準以上の所得階層に対しても、市独自で補助金を交付

⇒ 関連する
まちづくり
指標

　－ 　－ 　－ 　－

①私立幼稚園
就園奨励費業
務
（学校教育課）

市内に在住し、私立幼稚園に在籍する幼
児の保護者の経費負担を軽減し、幼児教
育の振興に資する。

●国の基準以上の所得の世帯には、市単費の補助を
継続するとともに、国の動向に合わせて見直しを実施

年度 ⇒ H19 H20 H21 H22 H23

　私立幼稚園の保護者負担を軽減するため、就園奨励費の充実や健康診断の助成を行います。また、私学教育の振
興を図るため、教職員研修費の助成を行います。さらに、「認定こども園」の設置の支援を行います。

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

109



第３節　学校教育を充実する

■施策体系図

第３節　学校教育を充実する 【主な事業】

■まちづくり指標

単位

％ 0.33 0.43 0.21

％ 2.19 2.41 2.19

％ 34.7 64.2 70

％
12.5
12.2

10.4
10.8

11.2
11.6

％
11.6
11.8

13.4
11.7

11.1
12.7

％ 61 64 80
学校が楽しいと感じている児
童生徒の割合

学校評価アンケート結果

70 小中学校の耐震化率
耐震化済施設（棟）数／総施設
（棟）数

71

学校給食残菜の割合（小学
校）

米飯
副食

学校給食残菜の割合（中学
校）

米飯
副食

72

5年後目標
（H23）

69

小学校　不登校児童数の割合
不登校児童数／市内小学校児
童数

中学校　不登校生徒数の割合
不登校生徒数／市内中学校生
徒数

指標
№

まちづくり指標名 説明
基準値
（H17）

②学校給食実施間接業務

③アレルギー対応給食実施事業

③懸案課題解決業務

（５）　学校給食の充実 ①学校給食実施直接業務

直近実績値
（H22）

（４）　安心・安全な教育環境の整備、充実 ①生徒指導事業

②義務教育施設大規模改造業務

（２）　教職員の資質の向上と研修機会の
充実

①教職員研修業務

（３）　特別支援教育の充実 ①就学指導業務（小・中学校）

④教育相談事業

⑤嘱託・臨時職員関係業務

（１）　確かな学力と生きる力をはぐくむ教
育の充実・向上

①教育振興業務

②学校管理運営業務

③教育用コンピュータ整備業務
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■５年後目標から直近実績値が乖離している項目の理由

■主な施策の展開

（１）　確かな学力と生きる力をはぐくむ教育の充実・向上

【主な事業】

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

計画期間中の実績

平成19年度
・管理備品、教材備品の購入
・市立図書館と連携し、図書館司書教諭連絡会を開催
平成20年度
・管理備品、教材備品の購入
・城陽市子どもの読書推進計画を策定
・学力向上等推進委員会を設置
平成21年度～平成23年度
・管理備品、教材備品の購入
・学校図書館整理補助員を配置（緊急雇用創出事業）

H20 H21 H22 H23⇒ H19

72
学校が楽しいと感じている児
童生徒の割合

学校への人的支援や相談体制の充実等、生徒に学校を楽しいと感じてもらう
ための各種支援に努めたものの、目標の達成に至らなかった。

●図書や教材備品等の充実、向上

年度
　－ 　－ 　－ 　－

教育の機会均等とその水準向上のため、
教育振興の円滑な推進を図る。児童・生徒
の豊かな情操を養い、知・徳・体の教育効
果を高めるためるとともに、能力や適性を
分析し、適正な学習指導に役立てる。

69

小学校　不登校児童数の割合 低学年児童の不登校が増加傾向にあることが大きな要因である。

中学校　不登校生徒数の割合

指標
№

まちづくり指標名 理由

⇒ 関連する
まちづくり
指標

　基本的人権を尊重し、知・徳・体の調和のとれた人格の形成と、生涯学習の基盤を培うことをめざして、学習指導要
領に基づく教育により、基礎・基本と確かな学力、豊かな人間性、健康や体力の向上など「生きる力」の育成に努めま
す。
　また、進展する高度情報化、国際化や環境問題に対応するため、すべての小・中学校において情報環境の整備や
英語指導助手の活用を図るとともに、環境教育の充実に努め、社会人講師の活用や部活動の活性化など、学校と家
庭、地域との連携を一層推進します。
　さらに、不登校やいじめの問題などへの早期の対応と適切な指導・支援を行うため、スクールカウンセラーなどの配
置など小・中学校における相談事業の充実に努めます。

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

①教育振興業
務
（学校教育課）

心身に変化の現れる思春期にあり、学業不振や学校生活への不適応が増加
傾向にあることが大きな要因である。
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計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

H20 H21
　－ 　－

H22 H23 ⇒ 関連する
まちづくり
指標

③教育用コン
ピュータ整備業
務
（学校教育課）

小・中学校に教育用コンピュータの整備を
行い、コンピュータ等情報機器を活用した
学習や情報教育の推進を図る。

●コンピュータ教室の機器を更新し、一人１台で４０台の
整備を完了
●国のＩＴ新戦略により教員一人１台のＰＣ整備を計画、Ｉ
ＣＴの活用を推進

年度 ⇒ H19
　－ 　－

計画期間中の実績

[教育用コンピュータの更新]
平成19年度
・寺田南小学校、今池小学校、富野小学校、青谷小学校（4小学校）
平成20年度
・城陽中学校（1中学校）
平成21年度
・西城陽中学校、南城陽中学校（2中学校）
平成22年度
・寺田小学校、寺田西小学校、東城陽中学校、北城陽中学校（2小学校、2中学校）
平成23年度
・久津川小学校、古川小学校、久世小学校、深谷小学校（4小学校）

[教員一人1台のPC整備]
平成21年度
・国の経済対策交付金及び学校情報通信技術整備補助金を活用し、小学校の教員一人1台のＰＣ整
備完了（中学校は平成15年度に整備完了済み）

計画期間中の実績

平成19年度
・ＡＥＤ（自動体外式除細動器）の設置（5小学校）
平成20年度
・ＡＥＤ（自動体外式除細動器）の設置（5小学校）
・国の経済対策交付金及び学校情報通信技術整備補助金を活用し、小中学校のテレビを更新（地上
デジタル化）
平成21年度
・ＡＥＤ（自動体外式除細動器）の設置（5中学校）
・教育情報化補助員の配置（3名を配置し、市内小中学校を巡回）（緊急雇用創出事業）
平成22年度
・教育情報化補助員の配置（2名を配置し、市内小中学校を巡回）（緊急雇用創出事業）
平成23年度
・教育情報化補助員の配置（4名を配置し、市内小中学校を巡回）（緊急雇用創出事業）

⇒ 関連する
まちづくり
指標

　－ 　－ 　－ 　－

②学校管理運
営業務
（学校教育課）

小・中学校における日常的な管理運営を適
正に行い、学校教育の円滑な実施とその
成果の確保に資する。

●小・中学校の日常運営の質の向上

年度 ⇒ H19 H20 H21 H22 H23
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Ｎｏ.69 Ｎｏ.69 Ｎｏ.72

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

計画期間中の実績

平成19年度～平成21年度
・事業内容を調査
・委託事業実施団体を調査
・事業計画の精査
平成22年度
・事業内容を調査
・委託事業実施団体を調査
・事業計画の精査
・NPO法人及びシルバー人材センターと業務委託内容を協議し、平成23年度に中学校5校分の実施
に向けて委託契約について検討
平成23年度
・中学校5校分の業務をシルバー人材センターへ委託開始

⑤嘱託・臨時職
員関係業務
（教育総務課）

学校作業員が段階的に定年を迎える中、
一部再任用職員として採用していることか
ら、正規職員、再任用職員、欠員校には臨
時職員を配置し、適正な管理を行う。

●職員退職後、再任用職員、臨時職員等を適正に配置

年度
　－ 　－ 　－ 　－

H22 H23 ⇒ 関連する
まちづくり
指標

⇒ H19 H20 H21

　－ 学校が楽
しいと感じ
ている児
童生徒の
割合

計画期間中の実績

平成19年度
・スクールカウンセラーの配置（全中学校に各1名配置）
・心の教室相談員の配置（全中学校に各1名配置）
・教育相談業務の拡充（指導員を3名から4名に増員し、電話相談業務を午後8時まで拡大。電子メー
ルによる相談を全日対応）
平成20年度～平成23年度
・スクールカウンセラーの配置（全中学校及び富野小学校に各1名配置）
・心の教室相談員の配置（全中学校に各1名配置）
・教育相談業務の実施

H20 H21 H22 H23

④教育相談事
業
（学校教育課）

中学校にスクールカウンセラー（小学校で
も一部活用）、心の教室相談員を配置する
とともに、適応指導教室にも相談員を配置
し、保護者も含めた教育相談の充実を図
る。

●現在の事業を継続するとともに、より相談体制を充実
し、小学校へのスクールカウンセラー配置等不登校の
解消を図る方法を検討

年度 ⇒ H19 ⇒

関連する
まちづくり
指標

小学校
不登校児
童数の割
合

中学校
不登校生
徒数の割
合
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（２）　教職員の資質の向上と研修機会の充実

【主な事業】

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（３）　特別支援教育の充実

【主な事業】

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

計画期間中の実績

[継続事業]
平成19年度～平成23年度
・就学相談を実施
・特別支援教育に係る研修会を実施
・特別支援教育に係る啓発パンフレットを作成
・幼稚園などにおいて、障がいのある幼児の小学校への移行支援計画を作成し、支援を実施
・各小中学校において、特別支援教育コーディネーターの配置や校内委員会を設置
・各小中学校において、障がいのある児童生徒の移行支援計画を作成し、支援を実施

[特別支援教育支援員の配置]
平成19年度
・京都府配置も含め、5小学校に配置
平成20年度～平成23年度
・京都府配置も含め、全小学校に配置

①就学指導業
務（小・中学校）
（学校教育課）

就学相談をはじめ就学指導を行う。委員等
への特別支援教育研修や一般市民への特
別支援教育啓発活動を行う。

●就学相談を実施
●特別支援教育に係る研修会を実施
●特別支援教育に係る啓発パンフレットを作成
●幼稚園など就学前から小学校への移行支援を実施

年度
　－ 　－ 　－ 　－

H22 H23 ⇒ 関連する
まちづくり
指標

⇒ H19 H20 H21

計画期間中の実績

平成19年度～平成21年度
・校長研修（視察研修）、教頭研修（視察研修）、教務主任研修（視察研修）の実施
・全国人権 ・ 同和教育研究大会、行政研修、新規採用・異動教職員研修の実施
平成22年度
・校長研修（視察研修）、教務主任研修（視察研修）の実施
・全国人権 ・ 同和教育研究大会、行政研修、新規採用・異動教職員研修の実施
平成23年度
・校長研修（視察研修）、教頭研修（視察研修）、教務主任研修（視察研修）の実施
・全国人権 ・ 同和教育研究大会、行政研修、新規採用・異動教職員研修の実施

　障がいのある児童生徒一人ひとりの教育的ニーズに応じた個別の教育支援計画を作成し、個性や能力の伸長に努
めます。
　また、「交流および共同学習」を推進するとともに、特別支援教育について保護者や地域社会への啓発に努めます。

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

①教職員研修
業務
（学校教育課）

教育公務員としての使命と責任を自覚、専
門職としての力量を高め、今日的な教育課
題に対応できる教職員の資質向上を図る。

●社会のめまぐるしい変化に主体的に対応し、今日の
教育課題を的確に把握、実践できる教職員の資質向上
及び今日的な教育課題克服に向けた実効ある研修を京
都府教育委員会と連携し実施

年度
　－ 　－ 　－ 　－

H22 H23 ⇒ 関連する
まちづくり
指標

⇒ H19 H20 H21

　教職員の資質の向上や魅力ある教職員の育成をめざし、教職員一人ひとりの豊かな人間性と広い社会性および専
門性を基盤とした実践的指導力の向上を図るため、研修機会の充実に努めるとともに、教育センターの設置について
の検討を行います。

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標
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（４）　安心・安全な教育環境の整備、充実

【主な事業】

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

Ｎｏ.8 Ｎｏ.70

計画 ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ○

　－ 　－

計画期間中の実績

平成19年度
・耐震補強優先度調査結果に基づき「公立学校施設耐震化整備計画」を作成
・耐震診断調査を実施（校舎3棟・体育館1棟）
平成20年度
・整備計画に基づき耐震診断調査等を実施（耐震診断調査校舎12棟・体育館1棟、耐震補強工事校
舎3棟・体育館1棟）
平成21年度
・整備計画に基づき耐震診断調査等を実施（耐震診断調査校舎16棟・体育館3棟、耐震補強工事校
舎4棟・体育館1棟）
平成22年度
・整備計画に基づき耐震診断調査等を実施（耐震診断調査校舎6棟・体育館1棟、耐震補強工事校
舎9棟・体育館1棟）
平成23年度
・整備計画に基づき耐震診断調査等を実施（耐震診断調査校舎6棟・体育館1棟、耐震補強工事校
舎9棟・体育館1棟）

H22 H23 ⇒ 関連する
まちづくり
指標

公共施設
の耐震診
断実施率

小中学校
の耐震化
率

計画期間中の実績

平成19年度
・スチューデントリーダーの配置（全中学校及び今池小学校に各1名）
・防犯ブザー・安全マップの配布、不審者情報メールの配信を開始
平成20年度～平成22年度
・スチューデントリーダーの配置（西城陽中学校に3名、その他の4中学校に各1名）
・防犯ブザー・安全マップの配布、不審者情報メールの配信
平成23年度
・スチューデントリーダーの配置（城陽及び西城陽中学校に各2名、その他の3中学校に各1名）
・防犯ブザー・安全マップの配布、不審者情報メールの配信

　－ 　－

②義務教育施
設大規模改造
業務
（教育総務課、
営繕課）

安心・安全な教育環境の実現のために、公
立学校施設耐震化整備計画を作成し、耐
震補強設計と耐震補強工事を進める。

●平成１９年度公立学校施設耐震化整備計画の作成
●耐震化整備計画の優先順位の高い棟から２次診断・
耐震補強設計及び補強工事を実施
●平成２３年度における耐震化率７０％を目標に耐震補
強を実施

年度 ⇒ H19 H20 H21

⇒ 関連する
まちづくり
指標

　－ 　－

①生徒指導事
業
（学校教育課）

中学校に生徒指導の充実のためにスチュ
ーデントリーダーを配置している。学校・地
域連携事業の地域でのネットワーク化を進
めることにより、子どもの安全確保を図る。

●現在の事業を継続するとともに、小学校の生徒指導
上、困難な状況に対しては、スチューデントリーダーの
配置等を行い、校内の教育環境を改善

年度 ⇒ H19 H20 H21 H22 H23

　子どもの安全確保を図るため、学校と家庭、地域と連携した「学校・地域連携推進事業」の一層の充実を図り、それ
を核とした子どもと地域とのふれあいや交流の場づくりに努めます。また、全国的に進められる予定の放課後保育へ
の実施に向けて検討を進めるとともに、不審者情報の共有化を図るための、安心安全メールの配信などのシステム
の充実に努めます。
　また、通学路の整備や、安全な教育環境を確保するため、校舎、体育館などの学校施設の耐震補強工事および大
規模改修工事を実施します。

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標
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計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　－ 　－

計画期間中の実績

平成19年度
・公共下水道接続事業の実施（古川小学校、青谷小学校（2小学校））
・普通教室扇風機設置工事の実施（89教室：小学校66教室、中学校23教室）（H19年度で全普通教室
設置完了）
平成20年度
・公共下水道接続事業の実施（東城陽中学校、南城陽中学校（2中学校））
・プール塗装改修工事の実施（北城陽中学校（1中学校））
平成21年度
・プール塗装改修工事の実施（古川小学校（1小学校））
平成22年度
・プール塗装改修工事の実施（久世小学校、西城陽中学校（1小学校と1中学校））
平成23年度
・プール塗装改修工事の実施（寺田小学校（1小学校））
・プール濾過機改修工事（久世小学校（1小学校））

H20 H21 ⇒ 関連する
まちづくり
指標

　－ 　－

③懸案課題解
決業務
（教育総務課）

安心・安全な教育環境の実現のために、小
中学校の懸案課題の解消に取り組む。

●耐震補強工事にあわせ、学校別の懸案事項の解消
及び改善整備を実施

年度 ⇒ H19 H22 H23
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（５）　学校給食の充実

【主な事業】

Ｎｏ.71 Ｎｏ.71

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

計画 ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ○

計画期間中の実績

平成19年度～平成20年度
・調理内容に対する指導と衛生についての指導を委託業者に対し毎日実施
平成21年度
・調理、洗浄及び配送業務の一体契約による長期継続契約(平成21年度～平成24年度)の締結によ
り効率化の実施
・調理内容に対する指導と衛生についての指導を委託業者に対し毎日実施
平成22年度～平成23年度
・調理内容に対する指導と衛生についての指導を委託業者に対し毎日実施

⇒ 関連する
まちづくり
指標

　－ 　－
H20 H21 H22 H23

　－ 　－

①学校給食実
施直接業務
（学校給食セン
ター）

地産地消の取り組みを積極的に進めるとと
もに、食教育促進による残菜の減少を進め
る。

計画期間中の実績

平成19年度
・米飯用のお米を「城陽産ヒノヒカリ」100％米とした使用の開始
・小学校、中学校において学校給食だよりの発行により食に関する教育を促進（発行回数：12回）
平成20年度
・城陽旬菜市等との連携を図る中で、地元産野菜の積極的な活用を開始（平成20年度実績：16.0％）
・小学校、中学校において学校給食だよりの発行により食に関する教育を促進（発行回数：12回）
平成21年度
・材料費の値上がりや摂取基準の改定から、給食費の引き上げを給食審議会にて検討
・城陽旬菜市等との連携を図る中で、地元産野菜を積極的に活用（平成21年度実績：15.6％）
・小学校、中学校において学校給食だよりの発行により食に関する教育を促進（発行回数：12回）
平成22年度
・材料費の値上がりや摂取基準の改定から、給食費の引き上げを実施(引き上げ額：30円/食)
・城陽旬菜市等との連携を図る中で、地元産野菜を積極的に活用（平成22年度実績：15.5％）
・小学校、中学校において学校給食だよりの発行により食に関する教育を促進（発行回数：12回）
平成23年度
・城陽旬菜市等との連携を図る中で、地元産野菜を積極的に活用
・小学校、中学校において学校給食だよりの発行により食に関する教育を促進

②学校給食実
施間接業務
（学校給食セン
ター）

安心･安全な学校給食を推進する。
●委託業者に対する指導（衛生面・作業面）
●調理・配送・配膳業務の一体契約による効率化

年度 ⇒ H19

学校給食
残菜の割
合（小学
校）

学校給食
残菜の割
合（中学
校）

　－ 　－
H20 H21 H22 H23

　子どもたちがふるさとの農業や食文化への理解を深めるため、地元でとれた野菜などを活用するなど、学校給食に
おける地産地消の取り組みを推進するとともに、アレルギー対応給食への取り組みを進めます。

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

⇒ H19 ⇒
関連する
まちづくり
指標

●地元産食材の使用拡大
●小・中学校の米飯・副食の残菜率１ケタ台を目指し教
育等を促進
●給食費のあり方の検討

年度
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計画 △ ○ ○ ○ ○ ○

計画期間中の実績

平成19年度
・卵除去食を開始（対象者数:26名、実施回数:8回)
平成20年度
・卵除去食を実施（対象者数:25名、実施回数:36回）
平成21年度
・卵除去食を実施（対象者数:25名、実施回数:25回）
平成22年度
・卵除去食を実施（対象者数:25名、実施回数:24回）
平成23年度
・卵除去食を実施
・アレルギー対応給食の拡大について、学校給食審議会にて検討

※対象者および実施回数は、小学校、中学校の合計

H22 H23 ⇒ 関連する
まちづくり
指標

　－ 　－

③アレルギー
対応給食実施
事業
（学校給食セン
ター）

アレルギー対応給食（卵除去食）につい
て、実施状況を検証し対応給食の拡大に
取り組む。

●アレルギー対応給食対象範囲の拡大（献立検討、施
設整備）

年度 ⇒ H19 H20 H21
　－ 　－
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第４節　社会教育を充実する

■施策体系図

第４節　社会教育を充実する 【主な事業】

■まちづくり指標

単位

団体 877 857 1,069

人 3,249 2,652 4,092

点 6.3 7.6 7.3

■５年後目標から直近実績値が乖離している項目の理由

①社会教育関係団体活動支援業務

（３）　図書館等の充実

74

社会教育関係団体の登録数

①生涯学習推進業務（１）　生涯学習社会の実現

（２）　地域社会の教育力の向上

指標
№

説明
基準値
（H17）

5年後目標
（H23）

①図書館資料収集貸出事業

理由

まちづくり指標名

75
市立図書館・コミュニティセン
ター図書室における市民一人
あたり図書等の貸出点数

73

各種講座の延べ参加者数

74

社会教育活動団体数

②図書館読書推進事業

直近実績値
（H22）

生涯学習事業への参加者数

指標
№

総貸出点数／人口

生涯学習事業への参加者数
国から委託され実施していた子育て講座の廃止に伴う講座数の減少等が要
因である。

まちづくり指標名

73 社会教育活動団体数
団体登録を推進するため啓発を行っているが、校区ごとに登録を行っていた
団体が統合したこと等により、目標の達成に至らなかった。
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■主な施策の展開

（１）　生涯学習社会の実現

【主な事業】

Ｎｏ.73 Ｎｏ.74

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

事業名（所管課）

　幅広い分野を視野に入れた生涯学習事業の計画的な推進を図ります。
　また、市民の自発的な学習活動の促進に努め、国際理解、環境、情報や人権などの現代的課題に関する学習活動
を推進します。さらに、社会教育関係団体の自主性を尊重しながら、活動の活性化の促進に努めるとともに、一層の
連携・協力を進めます。

社会教育
活動団体
数

　－

①生涯学習推
進業務
（文化体育振興
課）

計画期間中の実績

平成19年度
・生涯学習事業（城陽市民アカデミー、家庭教育セミナー、青少年地域活動等）の実施（延べ参加人
数：2,945人）
平成20年度
・生涯学習事業（城陽市民アカデミー、家庭教育セミナー、青少年地域活動等）の実施（延べ参加人
数：2,487人）
平成21年度
・生涯学習事業（城陽市民アカデミー、家庭教育セミナー、青少年地域活動等）の実施（延べ参加人
数：2,562人）
平成22年度
・生涯学習事業（城陽市民アカデミー、家庭教育セミナー、青少年地域活動等）の実施（延べ参加人
数：2,652人）
平成23年度
・生涯学習事業（城陽市民アカデミー、家庭教育セミナー、青少年地域活動等）の実施

H20 ⇒H23H21 関連する
まちづくり
指標

H22

幅広い分野を視野に入れた生涯学習事業
の計画的な推進を図る。

H19
生涯学習
事業への
参加者数

⇒

計画期間中の目標

年度

事業の概要

　－

●社会教育関係団体等から選出の企画推進委員が企
画運営に参画しての教室、講座の充実により生涯学習
事業への参加を促進
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（２）　地域社会の教育力の向上

【主な事業】

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

関連する
まちづくり
指標

　－ 　－ 　－

計画期間中の実績

計画期間中の目標

　地域社会の教育力の向上を図るための学習活動を推進するとともに、学校週５日制の趣旨を踏まえ、学校および地
域社会と連携した家庭教育の充実に努めます。地域でのさまざまな体験の機会を拡充するとともに、障がいのある子
どもも、共に参加できるように努めます。さらに、その活動を通し、青少年の健全育成に努めるとともに、地域の交流を
深め、誰もが安心・安全に暮らせる地域づくりを推進します。
　また、各種講座の充実を図るとともに、学習情報の提供を推進します。

事業名（所管課）

年度 H21 H23

●関係団体等から選出の企画推進委員が企画運営に
参画しての教室、講座や地域との交流も含めた体験教
室等の開催により事業への参加を促進

事業の概要

　－
H22 ⇒

①社会教育関
係団体活動支
援業務
（文化体育振興
課）

学校および地域社会と連携し、家庭教育の
充実、青少年地域活動の推進による、安心
安全の地域づくりを推進する。

平成19年度
・社会教育関係団体の登録を実施（登録団体数：872団体）
・社会教育関係団体への支援を実施（活動内容等の市民への情報提供や施設使用料の減免等）
平成20年度
・社会教育関係団体の登録を実施（登録団体数：863団体）
・社会教育関係団体への支援を実施（活動内容等の市民への情報提供や施設使用料の減免等）
平成21年度
・社会教育関係団体の登録を実施（登録団体数：850団体）
・社会教育関係団体への支援を実施（活動内容等の市民への情報提供や施設使用料の減免等）
平成22年度
・社会教育関係団体の登録を実施（登録団体数：857団体）
・社会教育関係団体への支援を実施（活動内容等の市民への情報提供や施設使用料の減免等）
平成23年度
・社会教育関係団体の登録を実施
・社会教育関係団体への支援を実施（活動内容等の市民への情報提供や施設使用料の減免等）

⇒ H19 H20
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（３）　図書館等の充実

【主な事業】

Ｎｏ.75

計画 ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ○

計画期間中の目標

　－ 　－
H20

蔵書２０万冊を達成し、今後古い資料を入
れ替えつつ、社会の変化に対応し、市民の
ニーズに応える図書・資料を収集する。

⇒

●来館者数、貸出人数、貸出冊数の増加を目指し取り
組み実施

①図書館資料
収集貸出事業
（図書館）

年度

事業の概要

⇒ H23H19

　図書館利用者へのサービスを充実するため、インターネットを利用した蔵書検索・予約や京都府図書館総合目録
ネットワークへの完全参加など、より市民に利用しやすいシステムとなるよう検討するとともに、図書の蔵書２０万冊を
早期に達成します。また、学校やボランティアグループなどとの連携をより一層深めるとともに、子どもの読書推進計
画を策定するなど、子どもの読書活動を推進します。
　また公民館については、その在り方についての検討を行います。

関連する
まちづくり
指標

H21
　－

計画期間中の実績

平成19年度
・子どもの蔵書活動計画推進計画に基づき、蔵書20万冊を達成
・1回1人当たりの貸出可能数を5冊から8冊に変更
・来館者数・貸出人数・貸出冊数を増加に向け、子どもの読書活動推進計画に基づき事業を実施（来
館者数:462,677人/年、貸出人数:128,744人/年、貸出冊数:7.1冊/人）
・インターネット予約を開始(予約件数:4,028件)
平成20年度
・来館者数・貸出人数・貸出冊数を増加に向け、子どもの読書活動推進計画に基づき事業を実施（来
館者数:464,906人/年、貸出人数:129,336人/年、貸出冊数:7.9冊/人）
・インターネット予約を実施(予約件数:12,184件)
平成21年度
・来館者数・貸出人数・貸出冊数を増加に向け、子どもの読書活動推進計画に基づき事業を実施（来
館者数:452,906人/年、貸出人数:126,065人/年、貸出冊数:7.8冊/人）
・インターネット予約を実施(予約件数:15,162件)
平成22年度
・来館者数・貸出人数・貸出冊数を増加に向け、子どもの読書活動推進計画に基づき事業を実施（来
館者数:450,834人/年、貸出人数:125,465人/年、貸出冊数:7.6冊/人）
・インターネット予約を実施(予約件数:15,849件)
平成23年度
・来館者数・貸出人数・差出冊数を増加に向け、子どもの読書活動推進計画に基づき事業を実施
・インターネット予約を実施

H22

事業名（所管課）

市立図書
館・コミュ
ニティセン
ター図書
室におけ
る市民一
人あたり
図書等の
貸出点数
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計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

計画期間中の実績

　－

平成19年度
・市内の小中学校に団体貸出(巡回貸出のみ）を実施（合計貸出数: 9,773冊）
平成20年度
・市内の小中学校に団体貸出を実施（合計貸出数: 13,424冊）
・団体貸出の利用可能団体を拡大（老人福祉センター4苑・男女共同参画支援センター・保健セン
ター )
平成21年度
・市内の小中学校等に団体貸出を実施（合計貸出数:9,953冊）
・子どもの読書活動推進計画に基づき、おすすめブックリストを作成・配布（配布部数:1,000部）
平成22年度
・市内の小中学校等に団体貸出を実施（合計貸出数:9,422冊）
・団体貸出の利用可能団体を拡大（老人保健施設1施設・特別養護老人ホーム4施設 )
・子どもの読書活動推進計画に基づき、おすすめブックリストを作成・配布（配布部数:7,950部）
平成23年度
・市内の小中学校等に団体貸出を実施
・団体貸出の利用可能団体を拡大
・子どもの読書活動推進計画に基づき、おすすめブックリストを作成・配布

　－
H23

　－
H22 ⇒⇒ H20 関連する

まちづくり
指標

市内関係機関との連携を図り、子どもの読
書活動の推進に貢献する。

●児童書の充実、全ての園、小中学校及び関係機関へ
の団体貸出の実施

②図書館読書
推進事業
（図書館）

H21
　－

年度 H19
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第５節　文化芸術を振興する

■施策体系図

第５節　文化芸術を振興する 【主な事業】

■まちづくり指標

単位

％
32.6
(H18)

36.0 43

■５年後目標から直近実績値が乖離している項目の理由

■主な施策の展開

（１）　文化芸術活動の推進

【主な事業】

Ｎｏ.76

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

事業の概要 計画期間中の目標

5年後目標
（H23）

まちづくり指標名

事業名（所管課）

指標
№

76

　「城陽市文化芸術の振興に関する条例」の趣旨を踏まえ、生活にうるおいと喜びをもたらし、心豊かな人間性を育む
ため、文化芸術振興計画を策定し地域における文化芸術活動の推進に努めます。また、城陽市の自然や歴史を紹介
するとともに、地域の自然資源や歴史資源を活用した文化芸術事業の充実に努めます。

直近実績値
（H22）

指標
№

①芸術・文化事業の推進業務

まちづくり市民アンケート結果
文化芸術活動に取り組んでい
る市民の割合

説明
基準値
（H17）

（３）　市民および文化芸術活動団体への
活動支援

H19 H20 ⇒

①文化芸術推進業務（１）　文化芸術活動の推進

①文化パルク城陽管理運営事業（２）　文化芸術の拠点における事業の充
実

関連する
まちづくり
指標

年度 ⇒

城陽市文化芸術振興計画に基づく文化芸
術活動の推進を図る。

●城陽市文化芸術振興計画に基づき、その進行管理を
行い、市民文化芸術活動を充実

　－文化芸術
活動に取
り組んで
いる市民
の割合

　－
H21 H22

①文化芸術推
進業務
（文化体育振興
課）

計画期間中の実績

平成19年度
・文化芸術振興計画の策定
平成20年度
・文化芸術振興計画の推進・進行管理、文化芸術賞等表彰の創設
平成21年度～平成22年度
・文化芸術振興計画の推進・進行管理、文化芸術賞等表彰の実施
平成23年度
・文化芸術振興計画の推進・進行管理、文化芸術賞等表彰の実施
・文化芸術振興計画の中間見直しの実施

　－
H23

まちづくり指標名 理由

76
文化芸術活動に取り組んでい
る市民の割合

文化芸術活動に取り組んでいる市民に対し、表彰制度を設立するなど支援の
充実を図ってきたものの、目標の達成に至らなかった。
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（２）　文化芸術の拠点における事業の充実

【主な事業】

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（３）　市民および文化芸術活動団体への活動支援

【主な事業】

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　－ 　－
年度 ⇒ H19 H20

事業名（所管課）

市民の文化芸術事業への参加機会の提
供、市民文化芸術活動への支援により、文
化芸術活動の推進を図る。

　市民および文化協会などとの協働によりさらなる文化芸術活動を推進するため、団体の育成と活動への支援を行い
ます。

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

　－ 　－

●文化協会事業への助成により、市民文化芸術活動を
支援

事業の概要

H23 関連する
まちづくり
指標

市民の創造的な文化芸術活動を推進する
ため、音楽、演劇をはじめとした幅広い分
野の文化芸術の発信拠点として、文化パル
ク城陽の充実に努める。

　音楽や演劇をはじめとした幅広い分野の文化芸術の発信拠点として文化パルク城陽の充実に努めるとともに、地域
に根ざしたコミュニティセンターにおける活動の充実に努めます。

計画期間中の目標

　－
⇒

①文化パルク
城陽管理運営
事業（生涯学習
推進課）

計画期間中の実績

[指定管理者による管理運営]
平成19年度
・指定管理者（城陽市民余暇活動センター）による管理
平成20年度
・城陽市民余暇活動センターによる管理
・次期指定管理者の公募・指定
平成21年度
・新指定管理者（城陽市民余暇活動センター）による管理
平成22年度
・城陽市民余暇活動センターによる管理
・城陽市民余暇活動センターの公益財団法人への移行準備・認定
平成23年度
・城陽市民余暇活動センターによる管理
・公益財団法人城陽市民余暇活動センターとして設立移行登記

[文化事業への補助]
平成19年度～平成23年度
・文化パルク城陽の指定管理者に対し事業補助を実施

年度 ⇒

　－

①芸術・文化事
業の推進業務
（文化体育振興
課）

計画期間中の実績

平成19年度～平成23年度
・文化協会へ補助金を助成することにより、市民の文化芸術活動を支援

H21 H22 H23
　－

⇒ 関連する
まちづくり
指標

　－
H19 H20 H21 H22

●指定管理者による管理運営
●文化事業への補助
●次期指定管理者の公募に向けた取り組み
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第６節　文化財・郷土の歴史の保存・継承を推進する

■施策体系図

第６節　文化財・郷土の歴史の保存・継承を推進する 【主な事業】

■まちづくり指標

単位

件 29 31 35

人 4,755 12,793 11,238

■５年後目標から直近実績値が乖離している項目の理由

78

①埋蔵文化財調査業務（１）　文化財の保護と活用

（２）　文化遺産の整備・保存

①文化財保護推進業務

①史跡等購入・整備業務

（３）　文化財保護意識の普及・啓発

指標
№

77

説明まちづくり指標名

①資料館運営業務

市指定文化財数市指定文化財数

（４）　歴史民俗資料館の充実

直近実績値
（H22）

基準値
（H17）

5年後目標
（H23）

年間の歴史民俗資料館来館者
数

歴史民俗資料館来館者数

指標
№

まちづくり指標名 理由

77 市指定文化財数
市指定文化財の候補としていたものが国登録文化財として指定されたことが
大きな要因である。なお、現在、新たな指定候補を事前調査中である。
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■主な施策の展開

（１）　文化財の保護と活用

【主な事業】

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　文化財の保護・保全と活用を図るため、文化財およびその周辺の環境整備や適正な維持管理を行うとともに、発掘
調査を実施し、適切な保護・保存のための資料作成に努めます。
　また、出土遺物の整理・資料化を図り、広く市民に周知するとともに、文化財資料の散逸を防ぎ、その保存、普及に
努めます。

H19 H20 ⇒⇒

事業名（所管課）

　－　－　－ 　－
関連する
まちづくり
指標

事業の概要 計画期間中の目標

①埋蔵文化財
調査業務
（文化体育振興
課）

計画期間中の実績

平成19年度
・平川廃寺・芝ヶ原9号墳・山道東古墳の発掘調査を実施（発掘調査面積：251㎡）
平成20年度
・横道遺跡・久津川車塚古墳の発掘調査を実施（発掘調査面積：26.2㎡）
・芝ヶ原１～7号墳の墳丘測量を実施
・山道東古墳の整理調査を実施し、報告書を刊行
平成21年度
・久津川車塚古墳・南京都病院敷地内古墳(青谷西古墳)・山道東古墳の発掘調査を実施（発掘調査
面積：40㎡）
平成22年度
・横道遺跡・芭蕉塚古墳・正道遺跡の発掘調査を実施（発掘調査面積：214㎡）
平成23年度
・久津川古墳群と青谷地区の詳細分布調査と範囲確認の発掘調査を実施（発掘調査面積：150㎡）

H23H21 H22年度

市内に所在する遺跡の範囲確認調査を実
施し、保存のための資料作成を行う。

●平成１９年度から第４次城陽市内遺跡発掘調査１０ヶ
年計画を開始、平成２０年度から芝山遺跡の範囲確認
調査を実施
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（２）　文化遺産の整備・保存

【主な事業】

計画 ○ ○ ○ ○ ◎ ○ ○

（３）　文化財保護意識の普及・啓発

【主な事業】

Ｎｏ.77

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

計画期間中の目標

H21 H22 H23 関連する
まちづくり
指標

　－ 　－ 　－

●史跡芝ヶ原古墳整備の基本計画・実施計画の策定
と、それらを策定するための発掘調査や地形測量を実
施
●史跡久津川車塚古墳について早期に公有地化が完
了するように地権者と協議を実施

史跡芝ヶ原古墳の整備を行うとともに、史
跡久津川車塚古墳の史跡指定地の公有地
化を図る。

　芝ヶ原１２号古墳をはじめとする国の史跡指定地について、城陽市史跡整備委員会の意見をいただくなかで、整備
計画を策定し計画的な整備を図ります。また、正道官衙遺跡や久津川車塚古墳をはじめ神社の社殿などの文化遺産
の整備、保全を行います。

事業の概要

平成19年度
・〔史跡地購入〕史跡久津川車塚古墳を購入（818.84㎡）
平成20年度
・〔芝ヶ原古墳整備〕補助事業採択、墳丘復元整備の資料作成のための発掘調査を実施（発掘調査
面積：150㎡）、整備基本計画を作成、実施設計のための地形測量を実施
・〔史跡地購入〕史跡久津川車塚古墳を購入（242.91㎡）、史跡平川廃寺跡を購入（113.81㎡）
平成21年度
・〔芝ヶ原古墳整備〕墳丘復元整備の資料作成のための発掘調査を実施（発掘調査面積：428㎡）、東
側整備地の基盤造成工事のための一部整備実施設計を作成
平成22年度
・〔芝ヶ原古墳整備〕東側整備地の基盤造成工事を実施、東側整備地の実施設計を作成
平成23年度
・〔芝ヶ原古墳整備〕東側整備地の整備工事を実施、西側整備地の実施設計を作成

H19

事業名（所管課）

　－

①史跡等購入・
整備業務
（文化体育振興
課）

計画期間中の実績

事業名（所管課） 事業の概要

年度 ⇒⇒

　市民の文化財保護意識の向上を図るため、文化財保護意識の普及・啓発や文化財愛護精神の涵養に努めます。ま
た、市民の郷土愛を育むため、地域の歴史や伝統文化・芸術についても積極的に紹介し、理解と愛着心の醸成に努
めます。

H23

計画期間中の目標

市指定文化財候補物件の事前調査を行
い、市指定文化財への指定を行う。

●各年度１件程度の文化財指定を行うとともに、未指定
文化財の調査を実施

年度 ⇒ H19
　－市指定文

化財数
　－

H20

関連する
まちづくり
指標

　－

①文化財保護
推進業務
（文化体育振興
課）

計画期間中の実績

平成20年度
・黒土1号墳の出土品を一括して市指定文化財に指定
平成21年度
・平川廃寺で出土した塑像についての調査を実施
平成22年度
・平川廃寺で出土した塑像を一括して市指定文化財に指定
平成23年度
・指定候補物件等についての調査を実施

H21 ⇒H22H20
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（４）　歴史民俗資料館の充実

【主な事業】

Ｎｏ.78

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

　－関連する
まちづくり
指標

歴史民俗
資料館来
館者数

　－

　ふるさとの文化遺産を次代に伝承していくため、市の文化・歴史の拠点である歴史民俗資料館において、常設展示
及び特別展示の充実に努めます。また、文化歴史資料、古文書、民俗民具などの調査研究を進めるとともに、学校教
育との連携を図ります。

H19 H20
　－

⇒H21 H22 H23

市域の歴史・古文書・民俗・自然等の資料
の収集・保存・調査研究を行い、その成果
を展示や普及活動により市民に情報を提
供するとともに、市民の生涯学習活動を支
援する。

①資料館運営
業務
（歴史民俗資料
館）

平成19年度
・展示業務として、拡大特別展等を開催（年間観覧者数:11,069人）
・普及活動として、ふれあい教室等を実施（実施回数:51回実施、参加者数:1,199人）
・特別展示室貸出事業を実施（利用件数:2件、入場者数:1,202人）
・歴史民俗資料館を運営（年間利用者数:13,470人）
・古文書業務において、古文書を調査するとともに、古文書講座で使用する資料を作成
・民俗文化財業務において、市域の祭りや無形民俗文化財の調査計画を検討
平成20年度
・展示業務として、夏季特別展等を開催（年間観覧者数:10,150人）
・普及活動として、ふれあい教室等を実施（実施回数:58回実施､参加者数:1,417人）
・特別展示室貸出事業を実施（利用件数:1件、入場者数:923人）
・歴史民俗資料館を運営（年間利用者数:12,490人）
・古文書業務において、古文書を調査するとともに、古文書講座で使用する資料を作成
・民俗文化財業務において、白砂谷の調査を実施するとともに、民具等の受入調査業務を実施
平成21年度
・展示業務として、夏季特別展等を開催（年間観覧者数:9,475人）
・普及活動として、ふれあい教室等を実施（実施回数:90回､参加者数:2,445人）
・特別展示室貸出事業を実施（利用件数:1件、入場者数:853人）
・歴史民俗資料館を運営（年間利用者数:12,773人）
・古文書業務において、古文書を調査するとともに、マイクロフィルムに撮影されていた古文書を紙
ベースに印刷するなど、古文書の保存・活用業務を実施
・民俗文化財業務においては、市域神社の調査を友の会との協働で実施するとともに、市域の古い
建造物の調査を実施
・館所蔵の民具や民俗資料のデータ化を推進
平成22年度
・展示業務として、拡大特別展等を開催（年間観覧者数:10,285人）
・普及活動として、ふれあい教室等を実施（実施回数:合計73回、参加者数:1,537人）
・特別展示室貸出事業を実施（利用件数:1件、入場者数:971人）
・歴史民俗資料館を運営(年間利用者数：12,793人)
・古文書業務において、古文書を調査するとともに、マイクロフィルムに撮影されていた古文書を紙
ベースに印刷するなど、古文書の保存・活用業務を実施
・民俗文化財業務において、無形民俗文化財である「おかげ踊り」についての調査等を行なうとともに
館所蔵の民具や民俗資料のデータ化を推進
平成23年度
・展示業務として、夏季特別展等を開催
・普及活動として、ふれあい教室等を実施
・特別展示室貸出事業を実施
・歴史民俗資料館を運営
・古文書及び民俗文化財調査を実施するとともに資料等のデータ化を推進
・無形民俗文化財である「おかげ踊り」を保存し後世に伝える業務を推進

●展示業務の充実・普及活動の充実(来館者数の増加)
●資料館資料の整備・充実(古文書調査保存研究保存
業務・民俗文化財調査研究整理業務の充実など)

計画期間中の実績

年度 ⇒
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第７節　スポーツ・レクリエーションを振興する

■施策体系図

第７節　スポーツ・レクリエーションを振興する 【主な事業】

■まちづくり指標

単位

％
35.7
(H18)

37.0 50

回 3.2 3.6 3.7

■５年後目標から直近実績値が乖離している項目の理由

指標
№

まちづくり指標名 理由

基準値
（H17）

市民一人あたりのスポーツ施
設利用回数

年間市公共スポーツ施設利用
者総数／人口

まちづくり市民アンケート結果
運動・スポーツを実践している
市民の割合

まちづくり指標名

80

説明
直近実績値
（H22）

指標
№

79

（５）　京都サンガＦ．Ｃ．の支援

②宿泊施設運営業務

①体育団体活動補助業務（４）　各団体との連携（支援）と指導者の
育成

①京都サンガ支援業務

5年後目標
（H23）

（１）　スポーツ・レクリエーション活動の推
進

④市民運動広場維持管理業務

①木津川右岸運動公園関連業務（第２章第２節（２）参
照）

③市民プール維持管理業務

①総合型地域スポーツクラブ設立支援業務

①総合運動公園維持管理業務（２）　スポーツ・レクリエーション施設の充
実

（３）　木津川右岸運動公園（仮称）の早期
整備

79
運動・スポーツを実践している
市民の割合

定期的にスポーツ活動に取り組む市民は多く、より市民がスポーツ活動に参
画できるよう総合型地域スポーツクラブへの支援や親子で参加できる事業の
展開等を図ってきたものの、目標の達成に至らなかった。
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■主な施策の展開

（１）　スポーツ・レクリエーション活動の推進

【主な事業】

Ｎｏ.79
－ －

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　各世代・多世代にわたるより多くの市民が女性や障がい者など分け隔てなく健康でいきいきと生きがいをもって暮ら
せる社会づくりに向け、生涯にわたってスポーツ・レクリエーションに親しめるよう、市民ニーズに沿ったプログラムの
提供に努めます。また、地域コミュニティの再生や地域住民の健康の保持増進を図るため、総合型地域スポーツクラ
ブの育成を支援します。さらに、子どもの外遊びやスポーツ活動を通じた体力づくりの機会や場の提供を推進します。

関連する
まちづくり
指標

運動・ス
ポーツを
実践して
いる市民
の割合

事業の概要 計画期間中の目標事業名（所管課）

「各市町村に少なくともひとつは総合型地
域スポーツクラブを育成する」というスポー
ツ振興基本計画に基づき、総合型地域ス
ポーツクラブ設立に向け、支援を行う。

●スポーツ振興基本計画に基づき、総合型地域スポー
ツクラブの設立を目指すとともに、成人の週１回以上の
スポーツ実施率５０％を目指し取り組み実施

計画期間中の実績

H19
　－

⇒ H23年度 H20 H21 H22 ⇒

平成19年度～平成20年度
・寺田西総合型地域スポーツクラブの設立に向けた準備を実施
平成21年度
・寺田西総合型地域スポーツクラブが発足
・寺田西小学校を主な活動場所として各種事業展開を実施
・クラブ加盟者や事業参加者増のため、市広報紙への事業掲載やクラブ員募集等積極的な支援を
実施
平成22年度～平成23年度
・寺田西小学校を主な活動場所として各種事業展開を実施
・クラブ加盟者や事業参加者増のため、市広報紙への事業掲載やクラブ員募集等積極的な支援を
実施

①総合型地域
スポーツクラブ
設立支援業務
（文化体育振興
課）
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（２）　スポーツ・レクリエーション施設の充実

【主な事業】

Ｎｏ.80
－ －

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

計画期間中の目標事業の概要

　市民ニーズを把握し、市民が快適で安全にスポーツ・レクリエーションに親しめるよう、城陽市総合運動公園をはじ
めとした施設の充実に努めるとともに新たなスポーツ施設の整備を図ります。また、アイリスイン城陽、プラムイン城陽
の宿泊施設についても、老朽化への対応に努めます。

事業名（所管課）

●より多くの市民に利用いただくことを目指し取り組み
実施
●施設の改修

H22 H23H21

関連する
まちづくり
指標

　－市民一人
当たりの
スポーツ
施設利用
回数

市民が快適・安全に施設利用していただけ
るよう、指定管理者と連携を密にし適切・計
画的な維持・管理を行う。

計画期間中の実績

平成19年度
・施設修繕を実施（体育館事務所空調、駐車場機器等）
平成20年度
・施設修繕を実施（多目的広場照明関係、体育館自動ドア等）
平成21年度
・公募による指定管理者の施設維持管理を開始
・施設修繕を実施（市民体育館　競技場照明制御盤等）
平成22年度
・施設修繕を実施（体育館壁タイル、受水槽、大型遊具等）
平成23年度
・施設修繕を実施（体育館壁タイル、ローラースライダー等）

H20⇒ H19年度 ⇒

①総合運動公
園維持管理業
務
（文化体育振興
課）
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－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

Ｎｏ.80
－ －

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　－

●老朽化への対応と指定管理者公募への取り組み
●宿泊施設及びレストラン等の利用者数の増を目指し
取り組み実施

　－
H20 H22 H23 ⇒

③市民プール
維持管理業務
（文化体育振興
課）

計画期間中の実績

年度

⇒

H22 H23H20 H21

●より多くの市民に利用いただくことを目指し取り組み
実施
●施設の改修

市民が快適・安全に施設利用していただけ
るよう、指定管理者と連携を密にし適切・計
画的な維持・管理を行う。

　－

⇒
市民一人
当たりの
スポーツ
施設利用
回数

⇒ H19

H19 関連する
まちづくり
指標

　－

②宿泊施設運
営業務
（文化体育振興
課）

計画期間中の実績

平成19年度
・施設修繕を実施（アイリスイン城陽の空調設備）
・ホームページでの広報を実施
平成20年度
・施設修繕を実施（アイリスイン城陽の自動ドア、プラムイン城陽の加圧ポンプユニット等）
・ホームページでの広報を実施
平成21年度
・公募による指定管理者の施設維持管理の開始
・施設修繕を実施（アイリスイン城陽の空調設備、屋上防水、ボイラー設備、電気設備）
・ホームページでの広報を実施
平成22年度
・施設修繕を実施（プラムイン城陽のエレベーター）
・ホームページでの広報を実施
平成23年度
・客室等テレビの地上デジタル化及び照明のＬＥＤ化を実施
・不具合箇所の施設修繕を実施
・ホームページでの広報を実施

関連する
まちづくり
指標

H21年度

利用者が快適に施設利用していただけるよ
う、指定管理者との連携を図る。

平成19年度
・施設修繕を実施（プールサイド、滑り台等）
平成20年度
・施設修繕を実施（ろ材入替、プールクリーナー等）
平成21年度
・公募による指定管理者の施設維持管理を開始
・施設修繕を実施（日よけテント、薬注器等）
平成22年度
・施設修繕を実施（トイレ扉、更衣室間仕切り等）
平成23年度
・不具合箇所の施設修繕を実施
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Ｎｏ.80
－ －

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（３）　木津川右岸運動公園（仮称）の早期整備

（４）　各団体との連携（支援）と指導者の育成

【主な事業】

Ｎｏ.79
－ －

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

H20
市民一人
当たりの
スポーツ
施設利用
回数

運動・ス
ポーツを
実践して
いる市民
の割合

H23

H22
①体育団体活
動補助業務
（文化体育振興
課）

計画期間中の実績

⇒

市民が快適・安全に施設利用していただけ
るよう、指定管理者と連携を密にし適切・計
画的な維持・管理を行う。

年度

平成19年度～平成20年度
・施設修繕を実施（市民テニスコート照明、河川敷真砂土補充等）
平成21年度
・公募による指定管理者の施設維持管理を開始
・施設修繕を実施（市民テニスコートをハードコートから砂入り人工芝コートに改修）
平成22年度
・施設修繕を実施（冠水による河川敷スポーツ施設の復旧、駐車場の拡張工事）
平成23年度
・不具合箇所の施設修繕を実施

H21

●より多くの市民に利用いただくことを目指し取り組み
実施

H22

　－
⇒

関連する
まちづくり
指標

H23H19 H20

関連する
まちづくり
指標

年度

計画期間中の実績

平成19年度～平成23年度
・体育協会、スポーツ少年団に対し、継続した補助を実施
・高齢者も参加できる事業の取り組みをはじめ、市民各層が参加できる事業展開の実施に向け、体
育振興会に対し助言を実施

事業名（所管課） 計画期間中の目標

H21⇒

事業の概要

●スポーツ振興基本計画に基づき、成人の週１回以上
のスポーツ実施率５０％を目指し取り組み実施

市民自らが積極的にスポーツ・レクリエー
ションに親しみ、生涯を通して健康な生活を
送れるよう、体育団体との連携を図り、円
滑・効果的な活動を行うための支援を行う。
また、それぞれの団体において指導者の育
成や資質向上を目指した事業を推進し市
民への還元を進めていく。

　市民一人ひとりが日常生活の中にスポーツ・レクリエーションを取り込み、定着できるよう、体育協会、体育振興会、
スポーツ団体連合会、スポーツ少年団などとの連携を図るとともに支援します。
　また、「親しめるスポーツ・レクリエーションの振興」の「機会」および「場」づくりに努めるとともに、初心者に対する活
動の普及と定着を図るため指導者の育成に努めます。

　京都府が整備する木津川右岸運動公園（仮称）については、計画当初から、山城地域待望の施設として大きな期待
が寄せられており、広域的な都市公園として、総合球技場をはじめ子どもから高齢者まで幅広い多くの人々がスポー
ツ・レクリエーションを楽しめる公園として、引き続き早期の整備を求めていきます。

⇒
　－

④市民運動広
場維持管理業
務
（文化体育振興
課）

H19
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（５）　京都サンガＦ．Ｃ．の支援

【主な事業】

－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　国際競技力の向上にも寄与する京都サンガＦ．Ｃ．への支援を市民参加を得ながら推進することにより、それをシン
ボルとした市民が誇れるまちづくりを推進します。

事業名（所管課）

①京都サンガ
支援業務
（文化体育振興
課）

計画期間中の実績

H23⇒
　－

H21 H22 ⇒ 関連する
まちづくり
指標

　－

京都サンガＦ．Ｃ．の練習場のあるまちとし
て、京都サンガＦ．Ｃ．に対して支援を行う。

事業の概要 計画期間中の目標

　－

平成19年度～平成21年度
・試合観戦ツアー、グッズプレゼント等の各種市民対象事業を実施
平成22年度
・京都サンガF．C．のホームタウンに指定
・試合観戦ツアー、グッズプレゼント等の各種市民対象事業を実施
平成23年度
・市内の主だったイベントに選手の参加
・試合観戦ツアーの充実、グッズプレゼント等の各種市民対象事業を実施
・小学校（10校）全てでサッカー教室を実施
・特別サッカー教室を実施

●京都サンガＦ．Ｃ．支援を通して、城陽市のイメージ
アップと知名度の向上を図るとともに、市民の連帯感の
醸成を目指すとともに、サッカーの普及とプロサッカー
チームの素晴らしい活躍によって青少年に夢を育むこと
を目指し、取り組み実施

年度 H20H19
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第８節　健全な青少年を育成する

■施策体系図

第８節　健全な青少年を育成する 【主な事業】

■まちづくり指標

単位

人 2,841 2,558 2,940

％
37.5
(H18)

44.6 43

■５年後目標から直近実績値が乖離している項目の理由

直近実績値
（H22）

指標
№

理由

まちづくり指標名

81

81

5年後目標
（H23）

青少年健全育成施策への参
加者数

説明
指標
№

各種事業の参加人数

82

（３）　豊かな体験活動の推進

基準値
（H17）

まちづくり市民アンケート結果
青少年が安全で健やかに育つ
環境が整っていると感じる市
民の割合

まちづくり指標名

①環境浄化活動業務（１）　社会環境の再構築

（２）　青少年健全育成体制の充実

①青少年活動の育成と援助業務

①青少年総合計画策定業務

青少年健全育成施策への参
加者数

「青少年の意見発表会」及び「自然とのふれあい登山」の参加者数を対象とし
ているが、「青少年の意見発表会」への作品応募数が減少していることが要因
である。
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■主な施策の展開

（１）　社会環境の再構築

【主な事業】

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　－

計画期間中の目標

⇒

計画期間中の実績

　－
H20

①環境浄化活
動業務
（文化体育振興
課）

　人間関係のつながりや社会のルールについて青少年が理解を深めるため、親としての役割、地域としての役割をお
互いが自覚し、協力しあう社会環境の再構築に努めます。

事業の概要

　－　－
⇒ 関連する

まちづくり
指標

事業名（所管課）

H21H19

●京都府や市青少健が加入している上位団体との連携
を強化
●講演会や研修会の内容を精選するとともに、開催に
あたっては、市民への啓発・広報の方法を工夫し実施

H22 H23年度

京都府青少年育成条例に基づく店舗等へ
の立入調査や市内・校区のパトロールを実
施する。また、校区ごとのクリーン運動を支
援する。加えて、「家庭と地域を考える講演
と映画のつどい」や各種研修会を開催す
る。

平成19年度～平成23年度
・各種団体との連携により、店舗等への立入調査、パトロール、クリーン運動を実施
・市民への啓発・広報のため、「家庭と地域を考える講演と映画のつどい」を実施
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（２）　青少年健全育成体制の充実

【主な事業】

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○

（３）　豊かな体験活動の推進

【主な事業】

Ｎｏ.81 Ｎｏ.82

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

事業名（所管課）

計画期間中の目標

①青少年総合
計画策定業務
（文化体育振興
課）

　－

　青少年の健全育成に係る施策を中長期的な視点に立って、計画的かつ総合的に推進していくため、青少年総合計
画を策定します。また、青少年育成団体などが実施している取り組みを周知するため、広報活動の充実を図ります。
さらに、城陽市青少年健全育成市民会議の各種の活動への支援を行うとともに、地域の青少年育成団体と協働し
て、青少年の社会参加への支援を推進します。

事業名（所管課）

青少年健
全育成施
策への参
加者数

●応募者の拡大
●ボランティア補助員の確保

平成19年度～平成23年度
　・京都府下各市における青少年総合計画策定状況の把握

事業の概要

　－
H20

計画期間中の目標

H21

①青少年活動
の育成と援助
業務
（文化体育振興
課）

H22

計画期間中の実績

青少年が
安全で健
やかに育
つ環境が
整ってい
ると感じる
市民の割
合

　－ 　－

関連する
まちづくり
指標

H19

⇒

計画期間中の実績

⇒

H19

●庁内各課との連携を強化

　－ 　－

事業の概要

⇒

青少年育成の視点から捉えた施策の体系
を整備する。

H23

H23

年度 H22

関連する
まちづくり
指標

　青少年の社会性や自主性を育むため、スポーツ活動や文化活動などへの支援を行います。また、青少年の健全育
成に対する理解を深めるために、講演会の開催など教育や学習環境の充実に努めます。

「青少年の意見」発表会を開催する。また
自然とのふれあい登山を実施する。

平成19年度～平成23年度
・「青少年の意見発表会」の開催
・「自然とのふれあい登山」の実施

年度 ⇒

H21H20
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■施策体系図

第５章　活力に満ちたまちづくり

第５章　活力に満ちたまちづくり

第４節　消費者保護を推進する

第１節　農業の振興を図る

第２節　商工業の振興を図る

第３節　観光の振興を図る
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第１節　農業の振興を図る

■施策体系図

第１節　農業の振興を図る 【主な事業】

■まちづくり指標

単位

ha 10.7 13.2 11.7

％ 3.1 3.1 5.1

千万円
155
（Ｈ16）

159
(H18)

186

■５年後目標から直近実績値が乖離している項目の理由

理由

京都府農林水産統計による農業産出額は、平成18年度を最後に市町村別の
実績が統計の対象から除外されたことにより、直近実績値の把握が不可能と
なった。

85 農業産出額

指標
№

まちづくり指標名

84 農業基盤の整備率

農業・農村基盤整備計画に基づき、現在、奈島地区(5.1ha)を整備しているが、
整備完了は平成23年度であるため、目標の達成に至らなかった。なお、平成
23年度の整備完了により整備率は5.3%となり、5年後目標値を達成する見込
みである。

指標
№

83

説明

85

集積されている農地の面積農地集積面積

84
整備済面積／農業振興地域・
農用地区域の農地面積

農業基盤の整備率

農業産出額
京都府農林水産統計による農
業産出額

①おいしい甘藷づくり研究業務（１）　農業生産の振興

（２）　農業基盤の整備 ①農業基盤整備計画づくり業務

②茶振興対策業務

（３）　生産体制の強化

（４）　地産地消と交流の促進

①若い農業者就農促進業務

5年後目標
（H23）

①直販推進業務

直近実績値
（H22）

基準値
（H17）

まちづくり指標名

②奈島十六ほ場整備事業

③荒州地区農道整備事業

④農業委員会業務
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■主な施策の展開

（１）　農業生産の振興

【主な事業】

Ｎｏ.85
－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

Ｎｏ.85
－

計画 ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ○

②茶振興対策
業務
（農政課）

計画期間中の実績

平成19年度
・寺田いもの品評会の実施
・5種類の品種の試験栽培の実施
・紙マルチシートを使用した栽培試験の実施
平成20年度
・寺田いもの品評会の実施
・自家苗とウイルスフリー苗の比較栽培の実施
・マルチシートの種類による栽培比較の実施
平成21年度
・寺田いもの品評会の実施
・寺田いもの品評会で1位の農家及び2位の農家から、栽培方法の聞き取り及び土壌水分調査の実
施
・寺田いもの栽培マニュアルの作成
平成22年度
・寺田いもの栽培マニュアルの作成
平成23年度
・寺田いもの栽培マニュアルの普及（配布）

H23 関連する
まちづくり
指標

H20 H21

特産「寺田いも」の品質向上を図り、生産と
需要の拡大を図る。

H22

●試験ほ場で５品種の栽培、食味等を実施

H19
　－

H19 H20 ⇒ 関連する
まちづくり
指標

事業の概要 計画期間中の目標

年度 ⇒

①おいしい甘藷
づくり研究業務
（農政課）

事業名（所管課）

農業産出
額

　都市近郊農業の利点を最大限に活かした城陽の農業づくりを進めるため、ＪＡ、土地改良区および農家組合などの
関係機関との連携を強化します。
　また、農業経営の安定のため、梅、茶、イチジク、カンショ、花きなどの特産物の生産振興を図るとともに、高収益化
を促進します。

計画期間中の実績

平成19年度
・公募により、お茶の日を制定(11月8日を「じょうようお茶の日」と定める）
・心和む抹茶体験推進業務を実施
・宇治茶の宣伝、茶まつり、青年団の育成等の農林業振興事業に対し、補助金を交付
平成20年度～平成21年度
・心和む抹茶体験推進業務を実施
・宇治茶の宣伝、茶まつり、青年団の育成等の農林業振興事業に対し、補助金を交付
平成22年度～平成23年度
・心和む抹茶体験推進業務を実施
・宇治茶の宣伝、茶まつり、青年団の育成等の農林業振興事業に対し、補助金を交付
・親子茶香服大会を実施

　－

　－
H23H21

　－

城陽の高級茶の生産と需要の拡大を図り､
茶業を振興していく。

●お茶の日の制定（１１月８日）
●心和む抹茶ふれあい体験の実施
●高級茶生産被覆省力化の拡大

年度 ⇒ H22 ⇒
農業産出
額
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（２）　農業基盤の整備

【主な事業】

Ｎｏ.83 Ｎｏ.84
－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

Ｎｏ.84
－

計画 ○ ○ ○ ◎

②奈島十六ほ
場整備事業
（農政課）

計画期間中の実績

平成19年度
・概略設計業務の実施
・地元説明会等を実施（実施回数:5回）
平成20年度
・調査設計業務の実施
・地元説明会等の実施（実施回数:5回）
平成21年度
・土地改良事業計画書、田園環境整備マスタープラン及び活性化計画の策定
・地元説明会等を実施（実施回数:3回）
平成22年度
・境界測量業務、換地選定業務及び実施設計業務の実施
・地元説明会等の実施（実施回数:5回）
平成23年度
・ほ場整備工事の実施

H20 H22 H23 ⇒H21

農業基盤
の整備率

　－

①農業基盤整
備計画づくり業
務
（農政課）

計画期間中の実績

平成19年度
・事業の概要説明の実施（寺田地区、水主地区）
平成20年度
・事業の概要説明の実施（寺田地区、水主地区）
平成21年度
・土地改良区協議を実施（奈島・十六地区）
・集落懇談会を実施（奈島・十六地区）
平成22年度
・実施計画の策定（奈島・十六地区）
平成23年度
・集落懇談会の実施（寺田地区、水主地区）

農業・農村基盤整備構想の実施に向けて
集落において計画づくりを話し合う事業を
支援し､農家の創意による実施計画を策定
する。

●市内３地区に対し実施

　優良農地の適正な保全と生産基盤の整備を進めるため、農業振興地域整備計画の見直しを行います。優良農地を
保全し、農業振興を図るため、農地の集約化による農用地の拡大をめざします。
　また、効率的な農作業を進めるため、農地の機能に応じた生産基盤の整備を進めるとともに、生産性を高めるた
め、認定農業者などへの農地の流動化を促進し、農地の集積を図ります。

事業名（所管課） 計画期間中の目標事業の概要

農業基盤
の整備率

　－

奈島・十六地区の農用地区域のうち約５ｈａ
において、ほ場整備事業を実施し、農作業
の効率化、省力化等を図る。

●平成２１年度完了を目標に実施

年度 ⇒ 関連する
まちづくり
指標

農地集積
面積

H19

H22 H23年度 ⇒ H19 H20
　－

H21 ⇒ 関連する
まちづくり
指標
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－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ◎

Ｎｏ.83
－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

③荒州地区農
道整備事業
（農政課）

計画期間中の実績

平成19年度
・農業基盤整備の座談会の開催（出席者数:36人）
・荒州西地区農業基盤整備アンケート調査実施（対象件数:465件、回収件数:224名）
・上津屋、八丁地区農道整備の補助要望
平成20年度
・要望地区について、測量業務委託の実施
平成21年度
・環境調査業務委託の実施
・経済効果業務委託の実施
平成22年度
・荒州地区の農道整備について、計画の見直しの実施
平成23年度
・荒州地区の農道整備について、地元協議を実施

計画期間中の実績

④農業委員会
業務
（農業委員会事
務局）

年度 ⇒ H19
農地集積
面積

　－
H23

　－

H21 H22 関連する
まちづくり
指標

　－

農業経営の基盤である農地を保全するた
めに、法律に基づく適正な農地調整の推進
を行う。

●荒廃農地の実態調査の継続実施
●荒廃農地所有者へのアンケート調査及び指導
●農地の利用権設定による農地の集約化

H21 H22H20 ⇒ 関連する
まちづくり
指標

平成19年度
・荒廃農地の実態調査を実施（荒廃農地面積:7.8ha)
・荒廃農地の農地所有者に対し、耕作指導及び自己耕作や貸借の意思確認を実施
・認定農業者への農地利用権設定を推進
平成20年度
・荒廃農地の実態調査を実施（荒廃農地面積:7.2ha)
・荒廃農地の農地所有者に対し、耕作指導及び自己耕作や貸借の意思確認を実施
・モデル農地制度による荒廃地の解消を開始
・認定農業者への農地利用権設定を推進
平成21年度
・荒廃農地の実態調査を実施（荒廃農地面積:5.7ha)
・荒廃農地の農地所有者に対し、耕作指導及び自己耕作や貸借の意思確認を実施
・モデル農地制度による荒廃地の解消を実施
・認定農業者への農地利用権設定を推進
平成22年度
・荒廃農地の実態調査を実施（荒廃農地面積:4.9ha)
・荒廃農地の農地所有者に対し、耕作指導及び自己耕作や貸借の意思確認を実施
・農地基本台帳システムを再構築
・認定農業者への農地利用権設定を推進
平成23年度
・荒廃農地の実態調査を実施
・荒廃農地の農地所有者に対し、耕作指導及び自己耕作や貸借の意思確認を実施
・農地基本台帳システムを再構築
・認定農業者への農地利用権設定を推進
・市街化区域内農地の実態調査を実施

荒州地区の農用地内の農道約８６０ｍを拡
幅整備し、農業基盤を高める。

●平成２３年度着工を目標に実施

年度 ⇒ H19 H20
　－ 　－

H23 ⇒
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（３）　生産体制の強化

【主な事業】

－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（４）　地産地消と交流の促進

【主な事業】

－

計画 ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ○

年度 ⇒ H19 H20 H21 H22

平成19年度
・城陽旬菜市直売所（売り場、調理スペース、駐輪場）を整備
平成20年度
・城陽旬菜市直売所の運営開始
・城陽旬菜市直売所の運営の支援
・近隣直売所の視察研修事業を実施
・市内農産物直売所地図の発行
平成21年度～平成23年度
・城陽旬菜市直売所の運営の支援
・近隣直売所の視察研修事業を実施
・市内農産物直売所地図の発行
・農産物直売所フェアの取り組み支援

計画期間中の実績

⇒ 関連する
まちづくり
指標

地元産の新鮮で、安心・安全な農畜産物を
消費者に供給することにより、地産地消の
推進、農家と消費者の交流、農業経営の
安定、高齢農業者の生きがいづくりを図
る。

計画期間中の実績

平成19年度
・若い農業者就農促進事業を実施（実施人数:4人)
平成20年度
・若い農業者就農促進事業を実施（実施人数:3人)
平成21年度
・若い農業者就農促進事業を実施（実施人数:3人)
平成22年度
・若い農業者就農促進事業を実施（実施人数:3人)
平成23年度
・若い農業者就農促進事業を実施（実施人数:2人)

H23
　－ 　－

H19 H20 H21 H22
　－

　－

　安全で新鮮な農産物の供給を進めるとともに、生産者と消費者のふれあいを促進するため、直売施設の充実や学
校給食への地域の農産物の提供などを拡大し、地産地消を推進します。
　また、農作業とのふれあいと地元特産物の生育過程を肌で感じられるよう、梅などの農作業体験、市民農園の拡大
などの方策を検討するとともに、観光梅林やいも掘り農園、湧水花き園などの観光農業の充実を図ります。

事業名（所管課）

①若い農業者
就農促進業務
（農政課）

①直販推進業
務
（農政課）

H23

計画期間中の目標事業の概要

●平成２０年に城陽旬菜市直売所を整備し、開催日等
の充実を図る中で地産地消を推進

　－
⇒ 関連する

まちづくり
指標

　－
年度 ⇒

専業農家の減少や高齢化の進行に伴い、
農業を支える担い手不足が深刻化している
中で集落で選定した意欲ある新規農業者
に対し、専任講師を設置し､実践的な経営
能力や技術等を習得させ、優れた担い手を
確保、育成して、地域農業の振興を図る。

　後継者や新規就農者の確保、育成を図るため、地域担い手総合支援協議会の活動を支援していくとともに、ＪＡなど
の関係機関と連携し、農業技術研修や営農指導の充実に努めます。
　また、農作業、農業機械利用の効率化を図るため、農作業受委託を促進するとともに、農作業受託組織などの育成
に努めます。
　さらに、環境にやさしい農業を推進するため、残留農薬等ポジティブリスト制度を徹底するとともに、無農薬・有機栽
培による安全な作物の生産を推進します。

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

●２年間の研修を、毎年、新規２人と前年からの継続２
人の計４人を対象に実施
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第２節　商工業の振興を図る

■施策体系図

第２節　商工業の振興を図る 【主な事業】

■まちづくり指標

単位

億円
1,032
（Ｈ16）

822
(H21)

1,304

億円
1,068
（Ｈ16）

939
(H19)

1,228

人
21,794
（Ｈ16）

24,789
(H21)

20,955

■５年後目標から直近実績値が乖離している項目の理由

86 製造品出荷額 平成２０年度以降の景気の悪化が大きな要因である。

87 商品販売額 平成２０年度以降の景気の悪化が大きな要因である。

指標
№

まちづくり指標名 理由

②商店街活動補助金支給事業

（６）　雇用の促進・安定と勤労者福祉の
向上

①特定退職金共済掛金補助事業

（４）　新規ビジネス等への支援

①マル城融資あっせん事業

①中小企業振興対策事業（新規ビジネス）

直近実績値
（H22）

商業統計調査による商品販売
額

商品販売額

（１）　企業経営の近代化等

（２）　地場産業の振興

①商業活性化整備事業

①中小企業振興対策事業（地場産業）

（３）　商店街や小売業の振興

②事業融資保証料・利子補給事業

③中小企業振興対策事業（商工業）

5年後目標
（H23）

まちづくり指標名

88

86

説明
基準値
（H17）

工業統計調査による製造品出
荷額

製造品出荷額

87

従業者数
事業所統計調査による従業者
数

指標
№

（５）　企業用地の確保 ①企業立地促進事業

②工業・流通ゾーン土地区画整理事業
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■主な施策の展開

（１）　企業経営の近代化等

【主な事業】

－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

計画期間中の実績

事業名（所管課）

⇒

　－

関連する
まちづくり
指標

　－

　－
関連する
まちづくり
指標

平成19年度
・融資の迅速化のため、金融機関受付を実施（融資件数:160件）
平成20年度
・融資の迅速化のため、金融機関受付を実施（融資件数:138件）
・マル城融資利率の引き下げを実施（2.3%から1.8%へ引き下げ）
平成21年度
・融資の迅速化のため、金融機関受付を実施（融資件数:165件）
平成22年度
・融資の迅速化のため、金融機関受付を実施（融資件数:132件）
平成23年度
・融資の迅速化のため、金融機関受付を実施

⇒

①マル城融資
あっせん事業
（商工観光課）

事業の概要

⇒ H23

中小企業者に対し、小口事業資金を無担
保・無保証人、低利で迅速に融資し、その
経営の安定を図る。

⇒

H21 H22

　企業経営の安定化と発展を図るため、商工会議所などの関係団体と連携し、経営・技術革新に対する制度やセミ
ナーの情報提供や経営指導などの充実に努めます。
　また、設備の近代化など企業の資金需要を支援するため、各種融資・助成制度の周知を図るとともに、低利融資事
業の充実に努めます。
　市内の住工混在地域から工場移転を促進するため、助成制度の創設を検討します。

計画期間中の目標

H19 H20年度

●融資の迅速化
●代位弁済対策の強化

　－

H21 H22 H23

②事業融資保
証料・利子補給
事業
(商工観光課）

計画期間中の実績

平成19年度
・事業融資に関する保証料及び利子の補給を実施（[マル城融資] 保証料補給件数:149件、利子補
給件数:699件、[京都府融資]保証料補給件数:108件、[マル経融資] 利子補給件数: 84件）
平成20年度
・事業融資に関する保証料及び利子の補給を実施（[マル城融資] 保証料補給件数:152件、利子補
給件数:706件、[京都府融資]保証料補給件数:18件、[マル経融資] 利子補給件数: 72件）
平成21年度
・事業融資に関する保証料及び利子の補給を実施（[マル城融資] 保証料補給件数:146件、利子補
給件数:639件、[京都府融資]保証料補給件数:2件、[マル経融資] 利子補給件数: 73件）
平成22年度
・事業融資に関する保証料及び利子の補給を実施（[マル城融資] 保証料補給件数:154件、利子補
給件数:454件、[京都府融資]保証料補給件数:1件、[マル経融資] 利子補給件数: 67件）
平成23年度
・事業融資に関する保証料及び利子の補給を実施

事業融資に関する保証料及び利子の補給
を行い経営の支援を行う。

●保証料・利子補給の継続

　－
H19 H20

　－
年度

146



Ｎｏ.86 Ｎｏ.87 Ｎｏ.88
－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（２）　地場産業の振興

【主な事業】

－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

③中小企業振
興対策事業（商
工業）
（商工観光課）

H19 H20

H23 ⇒

金銀糸産業の継続・発展を促進するため
製品の開発を含めた振興策を推進する。

⇒ H19

●金銀糸資源活用を推進するプロジェクトの組織強化
●販売につながる製品の開発

城陽市商工業活性化推進審議会を設置
し、商店街活性化、地場産業の振興、伝統
や資源を生かした特色ある商工業の育成
等について審議し、具体的な振興策を検討
する。

●活性化審議会の開催

計画期間中の目標

　伝統産業である金銀糸加工業の振興を図るため、培ってきた技術を活かした製品開発などの取り組みを支援しま
す。

事業名（所管課） 事業の概要

H20 H22

計画期間中の実績

H23 ⇒年度 ⇒ H21 H22 関連する
まちづくり
指標

平成19年度
・城陽市商工業活性化推進審議会を開催（開催回数:4回）
平成20年度
・城陽市商工業活性化推進審議会を開催（開催回数:2回）
平成21年度
・城陽市商工業活性化推進審議会を開催（開催回数:1回）
平成22年度
・城陽市商工業活性化推進審議会を開催（開催回数:1回）
平成23年度
・城陽市商工業活性化推進審議会を開催

H21 関連する
まちづくり
指標

①中小企業振
興対策事業（地
場産業）
（商工観光課）

計画期間中の実績

平成19年度
・金銀糸製品の可能性について整理
・市役所ロビーにて試作品展示会を開催
平成20年度　　　　さんさいし
・暫定ブランド名（燦彩糸）及びコンセプトを設定し、新たなブランドの可能性を探索
平成21年度
・ブランドの確立と海外市場進出に向けての戦略を策定・市場調査を実施
・プロジェクトにより「燦彩糸ストラップ」を開発し、パナソニックオープンで限定販売。その後、都内百
貨店での販売を経て、継続的な販売を開始
平成22年度
・組織体制の構築、マーケティング活動（ＤＶＤ制作）及び製造体制の検討を実施
・金銀糸事業所経営等についてアンケートを実施
平成23年度
・他業種の事業者も参画する協議会組織を立ち上げ、金銀糸産業活性化の推進体制を強化
・プロジェクトにおいて、試作品を海外展示会に出展

従業者数製造品出
荷額

商品販売
額

年度

　－　－ 　－
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（３）　商店街や小売業の振興

【主な事業】

Ｎｏ.87
－

計画 ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ○

①商業活性化
整備事業
(商工観光課）

計画期間中の実績

平成19年度
・城陽市商工業活性化推進審議会により、城陽市商業活性化推進プランについて審議
平成20年度
・城陽市商業活性化推進プラン（寺田シビック地区内のＪＲ城陽駅周辺におけるアクションプラン）の
策定
・城陽市商業活性化推進プランに基づき事業の実施
・城陽市商業活性化推進プランに基づく取り組みの実施について、城陽市商工業活性化推進審議会
に報告
平成21年度～平成23年度
・城陽市商業活性化推進プランに基づき事業の実施
・城陽市商業活性化推進プランに基づく取り組みの実施について、城陽市商工業活性化推進審議会
に報告
・城陽市商業活性化推進プランに基づく取り組みの今後の展開について、城陽市商工業活性化推進
審議会で審議

●商業活性化推進プランの地区別アクションプラン作成

H21 H22 H23

市内の商業拠点において、地域商業者と
協力して商業活性化を図るため、市街地開
発事業や商業高度化のための事業等の商
業施設整備を進める。

　－
年度

商品販売
額

⇒ H20

　身近な地域に密着した商店街や小売業の果たす役割は、高齢社会においてますます重要となってくるため、地域に
愛される商店街づくりに向けた取り組みを支援します。
　寺田駅前は、協議会活動が進められており、商業・サービス業の集積を図り、賑わいのある商業地の形成を検討し
ます。
　商店街の空き店舗を活用した振興策と支援制度を検討します。
　また、消費者ニーズに応えるための経営改善を促進するため、商工会議所などの関係機関と連携し、経営改善の
取り組みを支援します。

　－
関連する
まちづくり
指標

H19 ⇒

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標
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－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（４）　新規ビジネス等への支援

【主な事業】

Ｎｏ.86 Ｎｏ.87 Ｎｏ.88
－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　－

　今後、団塊の世代の大量退職が見込まれ、地域がその受け皿となるなか、地域内の雇用創出や経済活性化を図る
ため、健康、医療、住宅、観光など地域密着型の生活支援産業の創出に努めます。また、こうした内発的発展をめざ
したコミュニティビジネスやＮＰＯによるサービスの提供などを支援するため、各種情報の収集・提供に努めます。

①中小企業振
興対策事業（新
規ビジネス）
（商工観光課）

計画期間中の実績

平成19年度
・京都府の新規開業者向け融資制度利用者に対して、保証料の2分の1を補助（補助件数:1件）
・働く女性の家において、起業家入門セミナーを実施（実施回数:1回、参加者数:158人）
平成20年度
・働く女性の家において、起業家入門セミナーを実施（実施回数:1回、参加者数:16人）
平成21年度
・京都府の新規開業者向け融資制度利用者に対して、保証料の2分の1を補助（補助件数:2件）
・働く女性の家において、起業家入門セミナーを実施（実施回数:1回、参加者数:27人）
・商店街空き店舗を活用するため「コミュニティショップ彩」及び「レンタルスペース彩」を設置
平成22年度
・京都府の新規開業者向け融資制度利用者に対して、保証料の2分の1を補助（補助件数:1件）
・働く女性の家において、ぱれっとJOYOと共催により、起業準備講座を実施（実施回数:1回、参加者
数:101人）
平成23年度
・京都府の新規開業者向け融資制度利用者に対して、保証料の2分の1を補助
・働く女性の家において、ぱれっとJOYOと共催により、起業準備講座を実施

②商店街活動
補助金支給事
業
(商工観光課）

計画期間中の実績

平成19年度
・城陽市元気のある商店街づくり支援事業補助金要綱を改正し、イベント・販売促進事業への補助率
を拡充（補助率を3分の1から2分の1へ拡充）
・城陽市元気のある商店街づくり支援事業により、商店街が行うイベント・販売促進事業に対し補助
を行い、また、商店街街灯電気料金等に対する補助を実施（補助実績:13件）
平成20年度
・城陽市元気のある商店街づくり支援事業により、商店街が行うイベント・販売促進事業に対し補助
を行い、また、商店街街灯電気料金等に対する補助を実施（補助実績:14件）
平成21年度
・城陽市元気のある商店街づくり支援事業により、商店街が行うイベント・販売促進事業に対し補助
を行い、また、商店街街灯電気料金等に対する補助を実施（補助実績:9件）
平成22年度
・城陽市元気のある商店街づくり支援事業により、商店街が行うイベント・販売促進事業に対し補助
を行い、また、商店街街灯電気料金等に対する補助を実施（補助実績:9件）
平成23年度
・城陽市元気のある商店街づくり支援事業により、商店街が行うイベント・販売促進事業に対し補助
を行い、また、商店街街灯電気料金等に対する補助を実施

事業名（所管課） 計画期間中の目標

関連する
まちづくり
指標

　－

事業の概要

⇒H20 H21 H22

H23
従業者数

⇒ 関連する
まちづくり
指標

製造品出
荷額

●城陽市元気のある商店街づくり支援事業補助金制度
の充実と活用促進
●城陽市商店街街灯電気料金補助金制度の充実

年度 ⇒ H19 H23
　－

商店街等（小売市場を含む）の行う環境整
備、研修調査、イベント・販売即新事業に
かかる経費に補助金を交付することによ
り、商店街の活性化を推進する。

●新規ビジネス向け融資制度、補助金制度の検討
●働く女性の家事業における起業家セミナーの充実
●商店街空き店舗活用制度の検討

年度 ⇒ H19 H20

新規ビジネス展開を促進するため、支援施
策を実施する。

H21 H22
商品販売
額
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（５）　企業用地の確保

【主な事業】

Ｎｏ.86
－

計画 ○ ○ ○ ○ ◎ ○ ○

Ｎｏ.86
－

計画 ○ ○ ◎ ○ ◎ ◎ ○

①企業立地促
進事業
（商工観光課）

計画期間中の実績

平成19年度～平成21年度
・企業立地促進条例及び同施行規則に基いた業務の実施体制を維持
平成22年度
・企業立地促進条例及び同施行規則に基いた業務の実施体制を維持
・企業立地促進条例及び同施行規則の時限措置を1年間延長
平成23年度
・企業立地促進条例及び同施行規則に基いた業務の実施体制を維持
・京都府、近隣団体の制度とのバランスを取りながら独自性を発揮できる助成金制度の見直しに向
け検討

●助成金制度の充実
●既存準工業地区等の基盤整備の推進

製造品出
荷額

計画期間中の目標

　住工混在の解消や新たな企業誘致および市内企業の流出防止を図るため、市北西部、東部丘陵地および市南西
部において企業誘致用地の確保に努めるとともに、企業誘致を促進します。
　また、職住近接のまちづくりを展開し、就業機会の創出を図るため、企業誘致促進に向けて、立地にかかる助成制
度を充実するとともに、積極的な情報提供に努めます。

事業名（所管課） 事業の概要

⇒

H22

　－
年度

H21

関連する
まちづくり
指標

平成19年度
・特定保留フレームの設定（市街化区域への編入予定区域の設定）
・地権者合意形成の取り組み
・企業立地促進のための企業への情報発信
平成20年度
・事業計画（案）の地権者説明会の開催及び各地権者への説明
・企業立地促進のための企業アンケート調査の実施（1,255社）
・地権者合意形成の取り組み
・企業立地促進のための企業への情報発信、宣伝
平成21年度
・市街化区域編入のための公聴会開催（京都府）
・地権者合意形成の取り組み
・企業立地促進のための企業への情報発信、宣伝、訪問
平成22年度
・市街化区域編入のための公聴会意見への見解公表（京都府）
・地権者合意形成の取り組み
・企業立地促進のための企業への情報発信、宣伝、訪問
平成23年度
・地権者合意形成の取り組み
・企業立地促進のための企業への情報発信、宣伝、訪問
・市街化区域編入・土地区画整理事業区域の都市計画決定
・事業計画決定

　－
H23

計画期間中の実績

企業の立地促進によって、地域経済の活
性化及び雇用の創出を図るため助成金交
付等を行う。

年度 ⇒ H19 H20

⇒ H19 H20

②工業・流通
ゾーン土地区
画整理事業
（新市街地整備
課）

H21 H22 H23
　－

●平成２０年度事業計画策定、都市計画決定、市街化
編入、換地設計着手。平成２１年度事業認可、詳細設計
委託。平成２２年度仮換地指定、造成工事着手

⇒ 関連する
まちづくり
指標

製造品出
荷額

　－

久世荒内、寺田塚本地区において、その優
れた立地条件を生かし、計画的な土地利
用を前提とした工業流通の新しい拠点とな
る土地形成を図る地区として、土地区画整
理事業を実施する。
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（６）　雇用の促進・安定と勤労者福祉の向上

【主な事業】

－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

　雇用の場を確保・創出するため、近隣市町や関係機関と連携し、京都府山城中部（東地区）地域雇用機会増大計画
の実現に向けた取り組みを進めるとともに、就労機会の充実を図るため、公共職業安定所など関係機関と連携を強
化し、職業訓練や就職などについて、積極的な情報提供に努めます。さらに、勤労者福祉の向上を図るため、退職金
共済制度に対する支援や住宅融資制度などの充実に努めます。

①特定退職金
共済掛金補助
事業
（商工観光課）

計画期間中の実績

平成19年度
・特定退職金共済制度掛金の10分の１相当額を5年を限度とした補助を行うことで、利用を促進（利
用件数:58件)
平成20年度
・特定退職金共済制度掛金の10分の１相当額を5年を限度とした補助を行うことで、利用を促進（利
用件数:58件)
平成21年度
・特定退職金共済制度掛金の10分の１相当額を5年を限度とした補助を行うことで、利用を促進（利
用件数:58件)
平成22年度
・特定退職金共済制度掛金の10分の１相当額を5年を限度とした補助を行うことで、利用を促進（利
用件数:52件)
平成23年度
・特定退職金共済制度掛金の10分の１相当額を5年を限度とした補助を行うことで、利用を促進

年度 ⇒ H19
　－

市内の中小企業に働く従業員の退職後の
生活保障および福祉の増進並びに中小企
業における雇用の安定を図る。

　－
H20 H23H21 H22 関連する

まちづくり
指標

　－

●城陽地区事業所特定退職金共済制度の利用促進

⇒
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第３節　観光の振興を図る

■施策体系図

第３節　観光の振興を図る 【主な事業】

■まちづくり指標

単位

人 635,421 1,023,917 837,000

直近実績値
（H22）

①観光協会支援事業

年間観光入込み客数観光入込み客数

指標
№

89

5年後目標
（H23）

説明
基準値
（H17）

②山背古道推進事業

まちづくり指標名

①観光資源整備・ＰＲ事業（１）　観光資源の整備

（２）　受入環境の整備 ①受け入れ環境の整備

（３）　観光行事の拡充
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■主な施策の展開

（１）　観光資源の整備

【主な事業】

Ｎｏ.89
－

計画 ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○

　－
関連する
まちづくり
指標

H21 H23H20

[観光振興計画の策定]
平成19年度
・観光振興計画検討委員会を設置
・城陽市観光振興計画の検討
平成20年度
・城陽市観光振興計画の検討
平成21年度
・城陽市観光振興計画パブリックコメントを実施
・城陽市観光振興計画を策定
・梅の郷青谷整備計画策定業務委託契約を締結
平成22年度
・梅の郷青谷整備計画の検討
平成23年度
・梅の郷青谷整備計画を策定

[広域連携]
平成19年度～平成23年度
・山城広域振興局が主催する、やましろ観光ネットワーク会議に参加
・歴史街道推進協議会による飛鳥‐奈良‐京都地域連携会議等に参加

[観光PR]
平成19年度～平成23年度
・城陽市観光協会公式HP及び山背ネット公式HPで本市観光のPRを実施
・雑誌等の無料広告に掲載
・城陽市観光協会及び山背古道推進協議会で観光パンフレットを作成
・歴史街道推進協議会、社団法人京都府観光連盟に参画し、広域的に情報を発信

事業名（所管課）

　「古墳のまち」、「スポーツのまち」、「梅のまち」など地域外に広くアピールできる個性ある城陽市の確立をめざしま
す。また、周辺市町との広域的な連携による観光施策を進めつつ、地域としての魅力を高めるため、埋もれた資源を
発掘するとともに、青谷梅林、花の小径（花しょうぶなど）、観光いも掘り農園などの既存観光資源の保全や新しい観
光開発に向けた検討を行います。

事業の概要 計画期間中の目標

観光振興計画を策定（観光資源・地域資源
を活用した振興計画作り）し、広域観光ＰＲ
などの観光事業を展開する。

●観光振興計画に基づく受け皿・観光資源・地域資源
の整備と活用及び観光事業の展開、関係団体との広域
連携、本市観光ＰＲを実施

　－
H19

観光入込
み客数

年度 ⇒

①観光資源整
備・ＰＲ事業
（商工観光課）

計画期間中の実績

H22 ⇒
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（２）　受入環境の整備

【主な事業】

Ｎｏ.89
－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

観光入込
み客数

観光資源の整備や管理を行い、受入に伴
うハード、ソフト面の体制整備により、入込
み客増加を目指す。

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

H19 H20 ⇒ 関連する
まちづくり
指標

H22

　各種観光資源を有機的に結ぶため、案内標識の再確認、宿泊施設、駐車場などの受入環境の整備を進めます。ま
た、観光客へのサービス向上を図るため、城陽市観光協会の観光ボランティア事業などを支援します。

●鴻ノ巣山散策道の管理や鴨谷の滝への誘導整備、イ
ベント支援、観光協会施設の充実、観光協会案内ボラ
ンティア支援など観光振興計画に基づき実施

①受け入れ環
境の整備
（商工観光課）

計画期間中の実績

平成19年度～平成20年度
・鴻ノ巣山散策道管理委託事業等により鴻ノ巣山散策道を管理
・観光協会主催「鴨谷ウォーク」に合わせ、観光協会と協力し、鴨谷の滝の整備を実施
・各種イベントについて市から人的支援を実施
平成21年度～平成23年度
・鴻ノ巣山散策道管理委託事業等により鴻ノ巣山散策道を管理
・観光協会主催「鴨谷ウォーク」に合わせ、観光協会と協力し、鴨谷の滝の整備を実施
・各種イベントについて市から人的支援を実施
・青谷梅林の復興と景観の維持のため、梅の郷青谷づくり事業を実施

H21年度 H23
　－ 　－

⇒
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（３）　観光行事の拡充

【主な事業】

Ｎｏ.89
－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

Ｎｏ.89
－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

年度 ⇒ H19 H20

関連する
まちづくり
指標

観光入込
み客数

２市１町（城陽市・木津川市・井手町）の広
域連携により山背古道散策道の普及を図
り、人の交流による地域の活性化を目指
す。また、民間主導型への移行を目指す。

●山背古道だより、山背古道とことんウォーキング、ＨＰ
発信・管理、探検隊と事業の協働実施

H21 H22
　－

⇒

H22
　－ 　－

関連する
まちづくり
指標

観光入込
み客数

H23 ⇒

①観光協会支
援事業
（商工観光課）

計画期間中の実績

平成19年度～平成21年度
・観光協会主催事業への支援を実施（補助金交付及び人的支援）
・梅まつり事業の実行委員会事務局事務を、城陽市観光協会へ移管するための整理
平成22年度
・観光協会主催事業への支援を実施（補助金交付及び人的支援）
・梅まつり事業の実行委員会事務局事務を、城陽市観光協会へ移管するための整理
・観光協会事務所の移転を検討
平成23年度
・観光協会主催事業への支援を実施（補助金交付及び人的支援）
・梅まつり事業の実行委員会事務局事務を、城陽市観光協会へ移管するための整理
・JR城陽駅前に観光協会事務所兼総合観光案内所「五里五里の里」を開設

観光協会の自立に向けて支援する。市民
余暇活動の充実並びに産業の活性化を目
指す。

●観光協会への補助金交付や各種イベントの事業支援

　市民や来訪者が余暇を楽しめるよう、城陽市観光協会における催し物の情報提供や観光行事の充実を支援しま
す。
　また、より広域的な観光事業の展開に向けて、近隣市町との連携により山背古道のルート拡大など広域的な観光施
策を展開していきます。

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

②山背古道推
進事業
（商工観光課）

計画期間中の実績

平成19年度～平成21年度
・山背古道とことんウォーキングの実施
・山背ネット公式ＨＰの発信
・山背古道だよりの発行
平成22年度
・山背古道～春のは～ふウォーク～実施
・古道沿線（城陽市・井手町・木津川市）にサインを36カ所設置
・山背古道とことんウォーキングの実施
・山背ネット公式ＨＰの発信
・山背古道だよりの発行
平成23年度
・山背古道～春のは～ふウォーク～実施
・山背古道とことんウォーキングの実施
・山背ネット公式ＨＰの発信
・山背古道だよりの発行

H23
　－

年度 ⇒ H19 H20

H21
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第４節　消費者保護を推進する

■施策体系図

第４節　消費者保護を推進する 【主な事業】

■まちづくり指標

単位

件 773 364 750

■主な施策の展開

（１）　啓発活動の充実

【主な事業】

－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

H23H21

●グループ別研究活動の充実

⇒

①消費生活モニター業務（１）　啓発活動の充実

　消費者行政への市民参加を推進するため、消費生活モニター制度を継続し、消費生活に関する知識や関心のある
市民の輪を広げます。
　また、複雑・多様化する社会経済環境のなかで消費者が商品やサービスについて正しい知識を持つため、各種の
講座の開催や情報提供を行います。

　－
H19

指標
№

説明

90 年間消費相談件数

　－
H20

5年後目標
（H23）

まちづくり指標名

①消費生活モ
ニター業務
（商工観光課）

計画期間中の実績

平成19年度～平成21年度
・消費生活モニターに対し、研修会等を実施（実施回数:4回)
平成22年度
・消費生活モニターを休止
・消費生活連続講座を実施（実施回数:4回）
平成23年度
・消費生活連続講座を実施

消費相談件数

事業名（所管課） 計画期間中の目標

市民からの消費生活に関する意見を行政
に反映するため、消費生活モニターを設置
し、市民の消費生活の向上を資する。

①消費生活相談業務（２）　消費生活相談の充実

直近実績値
（H22）

年度 ⇒
　－

関連する
まちづくり
指標

事業の概要

基準値
（H17）

H22
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（２）　消費生活相談の充実

【主な事業】

Ｎｏ.90
－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

計画期間中の目標

●相談体制の強化
●ＨＰの充実

事業の概要

H23年度 ⇒

①消費生活相
談業務
（商工観光課）

平成19年度～平成20年度
・相談員を2人配置しての毎日対応
・ＨＰおよび広報じょうよう毎月21日号にコラム「くらしの110番」を掲載し、毎月更新
平成21年度
・相談員を2人配置しての毎日対応
・ＨＰおよび広報じょうよう毎月21日号にコラム「くらしの110番」を掲載し、毎月更新
・名称を城陽市消費生活相談窓口から城陽市消費生活センターに改称
・城陽市消費生活センター直通電話を設置
平成22年度～平成23年度
・相談員を2人配置しての毎日対応
・ＨＰおよび広報じょうよう毎月21日号にコラム「くらしの110番」を掲載し、毎月更新

H21
消費相談
件数

　－ 　－

計画期間中の実績

消費者と事業者間の取引に生じた苦情処
理、あっせん等適切かつ迅速に対処するた
め、消費生活に関する相談業務の充実を
図る。

関連する
まちづくり
指標

⇒ H19 H22

　市民が安全で安心して暮らせるよう、相談体制の充実に努めます。また、相談内容に迅速に対応するため、国や京
都府などとの情報ネットワークによる情報交換を行うなど、連携を強化します。

事業名（所管課）

H20
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■施策体系図

第６章　環境にやさしいまちづくり

第６章　環境にやさしいまちづくり

第３節　地下水を保全する

第１節　環境を守り育てる

第２節　持続可能な資源循環型社会の構築を推進する
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第１節　環境を守り育てる

■施策体系図

第１節　環境を守り育てる 【主な事業】

■まちづくり指標

単位

％
96.0
(H15)

98
(H20)

98

千ｔ－ＣＯ２ 149 139 136

％
14.0
(H15)

22.0
(H19)

32

①公害調査監視事業（３）　生活環境の保全

①環境基本計画等推進業務（１）　地球環境の保全

（２）　協働による環境保全 ①環境パートナーシップ市民会議業務

②ISO維持業務

②測定機器整備業務

環境アンケート結果
地球環境に対して関心のある
市民の割合

川の水のきれいさに満足して
いる市民の割合

市民意識調査結果

市全体のＣＯ２排出量

指標
№

93

92

91

説明
直近実績値
（H22）

基準値
（H17）

市全体のＣＯ２排出量(市内の
電気供給量より算出）

5年後目標
（H23）

まちづくり指標名
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■主な施策の展開

（１）　地球環境の保全

【主な事業】

Ｎｏ.91 Ｎｏ.92
－ －

計画 ○ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○

－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

事業の概要事業名（所管課）

⇒

●城陽市ＥＭＳの運用継続（ＩＳＯ認証の維持及び更新）
による目標達成
●ＩＳＯ認証助成制度のこれまでの運用状況を評価し制
度の再構築を実施

H21 H22H19

関連する
まちづくり
指標

ＩＳＯの認証維持により、市の事務事業活動
に伴う環境負荷低減に取り組む。環境に配
慮した企業活動を推進するため、ＩＳＯを取
得した中小企業に助成金を交付する。

H21
　－

計画期間中の実績

平成19年度
・第2期城陽市エコプランの策定
平成20年度
・第2期城陽市エコプランの推進及び進捗の把握
・城陽市地球温暖化対策地域推進計画のパブリックコメントを実施及び環境審議会で審議
平成21年度
・第2期城陽市エコプランの推進及び進捗の把握
・城陽市地球温暖化対策地域推進計画の策定
・城陽市地球温暖化対策地域推進計画の推進及び進捗の把握
平成22年度～平成23年度
・第2期城陽市エコプランの推進及び進捗の把握
・城陽市地球温暖化対策地域推進計画の推進及び進捗の把握

年度 ⇒ H19 H20

年度 ⇒H20

　地球環境や身近な自然を保全するため、城陽市環境基本計画の実現に向けた取り組みを推進します。また、市の
事務事業による環境負荷の低減を図るため、環境マネジメントシステムによる事業活動を展開するとともに、省エネの
推進や公用車の低公害車の導入など温室効果ガスの削減計画「城陽市エコプラン」の実現に向けた取り組みを推進
します。

市施設だけでなく、市全域における地球温
暖化防止活動を推進する。

●第２期エコプランの策定、実行
●地球温暖化対策地域推進計画の策定、実行

①環境基本計
画等推進業務
（環境課）

計画期間中の目標

H23
地球環境
に対して
関心のあ
る市民の
割合

市全体の
ＣＯ１排出
量

②ISO維持業務
（環境課）

計画期間中の実績

平成19年度～平成21年度
・城陽市ＥＭＳの運用の継続（ＩＳＯ認証の維持及び更新）
・ＩＳＯ認証取得事業所に対する助成制度の継続
平成22年度
・城陽市ＥＭＳの運用の継続（ＩＳＯ認証の維持）
・ＩＳＯ認証取得事業所に対する助成制度の継続
・次期城陽市ＥＭＳにかかる検討および近隣市町等の現状把握調査を実施
平成23年度
・城陽市ＥＭＳの運用の継続（ＩＳＯ認証の維持）
・ＩＳＯ認証取得事業所に対する助成制度の継続
・次期城陽市ＥＭＳの構築

　－
⇒ 関連する

まちづくり
指標

　－
H22 H23

160



（２）　協働による環境保全

【主な事業】

－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　市全体での環境保全活動を推進するため、環境パートナーシップ会議の活動を支援します。また、身近な環境保全
の取り組みを促進するため、家庭で実践できる環境負荷低減の情報を市民に提供するなど、環境保全に対する意識
の啓発に努めます。

事業名（所管課）

H20

●行動計画の企画、実行による環境基本計画の推進
●環境パートナーシップ会議の自立に向けた支援策の
検討

事業の概要

関連する
まちづくり
指標

　－
H22年度 H23 ⇒

①環境パート
ナーシップ市民
会議業務
（環境課）

計画期間中の実績

平成19年度～平成21年度
・城陽環境パートナーシップ会議を運営、継続
平成22年度～平成23年度
・城陽環境パートナーシップ会議を運営、継続
・環境パートナーシップ会議の自立に向けて、活動内容の充実を目的とした城陽環境パートナーシッ
プ会議への活動充実支援（活動支援費補助）の実施

　－ 　－
⇒ H19 H21

市民・市民団体・事業者・市が協働しパート
ナーシップのもと環境基本計画の推進を図
り、より良い環境づくりに取り組む。

計画期間中の目標
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（３）　生活環境の保全

【主な事業】

Ｎｏ.93
－ －

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

計画期間中の実績

平成19年度～平成23年度
・公害調査監視（大気、公共用水域、地下水、騒音・振動、事業場排水、事業場排ガス測定）の実施
・公害調査監視結果について環境報告書により報告（ホームページ等にも掲載）

年度 H20

関連する
まちづくり
指標

市内における大気、水質等の現状把握に
努めるとともに、関係機関との連携による
監視の強化に努める。

●市内における大気、公共用水域、地下水、騒音・振
動、事業場排水測定による環境影響の実態把握を継続

　－

①公害調査監
視事業
（環境課）

⇒ H19

事業の概要 計画期間中の目標

公害調査監視に使用する測定機器を年次
計画により整備、充実を図る。

●年次計画による測定機器の整備実施

H21 H23H22 ⇒

年度 ⇒ H19 H20 H23

②測定機器整
備業務
（環境課）

計画期間中の実績

平成19年度
・測定機器（騒音計、振動計等）の年次計画に基づき整備
平成20年度～平成22年度
・測定機器（騒音計、振動計等）の年次計画に基づき整備
・機器を更新（騒音計）
平成23年度
・測定機器（騒音計、振動計等）の年次計画に基づき整備
・機器を更新（振動計）

H21 H22
　－

⇒
　－

関連する
まちづくり
指標

　－

川の水の
きれいさ
に満足し
ている市
民の割合

　環境汚染などの実態を把握するため、騒音、振動や大気汚染および主要河川の水質などの測定を継続するととも
に、関係機関と連携を図り監視の強化に努めます。
　また、野焼きや騒音などの近隣公害などに対応するため、苦情処理体制の充実や監視に向けたパトロールを強化
するとともに、市街化区域内の空地の除草指導に努めます。さらに、新名神高速道路の建設に際しては、環境に対す
る影響に配慮するため、大気に係る監視システムの設置などを求めていきます。

事業名（所管課）
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第２節　持続可能な資源循環型社会の構築を推進する

■施策体系図

第２節　持続可能な資源循環型社会の構築を推進する 【主な事業】

■まちづくり指標

単位

ｇ 654 615 648

％ 96.0 93.5 96

■５年後目標から直近実績値が乖離している項目の理由

95 ごみの資源化率 不適物が混入している資源化ごみが多かったことが要因である。

指標
№

まちづくり指標名 理由

②収集車両管理等業務

②犬ふん監視指導等事業

95

①ごみ減量推進事業（１）　ごみの発生抑制・減量化の推進

（２）　再利用・再資源化の推進

指標
№

説明
基準値
（H17）

（３）　環境美化の推進 ①不法投棄対策事業

①ごみ収集運搬委託業務

①資源化推進事業

（４）　その他

94 ごみ処理量／人口
市民一人が１日に出すごみの
量

資源化したごみの量／資源化
ごみの収集量

ごみの資源化率

5年後目標
（H23）

まちづくり指標名
直近実績値
（H22）
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■主な施策の展開

（１）　ごみの発生抑制・減量化の推進

【主な事業】

Ｎｏ.94
－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　市民と行政が一体となって３Ｒを実現していくため、簡易包装に向けた取り組みや買い物袋の持参など、ごみの発
生抑制に向けた啓発に努めます。また、紙類や生ごみの減量化を推進するため、集団回収補助金や生ごみ処理機
等購入費補助金の継続と周知徹底に努めます。
ごみ処理については、委託の拡充など効率的な収集体制の整備に努めるとともに、ごみの収集量の推移を見極めな
がら、ごみの有料化について城南衛生管理組合構成市町と連携して検討します。

①ごみ減量推
進事業
（衛生センター）

⇒
　－　－

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

ごみ減量に向け、分別の徹底・３Ｒの推進・
古紙等集団回収団体の拡大及び回収量の
増大・生ごみ処理機等の購入促進の啓発
を継続して取り組む。

関連する
まちづくり
指標

市民一人
が１日に
出すごみ
の量

計画期間中の実績

平成19年度～平成20年度
・分別の徹底、３Ｒを推進及び古紙等集団回収団体の拡大について、広報およびホームページによ
り周知・啓発
平成21年度
・廃棄物減量等推進審議会の再構築（条例改正、委員選出）
・分別の徹底、３Ｒを推進及び古紙等集団回収団体の拡大について、広報およびホームページによ
り周知・啓発
平成22年度
・ごみ減量対策について、廃棄物減量等推進審議会へ諮問及び答申
・分別の徹底、３Ｒを推進及び古紙等集団回収団体の拡大について、広報およびホームページによ
り周知・啓発
平成23年度
・廃棄物減量等推進審議会の答申を踏まえたごみ減量化策の検討
・分別の徹底、３Ｒを推進及び古紙等集団回収団体の拡大について、広報およびホームページによ
り周知・啓発

H19 H20

●分別の徹底・３Ｒの推進
●古紙等集団回収団体の拡大及び回収量の増大・生ご
み処理機等の購入促進の啓発を継続
●有料化の検討

年度 ⇒H23H21 H22
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（２）　再利用・再資源化の推進

【主な事業】

Ｎｏ.95
－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

平成19年度
・家庭系廃食用油の回収を開始(公共施設21カ所：月1回）
・再資源化について、広報及びホームページにより周知・啓発
平成20年度
・家庭系廃食用油の回収を実施
・再資源化について、広報及びホームページにより周知・啓発
平成21年度
・市内スーパーへの廃食用油回収ＢＯＸの常設を開始（常設場所数合計:1カ所）
・家庭系廃食用油の回収を実施
・再資源化について、広報及びホームページにより周知・啓発
平成22年度
・市内スーパーへの廃食用油回収ＢＯＸの常設場所を増設（常設場所数合計:2カ所）
・ペットボトル及び紙パックの収集回数を月1回から2回に拡大
・家庭系廃食用油の回収を実施(公共施設21カ所・自治会5カ所：月1回）
・再資源化について、広報及びホームページにより周知・啓発
平成23年度
・家庭系廃食用油の回収を実施
・再資源化について、広報及びホームページにより周知・啓発

事業の概要

　ごみ処理や環境保全に対する市民のモラル向上を進め、循環型社会の構築を図るため、資源ごみの分別の徹底と
排出抑制の啓発に努めます。また、家電リサイクルの対象となる廃家電品などについては、適正な処分方法の一層
の周知を図り、再資源化を促進します。さらに、再製品化にかかる適正な負担について、制度の改善を国などに要請
します。

関連する
まちづくり
指標

ごみの資
源化率

　－

計画期間中の目標

●事業の啓発及びＰＲを推進

　－

事業名（所管課）

現在の９種分別の徹底を図り、再資源化対
策事業の推進を図る。

年度 ⇒ H22H19 H20 H21

①資源化推進
事業
（衛生センター）

計画期間中の実績

H23 ⇒
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（３）　環境美化の推進

【主な事業】

－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

H22
　－

⇒ 関連する
まちづくり
指標

　－
H23

　－

定期的な巡回パトロールを実施し、不法投
棄の監視活動の展開を実施する。

●不法投棄の根絶に向け、関係課や関係機関との連携
を強化

年度 ⇒ H19 H20 H21

事業の概要

①不法投棄対
策事業
（衛生センター）

計画期間中の実績

平成19年度
・京都府、警察、市町村が参加する山城地域機動班による廃棄物不法投棄パトロールに参加
・不法投棄の根絶に向け、廃棄物不法投棄パトロール及び不法投棄物の随時回収を実施（回収件
数：154件）
平成20年度
・京都府、警察、市町村が参加する山城地域機動班による廃棄物不法投棄パトロールに参加
・不法投棄の根絶に向け、廃棄物不法投棄パトロール及び不法投棄物の随時回収を実施（回収件
数：118件）
平成21年度
・京都府、警察、市町村が参加する山城地域機動班による廃棄物不法投棄パトロールに参加
・不法投棄の根絶に向け、廃棄物不法投棄パトロール及び不法投棄物の随時回収を実施（回収件
数：167件）
平成22年度
・京都府、警察、市町村が参加する山城地域機動班による廃棄物不法投棄パトロールに参加
・不法投棄の根絶に向け、廃棄物不法投棄パトロール及び不法投棄物の随時回収を実施（回収件
数：81件）
平成23年度
・京都府、警察、市町村が参加する山城地域機動班による廃棄物不法投棄パトロールに参加
・不法投棄の根絶に向け、廃棄物不法投棄パトロール及び不法投棄物の定期回収(週2回)と随時回
収を実施

計画期間中の目標

　ごみのない秩序あるまちをめざして「城陽市飼い犬のふん害防止に関する条例」の適切な運用を図るとともに、廃棄
物の不法投棄の監視、取り締まりを強化します。
　また、市民自らの環境美化への取り組みなど、市民のクリーン運動を推進するとともに、吸殻や空き缶などのポイ捨
ての禁止に向けた規制方法について検討します。

事業名（所管課）
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－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　－
関連する
まちづくり
指標

　－
H19 H20 H21

　－
H23 ⇒H22

②犬ふん監視
指導等事業
（衛生センター）

計画期間中の実績

平成19年度
・犬ふん害防止ボランティア制度開始（2団体活動）
・犬ふん害防止ボランティア団体及びシルバー人材センターにより、監視指導パトロールを実施
平成20年度
・自治会等に犬ふん害防止ボランティア団体の協力を要請
・犬ふん害防止ボランティア団体及びシルバー人材センターにより、監視指導パトロールを実施
平成21年度
・自治会等に犬ふん害防止ボランティア団体の協力を要請(2団体から3団体に増加)
・犬ふん害防止ボランティア団体及びシルバー人材センターにより、監視指導パトロールを実施
・犬ふん害防止ボランティア団体の活動状況を広報に掲載
平成22年度
・犬ふん害防止ボランティア団体及びシルバー人材センターにより、監視指導パトロールを実施
・犬ふん害防止ボランティア団体の活動状況を広報に掲載
平成23年度
・犬ふん害防止ボランティア団体及びシルバー人材センターにより、監視指導パトロールを実施
・犬ふん害防止ボランティア団体の活動状況を広報に掲載
・イエローカード活動等の犬ふん害防止の有効策を検討

シルバー人材センターによる定期的な巡回
パトロールの実施と地域と連携した監視指
導パトロールを継続して取り組む。

●地域との協働・連携による取り組み強化

年度 ⇒
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（４）　その他

【主な事業】

－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○

－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

年度

H21 H22 H23

H21

●平成２３年度の全面委託に向けて車両管理を全面的
に見直し

H23

⇒

⇒

関連する
まちづくり
指標

　－

　－ 　－ 　－

　－ 　－

安心・安全な作業のため、法遵守した点検
や更新を継続して取り組む。

H22 関連する
まちづくり
指標

平成19年度～平成21年度
・完全3分割地域別委託に向け、地域別収集量・地域割り等を調整・検討
平成22年度
・完全3分割地域別委託に向け、中部地域の業者選定及び契約締結作業を実施
平成23年度
・紙パック及びペットボトルを除くごみについて、完全3分割地域委託を開始

年度 ⇒ H19 H20

①ごみ収集運
搬委託業務
（衛生センター）

計画期間中の実績

⇒ H19 H20

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

現在市内を３分割にし、そのうち２地域で実
施しているが、平成２３年度には完全３分
割地域別総合委託を実施する。

●平成２３年度全面委託の実施

②収集車両管
理等業務
（衛生センター）

計画期間中の実績

平成19年度～平成21年度
・車両の日常管理・点検を実施
平成22年度
・車両の日常管理・点検を実施
・平成23年度の完全3分割地域別委託に伴い、業務に見合う収集車台数の整理検討の実施
平成23年度
・収集車両の処分を実施
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第３節　地下水を保全する

■施策体系図

第３節　地下水を保全する 【主な事業】

■まちづくり指標

単位

％ 100 100 100

■主な施策の展開

（１）　地下水の適正採取と合理的利用

【主な事業】

－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

平成19年度～平成23年度
・条例に基づく採取許可業務
・採取量報告による市内地下水採取量の年次把握の継続
・地下水保全対策委員会の適宜開催

②山砂利採取地修復等指導業務（第２章第３節（１）参
照）

●条例に基づく管理業務の遂行による地下水の保全確
保

　－　－ 　－

①地下水保全
業務（条例）
（環境課）

計画期間中の実績

H19 H20 ⇒H23H21 H22年度 ⇒

安心・安全な地下水の保全を図るため「城
陽市地下水採取の適正化に関する条例」
に基づく適正管理を行い、水道水源の保全
を行う。

関連する
まちづくり
指標

①地下水保全業務（調査・監視）

水道取水井の水質にかかる環
境基準適合率

地下水の水質

①地下水保全業務（条例）（１）　地下水の適正採取と合理的利用

（２）　地下水の総合的調査と監視の強化

説明
基準値
（H17）

5年後目標
（H23）

まちづくり指標名
指標
№

96

　市民共有の資源である地下水の保全を図るため、「城陽市地下水採取の適正化に関する条例」に基づき適正採取
と合理的利用に努めます。

事業の概要 計画期間中の目標事業名（所管課）

直近実績値
（H22）
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（２）　地下水の総合的調査と監視の強化

【主な事業】

Ｎｏ.96
－

計画 ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○

事業の概要

　地下水の水脈や水量などにかかる現状を把握するため、官学協働により総合的な調査を実施するとともに、安心で
安全な地下水の保全に向けて、定期的な水質測定の実施や山砂利採取跡地の適正な埋め戻しを行い、あわせてパ
トロールと監視の強化を図ります。
　また、京都府が水質汚濁防止法に基づいて実施される地下水の水質測定への協力や積極的な情報交換など、連
携と監視の強化を推進します。

関連する
まちづくり
指標

H21 H22 H23 ⇒

官学協働による「総合的な地盤及び地下水
保全に関する調査」を実施し、地下水の水
流や水量等に係る現状把握を行う。民間井
戸の水質検査を実施し、関係機関との連
携強化、及び監視強化に取り組む。

H19 H20

計画期間中の目標

①地下水保全
業務（調査・監
視）
（環境課）

計画期間中の実績

平成19年度
・平成18年度からの3カ年事業として、「総合的な地盤及び地下水保全に関する調査」の実施
・市内井戸水水質検査を実施（検査実施箇所数:261カ所）
・奈島・中芦原事業所の水銀調査の実施
・市内14カ所の民間井戸水質検査による監視調査を実施
平成20年度
・総合的な地盤及び地下水保全に関する調査の実施
・井戸水モニタリング調査の実施
・市内14カ所の民間井戸水質検査による監視調査を実施
平成21年度
・調査結果に基づく地下水の有効利用及び保全策を検討し、3次元地下水汚染シミュレーションモデ
ルを作成
・調査報告会を開催し、調査結果を市民へ公表
・井戸水モニタリング調査の実施
・市内14カ所の民間井戸水質検査による監視調査を実施
平成22年度～平成23年度
・井戸水モニタリング調査の実施
・市内14カ所の民間井戸水質検査による監視調査を実施

事業名（所管課）

年度 ⇒

●調査結果に基づく、地下水の有効利用及び保全策の
検討、作成
●市内１４ヵ所の民間井戸水質検査の継続実施

　－ 　－地下水の
水質
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■施策体系図

第７章　市民と進めるまちづくり

第７章　市民と進めるまちづくり

第４節　国際交流を推進する

第１節　市民参加と協働を推進する

第２節　男女共同参画社会の実現を図る

第３節　人権と平和を尊重したまちづくりを推進する
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第１節　市民参加と協働を推進する

■施策体系図

第１節　市民参加と協働を推進する 【主な事業】

■まちづくり指標

単位

団体 17 26 29

％ 81.2 76.2 84

人 399,345 427,015 416,000

％
52.2
(H18)

59.8 61

■５年後目標から直近実績値が乖離している項目の理由

（１）　ＮＰＯ・ボランティア等市民活動の推
進

①市民協働業務

（２）　自治会の活性化の推進 ①地域活動支援業務

（３）　コミュニティ事業の推進 ①コミュニティセンター管理業務

指標
№

まちづくり指標名 説明
基準値
（H17）

（４）　その他 ①明るい選挙推進協議会業務

②議会ホームページ維持管理業務

直近実績値
（H22）

5年後目標
（H23）

97 市内のＮＰＯ法人設立状況 法人数

98 自治会の加入率 自治会加入世帯／全世帯

99 コミュニティセンター利用者数
年間コミュニティセンター利用
者数

100
困ったときに近所に相談できる
人や手助けを求められる人が
いる市民の割合

まちづくり市民アンケート結果

指標
№

まちづくり指標名 理由

98 自治会の加入率
高齢化や役員敬遠のための脱退や、核家族化・単身者世帯の増加による世
帯数の増といった、全国と同様の傾向により加入率が減少し、目標の達成に
至らなかった。
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■主な施策の展開

（１）　ＮＰＯ・ボランティア等市民活動の推進

【主な事業】

Ｎｏ.97
－

計画 ○ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

　市民生活のさまざまな分野でまちづくりへの市民の主体的な活動やＮＰＯ・ボランティア活動が活発に展開されるよ
う、それら活動を支援するとともに、活動の拠点づくりとして市民活動支援センターを設置します。
　また、地域社会における諸活動の活発化、交流の促進などを図るため、活動の中心となるリーダーの育成、発掘に
努めます。

H20 H21 H22 H23
　－市内のＮ

ＰＯ法人
設立状況

　－

計画期間中の実績

年度

平成19年度
・市民活動支援センターの開設（NPO法人による運営）
　（事業内容）
　①各種の情報提供
　②市民協働講座、交流会の開催
　③支援センターだよりの発行
　④市民活動情報サイトの運用
　⑤人材の育成
　⑥活動の支援
平成20年度
・市民協働指針の策定
・市民活動支援センターの運営
平成21年度～平成22年度
・市民活動支援センターの運営
平成23年度
・市民活動支援センターの運営体制の移行（NPO法人から市民団体による運営）

⇒ 関連する
まちづくり
指標

①市民協働業
務
（市民活動支援
課）

市民、市民活動団体などのさまざまな主体
が、それぞれの特性を活かしながら、役割
分担のもとに協働してまちづくりを進めるこ
とできるような社会をめざすため、市民活
動団体に情報提供等の支援を行う。

●市民活動支援センターの円滑な運営
●市民協働指針の策定
●人材育成
●活動の支援

⇒ H19
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（２）　自治会の活性化の推進

【主な事業】

Ｎｏ.98 Ｎｏ.100
－ －

計画 ○ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○

●自治会アンケート調査の実施
●自治会活性化方策の策定
●自治会未結成地区への啓発

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

　コミュニティ活動が活性化されるよう自治会組織の育成を図るとともに、自治会活動の活性化方策として、ＮＰＯ・ボ
ランティア活動を含めた支援方策を検討します。また、若い世代が自治会活動へ参加するきっかけとなるよう、親子が
気軽に参加できる花いっぱい運動やクリーン活動など、地域の特性を活かした新たなまちづくり活動を支援します。
　さらに、地域における市民の身近な活動の場として、各自治会が所有し、または自主的な管理・運営を行う集会所な
どの整備を支援します。

H23 ⇒年度 ⇒
困ったとき
に近所に
相談でき
る人や手
助けを求
められる
人がいる
市民の割
合

計画期間中の実績

H20 H21 H22

平成19年度
・自治会アンケート調査の実施
・自治会集会所等建設等補助金の対象拡大（累積限度額変更　200万円→250万円、集会所改築・
修繕等の対象事業費変更　20万円→10万円、その他）
平成21年度
・自治会集会所等建設等補助金の対象拡大（補助対象に集会所建物付随施設、厨房設備、その他
を追加）
・自治会ニュースの発行、自治会長研修会の実施
平成22年度
・自治会集会所等建設等補助金の対象拡大（申請期限の延長、補助対象に掲示板改修を追加）
・自治会ニュースの発行、自治会長研修会の実施
平成23年度
・自治会ニュースの発行、自治会長研修会の実施

H19

①地域活動支
援業務
（市民活動支援
課）

地域活動の中核である、自治会の自主性
と自発性を尊重しつつ、自治会活動の一層
の活性化をめざし、支援方法の検討と一層
の自治会への支援を行う。

関連する
まちづくり
指標

自治会の
加入率
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（３）　コミュニティ事業の推進

【主な事業】

Ｎｏ.99
－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

　コミュニティセンターを核に主体的・自立的な地域社会を形成するために、地域が主体となった運営により、地域
ニーズに応じた地域住民の交流と連帯感の醸成をめざす事業を支援します。また、コミュニティセンターが、ふれあ
い・交流の拠点として定着するため、快適に安心して利用できるように施設の維持管理を行います。
　さらに、今後退職を迎える団塊の世代が地域のコミュニティ事業に積極的に参加できる仕組みづくりに努めます。

①コミュニティセ
ンター管理業務
（生涯学習推進
課）

コミュニティセンターの運営を地域住民で組
織する運営委員会に委託し、文化・スポー
ツ活動等地域住民の要望に応じた各種事
業を実施する。また、コミュニティセンターの
施設の維持管理を行う。

●地域住民の積極的なコュニティ活動への参加を推進
し、団塊の世代のコミュニティ事業の参加を図り、新しい
視点での事業を実施
●各施設の改修、修繕を実施

年度 ⇒ H19 H20
　－

計画期間中の実績

[事業の実施]
平成19年度
・事業内容や運営についてのアンケートの実施
・コミュニティセンター利用者数　407,846人
平成20年度
・グラウンドゴルフ大会等、団塊の世代対象事業の実施
・アンケート検討結果（館外事業の内容や行き先等）をふまえた事業実施
・コミュニティセンター利用者数　411,642人
平成21年度
・グラウンドゴルフ大会等、団塊の世代対象事業の実施
・アンケート検討結果（館外事業の内容や行き先等）をふまえた事業実施
・コミュニティセンター利用者数　424,675人
平成22年度
・グラウンドゴルフ大会等、団塊の世代対象事業の実施
・アンケート検討結果（館外事業の内容や行き先等）をふまえた事業実施
・コミュニティセンター利用者数　427,015人
平成23年度
・グラウンドゴルフ大会等、団塊の世代対象事業の実施
・アンケート検討結果（館外事業の内容や行き先等）をふまえた事業実施

[施設の修繕]
平成19年度～平成23年度
・各コミュニティセンターの修繕（空調機器、トイレ、他各種修繕）

H21 H22 H23 ⇒
関連する
まちづくり
指標

コミュニ
ティセン
ター利用
者数

　－
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（４）　その他

【主な事業】

－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

計画 △ ○ ○

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

①明るい選挙
推進協議会業
務
（選挙管理委員
会事務局）

明るい選挙推進協議会との連携による選
挙啓発を推進する。

●街頭啓発の実施
●一般公募による選挙啓発に係る研修会｢白ばら研修
会｣等の実施

年度 ⇒ H19 H20 H21 H22 H23
　－ 　－ 　－

計画期間中の実績

H21 H22

⇒ 関連する
まちづくり
指標

　－ 　－

平成19年度
・京都府議会議員選挙、城陽市議会議員選挙及び参議院議員選挙について街頭啓発を実施
・一般公募による選挙啓発研修会等を実施（宇治市・城陽市・久御山町共同事業）
平成20年度
・一般公募による選挙啓発研修会等を実施（宇治市・城陽市・久御山町共同事業）
平成21年度
・衆議院議員選挙、城陽市長選挙及び城陽市議会議員補欠選挙について街頭啓発を実施
・一般公募による選挙啓発研修会等を実施（宇治市・城陽市・久御山町共同事業）
平成22年度
・京都府知事選挙及び参議院議員選挙について街頭啓発を実施
・一般公募による選挙啓発研修会等を実施（宇治市・城陽市・久御山町共同事業）

②議会ホーム
ページ維持管
理業務
（議会事務局）

検索しやすい会議録検索システムの構築
と、会議録の早期作成体制の確立を行う。

●会議録目次の改善と検索方法への反映

年度 ⇒ H19 H20 H23 ⇒ 関連する
まちづくり
指標

　－

計画期間中の実績

平成19年度
・一般質問通告書発言事項の記載内容充実による会議録目次の改善を実施
平成20年度～平成21年度
・会議録目次の内容による会議録検索方法への反映の検討
平成22年度
・新たな検索項目による会議録検索システムの見直し運用の検討

③城陽自分お
こし事業
（市民活動支援
課）

市民が自分の目標のためにがんばり「自分
おこし」をすることで自分自身が元気にな
り、そのことによって周りの人々を元気にさ
せ、ひいてはまちが元気になり活性化する
ことをめざすもの。

●市民への自分おこし事業の内容・趣旨の浸透・定着

年度 ⇒ H19 H20 H21

計画期間中の実績

平成22年度～平成23年度
・城陽自分おこし宣言の募集
・映像等取材による市民キャンペーンの実施
・城陽自分おこし事業イベントの開催

H22 H23 ⇒
関連する
まちづくり
指標

　－ 　－
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第２節　男女共同参画社会の実現を図る

■施策体系図

第２節　男女共同参画社会の実現を図る 【主な事業】

■まちづくり指標

単位

％
男性25.4
女性11.6
（H15）

男性32.4
女性21.0
（H19）

男性32
女性24

％
46.7
（Ｈ12）

45.8
(H17)

50

団体
14
（Ｈ18）

24 22

■５年後目標から直近実績値が乖離している項目の理由

直近実績値
（H22）

5年後目標
（H23）

指標
№

まちづくり指標名 説明
基準値
（H17）

（１）　男女共同参画の推進 ①男女共同参画推進事業

（２）　男女共同参画の環境整備 ①男女共同参画啓発・相談事業

101
男女が平等であると感じる市
民の割合

男女共同参画社会に関する市
民アンケート結果

102 女性の労働力率
女性労働力人口／女性１５歳
以上人口

103
ぱれっとＪＯＹＯへの参画団体
数

城陽市男女共同参画支援セン
ターの男女共同参画推進団体
として登録している団体数

指標
№

まちづくり指標名 理由

102 女性の労働力率 不景気などの影響で、雇用情勢が悪化したことが大きな要因である。
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■主な施策の展開

（１）　男女共同参画の推進

【主な事業】

Ｎｏ.101 Ｎｏ.102

計画 ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ○

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

H22 H23 ⇒

計画期間中の実績

平成19年度
・ぱれっとJOYO市民会議の隔月ごとの開催
・男女共同参画審議会の設置
平成20年度
・ぱれっとJOYO市民会議の隔月ごとの開催
・男女共同参画推進本部設置規則の制定
・DV相談担当者ネットワーク会議の設置
平成21年度
・ぱれっとJOYO市民会議の隔月ごとの開催
・第3次男女共同参画計画さんさんプラン策定
平成22年度～平成23年度
・ぱれっとJOYO市民会議の隔月ごとの開催
・第3次男女共同参画計画さんさんプランの実行

　家庭・地域・職場などのあらゆる分野において、男女がともに参画できる社会を実現するため、男女共同参画に対す
る市民理解を深めるための啓発活動、審議会などへの女性委員の登用など、「城陽市男女共同参画計画－さんさん
プラン」に基づいた取り組みを推進します。

　－ 　－
⇒ H19 H20 H21

①男女共同参
画推進事業
（市民活動支援
課）

男女共同参画社会づくりを推進する。男女
共同参画計画「さんさんプラン」における基
本目標達成にむけ、関連施策の進捗を管
理し計画を実行する。

●ぱれっとＪＯＹＯ市民会議、審議会、庁内推進本部会
議、DV相談担当者ネットワーク会議を開催し、さんさん
プランを実行
●平成２１年度男女共同参画計画の見直し

年度

関連する
まちづくり
指標

男女が平
等である
と感じる市
民の割合

女性の労
働力率
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（２）　男女共同参画の環境整備

【主な事業】

Ｎｏ.103

計画 ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○

　男女共同参画社会の実現に向けた環境を整えるため、女性の職業能力発揮のための学習機会や情報の提供、ＤＶ
被害者女性に対する支援、妊娠、出産期における健康支援など、相談・支援体制の整備を図り、女性が社会参画し
やすい環境づくりにぱれっとＪＯＹＯを核として取り組みます。

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

①男女共同参
画啓発・相談事
業
（市民活動支援
課）

男女共同参画社会の実現のための啓発活
動を計画的に、継続的に実行し、市民団体
や各施設間のネットワーク化を図り、市民
主体の取り組みとなるよう支援する。また、
ＤＶをはじめ女性の悩み・困りごとを一般・
専門・法律相談で対応し、問題解決・女性
の自立を促進する。

●男女共同参画講座、啓発講演会の継続実施
●市民参画によるフェスタの実施
●情報誌、広報特集等の発行
●男女共同参画推進団体、推進員の拡大と拡充
●女性相談の充実

年度 ⇒ H19 H20 H21 H22 H23

計画期間中の実績

[さんさんプランの基本目標に沿った講座等の実施]
平成21年度～平成23年度
・男女共同参画推進団体による講座開催の一部を委託実施

[市民団体参加のフェスタの実施]
平成19年度～平成23年度
・さんさんフェスタの開催
・複数団体協働企画の子供向けイベント「キッズステーション｣の開催

[情報誌、広報特集号の発行]
平成19年度～平成23年度
・情報誌、広報特集号「はんなりと城陽｣年2回発行

[団体、推進員の拡大と拡充]
平成19年度～平成23年度
・男女共同参画推進団体の登録（19年度16団体、20年度19団体、21年度22団体、22年度24団体、23
年度28団体）
・推進員の拡大と拡充を目指し年1回、3～4回の連続講座を実施

[女性相談の充実]
平成23年度
・週2回の一般女性相談を週3回に拡大

⇒
関連する
まちづくり
指標

ぱれっとＪ
ＯＹＯへの
参画団体
数

　－ 　－ 　－
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第３節　人権と平和を尊重したまちづくりを推進する

■施策体系図

第３節　人権と平和を尊重したまちづくりを推進する 【主な事業】

■まちづくり指標

単位

件 9 22 3

％
58.8
(H18)

65.6 69

■５年後目標から直近実績値が乖離している項目の理由

年間相談件数

直近実績値
（H22）

5年後目標
（H23）

（１）　人権尊重の推進 ①人権相談・啓発業務

（２）　人権侵害救済制度の確立 ①人権救済制度制定要求事業

（３）　平和都市の推進 ①平和都市推進事業

104 人権問題に関する相談件数
人権意識を高めるため各種啓発活動を継続しているが、目標の達成に至らな
かった。ただし、人権問題は現存しており、相談することで解決につながってい
るという面もある。

指標
№

まちづくり指標名 説明
基準値
（H17）

104 人権問題に関する相談件数

指標
№

まちづくり指標名 理由

105
人権が尊重されていると思う
市民の割合

まちづくり市民アンケート結果

180



■主な施策の展開

（１）　人権尊重の推進

【主な事業】

Ｎｏ.104 Ｎｏ.105

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（２）　人権侵害救済制度の確立

【主な事業】

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　憲法に保障された基本的人権が尊重される社会を確立するため、「城陽市人権教育・啓発推進計画」に基づき、指
導者の育成や関係団体と協力し、人権に関する意識の醸成や啓発活動などの取り組みを推進します。

H22 H23 ⇒

関連する
まちづくり
指標

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

事業の概要 計画期間中の目標

①人権相談・啓
発業務
（市民活動支援
課）

人権擁護委員による相談や市民、企業な
どの広範な人々及び広域的な市町村との
連携により啓発、就労支援を中心に人権問
題の解決をめざす。

　－ 　－
⇒ H19 H20 H21

H20 H21 H22 H23

人権問題
に関する
相談件数

人権が尊
重されて
いると思う
市民の割
合

計画期間中の実績

平成19年度
・人権相談の実施（毎月2回）
・街頭啓発の実施（毎年2回　8月・12月）
・山城地区市町村連絡協議会、山城人権啓発協議会、山城地区就労促進協議会への参画により、
啓発・就労支援を実施
平成20年度～平成23年度
・人権相談の実施（毎月2回）
・街頭啓発の実施（毎年2回　8月・12月）
・山城人権ネットワーク推進協議会へ参画し、啓発・就労支援を実施

　市民および各種団体で組織する「部落開放・人権政策確立要求城陽市実行委員会」を中心として、京都府や山城地
区の実行委員会と連携しながら、人権侵害救済制度の早期確立を国に強く要請します。

事業名（所管課）

　－ 　－

計画期間中の実績

平成19年度～平成23年度
・城陽市実行委員会による、人権侵害被害者を迅速に救済するための法整備を求める活動に対し助
成
・人権侵害被害者を迅速に救済するための法整備を求めるため、京都府及び山城地区の実行委員
会と連携

●人権相談の実施
●街頭啓発の実施
●広域人権組織に参画し、啓発・就労支援を実施

年度

　－ 　－
⇒ H19

①人権救済制
度制定要求事
業
（市民活動支援
課）

人権救済制度の早期制定を目指し、市民、
関係団体と共に取り組みを進める。

●城陽市実行委員会への助成
●山城・京都府実行委員会との連携

年度 ⇒ 関連する
まちづくり
指標
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（３）　平和都市の推進

【主な事業】

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　戦争の悲惨さ、平和の尊さ、生命の大切さを後世に伝えるため、平和都市宣言の趣旨に基づき、市民とともに平和
に関する啓発活動や教育を推進します。

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

①平和都市推
進事業
（秘書課）

「平和のつどい」の開催、小中学生の広島
派遣、中学卒業生への戦争体験記の配布
や、平和に関する啓発活動、教育の推進を
行う。

●啓発活動等の継続実施

年度 ⇒ H19 H20 H21 H22 H23

計画期間中の実績

[継続事業]
平成19年度～平成23年度
・「平和のつどい」の開催
・小中学生広島派遣事業の実施
・城陽市内中学校3年生を対象に、戦争体験記「永遠の希い」の配布
・戦没者・原爆死没者の冥福と世界平和を祈念しサイレンの吹鳴及び黙とうの実施

[新規事業]
平成22年度
・平和市長会議への加盟
平成22年度～平成23年度
・「平和のつどい」において、広島派遣事業の前年度参加者による作文発表及び被爆体験者（語り
部）の講話を実施

[周年事業]
平成22年度
・終戦65周年を記念して、城陽市内から折り鶴を募集し、広島平和記念公園に献呈

⇒ 関連する
まちづくり
指標

　－ 　－ 　－ 　－
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第４節　国際交流を推進する

■施策体系図

第４節　国際交流を推進する 【主な事業】

■まちづくり指標

単位

人 350 409 490

■５年後目標から直近実績値が乖離している項目の理由

（２）　国際感覚豊かな人材の育成 ①国際交流協会補助事業(人材育成)

（１）　国際交流活動の推進 ①都市提携事業(交流推進)

②国際交流協会補助事業(交流支援)

（３）　外国人への生活支援 ①都市提携事業(外国人生活支援)

指標
№

まちづくり指標名 説明
基準値
（H17）

直近実績値
（H22）

5年後目標
（H23）

106 国際交流協会　会員数
個人、団体、賛助・法人の会員
合計数

指標
№

まちづくり指標名 理由

106 国際交流協会　会員数
語学講座の講座数の増加や、新たな事業の実施等により会員数は増加して
いるが、目標の達成に至らなかった。
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■主な施策の展開

（１）　国際交流活動の推進

【主な事業】

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

Ｎｏ.106

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　姉妹都市盟約を締結している大韓民国慶山市、アメリカ合衆国バンクーバー市との円滑な交流を進めるとともに、
国際交流協会と連携し様々な分野における国際交流活動など市民が主役となった草の根交流を推進します。

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

●相互訪問などによる交流の実施
●職員の派遣交流の実施

年度 ⇒ H19
　－ 　－ 　－ 　－

H20 H21 H22 H23

①都市提携事
業(交流推進)
（秘書課）

姉妹都市である大韓民国慶山市、アメリカ
合衆国バンクーバー市との交流を推進す
る。

⇒ 関連する
まちづくり
指標

国際交流協会の自立への支援と、市民が
主役となった草の根交流を支援する。

●協会に対する補助金の支出
●協会会員増への取り組み支援
●協会の自主財源の確保への支援
●協会の自立、活動の強化への支援

H20 H21
国際交流
協会　会
員数

　－

⇒ 関連する
まちづくり
指標

計画期間中の実績

平成19年度
・市制施行35周年記念式典に姉妹都市（慶山市、バンクーバー市）を招待
平成20年度
・慶山市民の日に訪問
平成21年度
・慶山市と職員相互交流の実施
平成22年度
・姉妹都市盟約締結15周年にかかるバンクーバー市訪問
・友好親善のため慶山市長が城陽市訪問
・慶山市が建設する（仮称）姉妹都市城陽公園に植樹を行うため、梅（20本）と桜（20本）の苗木を贈
呈
・慶山市と職員相互交流の実施
平成23年度
・姉妹都市盟約締結20周年にかかる慶山市訪問

　－ 　－
H22 H23

計画期間中の実績

[継続事業]
平成19年度～平成23年度
・城陽市国際交流協会事業への補助金交付及び人的支援（国際交流員による語学講座等）を実施

[新規事業]
平成21年度～平成23年度
・城陽市国際交流協会において、会報やホームページでの広告掲載の実施

②国際交流協
会補助事業(交
流支援)
（秘書課）

年度 ⇒ H19
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（２）　国際感覚豊かな人材の育成

【主な事業】

Ｎｏ.106

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（３）　外国人への生活支援

【主な事業】

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　語学講座をはじめとした国際交流講座を通して国際理解の環境づくりと学習機会を提供するとともに、外国人との
交流活動の実践や外国語教育の充実を図ることにより国際的な視野を備えた人材を育成します。

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

　－ 　－
⇒ H19 H20 H21 H22 H23 ⇒ 関連する

まちづくり
指標

国際交流
協会　会
員数

　－

計画期間中の実績

平成19年度
・慶山市中学生受け入れ事業の実施
・中学生韓国派遣事業の実施
・英語、韓国語、中国語の語学講座の実施
平成20年度
・英語、韓国語、中国語の語学講座の実施
平成21年度
・慶山市中学生受け入れ事業の実施
・中学生韓国派遣事業の実施
・英語、韓国語、中国語の語学講座の実施
平成22年度
・英語、韓国語、中国語の語学講座の実施
平成23年度
・慶山市中学生受け入れ事業の実施
・中学生韓国派遣事業の実施
・英語、韓国語、中国語の語学講座の実施

　市内に在住する外国人が、市民として安心して暮らせるよう、外国語による表記、日本語習得への支援などを推進
します。

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

国際交流協会
補助事業(人材
育成)
（秘書課）

国際交流協会事業として語学講座、中学
生の韓国派遣を実施する。

●英語、韓国語、中国語の語学講座の実施
●隔年での中学生の韓国派遣

年度

都市提携事業
(外国人生活支
援)
（秘書課）

外国語の併記など市内在住の外国人への
生活支援を行う。

●ニーズを見極め、市が発行する冊子等への外国語併
記（英語、韓国語等）

年度 ⇒ H19 H20 H21 H22 H23

計画期間中の実績

平成19年度～平成20年度
・市が発行する冊子等への外国語併記を検討
平成21年度～平成23年度
・外国人向け生活ガイド（韓国語版）の作成・配付

⇒ 関連する
まちづくり
指標

　－ 　－ 　－ 　－
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■施策体系図

第８章　信頼される市政運営

第８章　信頼される市政運営

第５節　戦略的に行政経営を推進する

第１節　市民への情報発信と市民ニーズへの対応を図る

第２節　個人情報保護制度と情報公開の適正な運用を図る

第３節　適正で効率的・効果的な行政運営を推進する

第４節　持続可能な財政運営を実現する

186



第１節　市民への情報発信と市民ニーズへの対応を図る

■施策体系図

第１節　市民への情報発信と市民ニーズへの対応を図る 【主な事業】

■まちづくり指標

単位

回
人

10
208

8
147

13
318

件 199,744 385,913 285,000

％
55.0
(H18)

62.7 63

点 116 234 249

■５年後目標から直近実績値が乖離している項目の理由

107 広聴事業の実施状況
市政懇談会・市長ほっとサロンにおいて、ＰＲや内容の工夫に努めているもの
の、回数・参加者ともに減少しており、目標の達成に至らなかった。

指標
№

110
行政情報資料コーナーの資料
数

行政情報資料コーナーの資料
数

理由まちづくり指標名

107 広聴事業の実施状況
広聴事業回数
広聴事業参加者数

108
市ホームページのアクセス件
数

トップページの年間アクセス件
数

109
市からの情報発信・提供に満
足している市民の割合

まちづくり市民アンケート結果

（４）　情報通信基盤を活用した電子自治
体の構築

①情報化計画推進事業（第８章第１節（２）参照）

指標
№

まちづくり指標名 説明
基準値
（H17）

直近実績値
（H22）

5年後目標
（H23）

③出前講座業務

④市政だより発行業務

（３）　市政への市民参画の仕組みづくり ①市政懇談会業務

②市長ほっとサロン業務

③行政情報資料コーナーの閲覧資料の充実

（２）　多様な媒体を通じての情報提供 ①情報化計画推進事業

（１）　情報共有の推進 ①広報じょうよう発行事業

②インターネット事業

187



■主な施策の展開

（１）　情報共有の推進

【主な事業】

Ｎｏ.109

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

Ｎｏ.108

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

H22 H23

計画期間中の実績

[継続事業]
平成19年度～平成23年度
・各担当課によるコンテンツ（情報内容）作成の実施

[新規事業]
平成21年度～平成23年度
・ホームページと市民手帳「くらしのガイド」との連携
・ライフイベントのアイコン挿入（生活に密着した情報へのアクセス向上）
・市長まちかど日記の掲載

②インターネッ
ト事業
（市民活動支援
課）

インターネットを広報媒体として活用し、迅
速な情報提供や、市民のふるさと意識の高
揚と市のPRを図る。

●各担当課でコンテンツ作成を行うための環境を整備

年度 ⇒ H19 ⇒
関連する
まちづくり
指標

H20 H21
市ホーム
ページの
アクセス
件数

　－ 　－ 　－

[継続事業]
平成19年度～平成23年度
・広報じょうようの発行（月3回、タブロイド版）
・紙面レイアウトの工夫（見出しの工夫、表の活用）
・広報じょうよう発行事業への市民の参画（広報モニターの意見把握、モニター特派員による取材）

[新規事業]
平成21年度～平成23年度
・コンビニ・病院等での配布の実施

H20 H21 H22 H23

関連する
まちづくり
指標

年度
市からの
情報発
信・提供
に満足し
ている市
民の割合

⇒
　－ 　－ 　－

計画期間中の実績

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

　市民の市政への理解を深めることを目的に、市民に有益な情報の積極的な提供を推進するため、行政情報資料
コーナーの閲覧資料の充実などにより、行政情報を公開し、市政の透明性の確保に努めます。
 市政にかかわる情報を分かりやすく的確に提供できるよう、広報じょうようなどの広報媒体に加え、インターネットなど
のＩＴ（情報技術）を積極的に活用するとともに、誰でも利用しやすいホームページづくりに努めます。

H19 ⇒

①広報じょうよ
う発行事業
（市民活動支援
課）

市の施策や方針、市内の出来事、行事等
を市民にタイムリーにお知らせし、市政へ
の理解とふるさと意識の高揚を図る。

●多くの情報量をわかりやすく伝えるため、紙面レイア
ウトの工夫を行うとともに市民参画を促進
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Ｎｏ.110

計画 ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○

（２）　多様な媒体を通じての情報提供

【主な事業】

計画 ◎ ○ ○ ○ ○ ○

計画期間中の実績

平成19年度
・情報化計画の策定
平成20年度～平成22年度
・情報化計画の進捗を確認し、各所管課により施策を展開
平成23年度
・情報化計画の進捗を確認し、各所管課により施策を展開
・次期情報化計画の策定に向けた調査等を実施

①情報化計画
推進事業
（総務電算情報
課）

ＩＴ化による電子自治体を推進するため、情
報化計画を策定し、情報サービスの推進及
び電算システムの保守管理等を計画的に
進める。

●情報化計画に基づく施策の展開

年度
　－ 　－ － 　－

H22 H23 ⇒ 関連する
まちづくり
指標

⇒ H19 H20 H21

③行政情報資
料コーナーの
閲覧資料の充
実
（総務電算情報
課）

年度 ⇒ H19

 市民生活の利便性の向上のため、地上デジタル放送などの新しい媒体を積極的に活用し、地域情報や行政情報な
どを提供します。また、恒久的に残すべき情報や地域財産の記録保存の充実に努めます。

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

行政情報資料コーナーの充実を図り、市民
に情報を積極的に提供する。

●行政情報資料コーナーの閲覧資料の充実
●同コーナーで市のホームページが見られる市民用パ
ソコン設置の検討

計画期間中の実績

平成19年度～平成20年度
・行政情報資料コーナーへの市民用パソコン設置について検討
平成21年度
・行政情報資料コーナーへの市民用パソコン設置向けた準備を実施（パソコンに掲載する資料の調
査）
平成22年度
・行政情報資料コーナーへの市民用パソコン設置向けた準備を実施（パソコンに掲載する資料の調
査およびパソコンの調達）
平成23年度
・行政情報資料コーナーへの市民用パソコンの設置

H20 H21 ⇒
関連する
まちづくり
指標

行政情報
資料コー
ナーの資
料数

　－ － 　－
H22 H23
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（３）　市政への市民参画の仕組みづくり

【主な事業】

Ｎｏ.107

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

Ｎｏ.107

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

H20 H21
広聴事業
の実施状
況

　－
H22 H23 ⇒ 関連する

まちづくり
指標

②市長ほっとサ
ロン業務
（市民活動支援
課）

市長と市民が市等の公共施設やその他の
施設を見学し、理解を深め、市政について
語り合い、市民の要望や地域実態等を生
の声として把握し、行政に広く反映する。

●年３回の市長ほっとサロンの実施

年度 ⇒ H19
－ 　－

計画期間中の実績

平成19年度
・市長ほっとサロンの実施（年3回）（延べ参加人数：89人）
平成20年度
・市長ほっとサロンの実施（年3回）（延べ参加人数：91人）
平成21年度
・市長ほっとサロンの実施（年3回）（延べ参加人数：97人）
平成22年度
・市長ほっとサロンの実施（年3回）（延べ参加人数：72人）
平成23年度
・市長ほっとサロンの実施（年3回）

計画期間中の実績

平成19年度
・自治会要望の把握と市政への反映
・市政懇談会の実施（7校区）
平成20年度
・自治会要望の把握と市政への反映
・市政懇談会の実施（8校区）
平成21年度
・自治会要望の把握と市政への反映
・市政懇談会の実施（7校区）
平成22年度
・自治会要望の把握と市政への反映
・市政懇談会の実施（5校区）
平成23年度
・自治会要望の把握と市政への反映
・市政懇談会の実施

⇒ 関連する
まちづくり
指標

広聴事業
の実施状
況

　－ － 　－

①市政懇談会
業務
（市民活動支援
課）

市民の多様なニーズやさまざまな地域課
題を的確に把握し、市政に反映させるため
自治会を中心に市政懇談会を実施する。

●自治会要望の聴取
●各連合自治会ごとに市政懇談会の実施

年度 ⇒ H19 H20 H21 H22 H23

　行政と市民が一体となってまちづくりを進めるため、市民の意見が市政運営に反映されるよう、市政懇談会、出前講
座、市政だより、市長ほっとサロン、市長ふれあいメール、パブリックコメントなどの充実を図り、行政に対して意見が
提案しやすい環境づくりに努めます。また、市民の意見を評価検討する専門的機関の設置を検討します。

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標
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計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（４）　情報通信基盤を活用した電子自治体の構築

計画期間中の実績

平成19年度
・市政だよりを2回発行（地下水、市町合併）
平成20年度
・市政だよりを2回発行（公立幼稚園の再編統合、新市街地整備事業）
平成21年度
・市政だよりを2回発行（新型インフルエンザ対策、新市街地整備事業）
平成22年度
・発行なし
平成23年度
・市政だよりを発行

　市民の利便性の向上のため、地域情報化計画、行政情報化計画の見直しを進め、行政サービスのノンストップ化、
ワンストップ化などの電子自治体の構築や、地域イントラネットなどの地域情報基盤を活用し、情報サービスの提供を
推進します。

⇒ 関連する
まちづくり
指標

　－ 　－ － 　－

④市政だより発
行業務
（市民活動支援
課）

重要施策等の取り組み状況等を市民にお
知らせし、市民の意見を把握し施策に反映
する。

●市政だよりの随時発行、市民意見の集約

年度 ⇒ H19 H20 H21 H22 H23

－ 　－

計画期間中の実績

平成19年度
・出前講座メニューの設定とＰＲ、講座の実施（設定83項目、実施39回）
平成20年度
・出前講座メニューの設定とＰＲ、講座の実施（設定82項目、実施52回）
平成21年度
・出前講座メニューの設定とＰＲ、講座の実施（設定80項目、実施31回）
平成22年度
・出前講座メニューの設定とＰＲ、講座の実施（設定81項目、実施25回）
平成23年度
・出前講座メニューの設定とＰＲ、講座の実施

H20 H21 H22 H23

③出前講座業
務
（市民活動支援
課）

市政の理解を深めていただくため、市の制
度や業務について、担当者が地域等に伺
い、説明等を行う。また、市民の要望や地
域の実態を把握し、行政に広く反映する。

●市民ニーズにあった講座設定
●市民へのＰＲ
●市民意向の把握、業務への反映

年度 ⇒ H19 ⇒ 関連する
まちづくり
指標

　－ 　－
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第２節　個人情報保護制度と情報公開の適正な運用を図る

■施策体系図

第２節　個人情報保護制度と情報公開の適正な運用を図る
【主な事業】

■まちづくり指標

単位

件 55 72 139

■５年後目標から直近実績値が乖離している項目の理由

■主な施策の展開

111
情報公開制度に基づく請求件
数

「城陽市情報公開条例」に基づき、行政情報の積極的な公開や提供による行
政運営の透明性の確保に努めたものの、目標の達成に至らなかった。

指標
№

まちづくり指標名 理由

指標
№

（２）　個人情報の適切な管理

直近実績値
（H22）

111

説明
基準値
（H17）

5年後目標
（H23）

まちづくり指標名

年間請求件数
情報公開制度に基づく請求件
数

①情報公開業務（１）　情報公開の推進

①個人情報保護業務

（１）　情報公開の推進

【主な事業】

Ｎｏ.111
－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

市民の知る権利の保障と市の説明責任を
果たすため、個人情報の保護を図りつつ、
行政の保有する情報を市民等に積極的に
公開する。

計画期間中の目標

　－
H19

事業の概要

年度

①情報公開業
務
（総務電算情報
課）

計画期間中の実績

平成19年度
・市民への周知を目的にホームページに情報公開制度について掲載
・情報公開制度の請求に基づき、行政資料を個人情報に留意し公開(公開件数:43件)
平成20年度
・市民への周知を目的にホームページに情報公開制度について掲載
・情報公開制度の請求に基づき、行政資料を個人情報に留意し公開(公開件数:44件）
平成21年度
・市民への周知を目的にホームページに情報公開制度について掲載
・情報公開制度の請求に基づき、行政資料を個人情報に留意し公開(公開件数:57件）
平成22年度
・市民への周知を目的にホームページに情報公開制度について掲載
・情報公開制度の請求に基づき、行政資料を個人情報に留意し公開(公開件数:72件）
平成23年度
・市民への周知を目的にホームページに情報公開制度について掲載
・情報公開制度の請求に基づき、行政資料を個人情報に留意し公開

H23H21

●情報公開制度の市民への周知
●積極的な情報公開の推進

⇒

　市の諸活動を市民に説明する責任を果たし、より一層の信頼確保と市民参加を進めるため、情報公開制度の適正
な運用に努めます。また、市の保有する行政情報の適正な管理に努め、市民参加が可能な政策などの意思形成過
程への市民参加を促進するとともに、その内容などの公表に取り組みます。

事業名（所管課）

H22
　－関連する

まちづくり
指標

情報公開
制度に基
づく請求
件数

H20 ⇒
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（２）　個人情報の適切な管理

【主な事業】

－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

平成19年度
・個人情報保護及びデータ保護に関する特記仕様書を改訂
・個人情報保護審議会の開催(開催回数:4回)
・個人情報の適切な管理を進めるために、新規採用者研修等で個人情報保護を周知
平成20年度
・個人情報保護審議会の開催(開催回数:2回)
・個人情報の適切な管理を進めるために、新規採用者研修等で個人情報保護を周知
平成21年度
・個人情報保護審議会の開催(開催回数:2回)
・個人情報の適切な管理を進めるために、新規採用者研修等で個人情報保護を周知
平成22年度
・個人情報保護審議会の開催(開催回数:2回)

●個人情報保護のため電算業務委託仕様書を見直し
●個人情報の適切な取扱を周知

事業の概要

関連する
まちづくり
指標

年度
　－

H21 H22
　－

H23 ⇒

①個人情報保
護業務
（総務電算情報
課）

計画期間中の実績

計画期間中の目標

 より一層の市民の信頼を得るため、個人情報を適切に管理するとともに、個人情報保護条例に基づき、制度の適正
な運用を図ります。個人情報保護制度に対する正しい理解を促すため、市民や団体、企業などに対する制度の説明
や啓発に取り組みます。

事業名（所管課）

個人情報の適切な保護を図るため、個人
情報保護審議会の開催や、委託を含めた
業務における個人情報の適切な取扱を周
知する。

H20
　－

⇒ H19

個人情報保護審議会の開催(開催回数:2回)
・個人情報の適切な管理を進めるために、新規採用者研修等で個人情報保護を周知
平成23年度
・個人情報保護審議会の開催
・個人情報の適切な管理を進めるために、新規採用者研修等で個人情報保護を周知
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第３節　適正で効率的・効果的な行政運営を推進する

■施策体系図

第３節　適正で効率的・効果的な行政運営を推進する 【主な事業】

■まちづくり指標

単位

人 582 497 507

人 141.1 163.0 158

％
50.2
(H18)

57.9 75

■５年後目標から直近実績値が乖離している項目の理由

114
市役所職員の仕事や対応に
満足している市民の割合

職員の資質向上や接遇の意識向上に取り組んでいるものの、目標の達成に
至らなかった。

114
市役所職員の仕事や対応に
満足している市民の割合

まちづくり市民アンケート結果

指標
№

まちづくり指標名 理由

112 職員数 職員数（第２次定員管理計画）

113 職員一人あたり人口 人口／職員数

④住民記録業務

指標
№

まちづくり指標名 説明
基準値
（H17）

直近実績値
（H22）

5年後目標
（H23）

②窓口業務

③戸籍電算化システム事業

③公金管理事業

（６）　その他 ①監査等業務

（５）　公有財産の適正な管理 ①庁舎維持業務

②指定管理者制度推進事業

（３）　委託化の推進 ①業務効率化事業

（４）　入札制度の確立 ①契約検査業務

③仕事レスキューシステム構築事業

（２）　職員の資質向上 ①職員研修事業

（１）　人事制度・定員管理の適正化 ①正職員人件費業務

②人事考課制度改善事業
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■主な施策の展開

（１）　人事制度・定員管理の適正化

【主な事業】

Ｎｏ.112 Ｎｏ.113
－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

計画期間中の実績

[職員数の状況]（各年4月1日現在）
・H19(553人)、H20(525人)、H21(520人)、H22(497人)、H23(475人)

[採用・退職の状況]
・H19　退職(H18)：35人【定年(17)、勧奨(13)、普通(5)】　採用(H19)：27人（H19.1月採用
含む）
・H20　退職(H19)：48人【定年(21)、勧奨(26)、普通(1)】　採用(H20)：23人
・H21　退職(H20)：32人【定年(21)、勧奨( 9)、普通(2)】　採用(H21)：22人（H21.1月採用
含む）
・H22　退職(H21)：56人【定年(45)、勧奨( 8)、普通(3)】　採用(H22)：35人
・H23　退職(H22)：51人【定年(35)、勧奨(11)、普通(5)】　採用(H23)：27人

[地域手当の適正化]
・地域手当の支給率を段階的に見直し（H19(8%)⇒H20(7%)⇒H21(6%)⇒H22(3%)見直し完了）

[給料特例カット]
・給料を期間限定で削減（H20・H21(全ての職員5%）、H23・24（管理職5%））

[特殊勤務手当]
・特殊勤務手当の制度を見直し（H19：3種類廃止、H20：1種類廃止、1種類見直し）

[時間外勤務の抑制対策]
平成19年度～平成23年度
・時間外勤務の抑制対策を実施（過重労働者への健康相談、ノー残業デー・ウィークの設
定、時間外勤務抑制推進月間の設定等を実施）

⇒ H19 H20 H21
　－

⇒ 関連する
まちづくり
指標

H22 H23

　時代の変化に対応した人事管理を進めるため、目標管理を導入した人事考課制度、給与制度の改革に取り組み、
職務職責に応じ、実績をあげた職員が適正に評価される人事制度を確立し、能力向上や意欲を引き出し、政策形成
能力を有し自律的に行動できる職員づくりをめざします。
　また、団塊の世代の大量退職後における職員の空洞化やノウハウの欠落を回避するとともに、効率的・効果的な行
政運営を行うため、「第２次定員管理計画」や「活き生き改革プラン」などに基づく職員数の抑制とノウハウが継承でき
る仕組みの構築に取り組みます。

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

職員数 職員一人
当り人口

①正職員人件
費業務
（人事課）

団塊の世代の大量退職後における職員の
空洞化や効率的・効果的な行政運営を行う
ため、「第２次定員管理計画」に基づく職員
数の抑制に取り組むとともに、適正な給与
制度の改革に取り組む。

●第２次定員管理計画の実施
●地域手当の削減
●時間外勤務の抑制対策の実施
●給料５％の削減（２年間）
●特殊勤務手当の見直し

年度
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－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

計画期間中の実績

平成19年度～平成23年度
・人事考課の実施
・評定結果の処遇反映（管理職）

※H19～H22の計画期間中、管理職においてＣランク以下の評定結果となる者はなかった。
（Ｃランク以下が連続した場合、昇給に反映するなど、一部処遇に反映）

　－ 　－
H21 関連する

まちづくり
指標

H22 H23 ⇒

計画期間中の実績

平成19年度
・各課において仕事レスキューシステムのデータ入力を進め内容を充実
平成20年度～平成23年度
・人事異動や職員の退職時の引継ぎ時等に、各課において仕事レスキューシステムのデータ入力を
進め内容を充実

③仕事レス
キューシステム
構築事業
（行政改革推進
課）

団塊世代の大量退職を迎えるにあたり、業
務が停滞しないように、仕事レスキューシ
ステムの構築を進め業務が継承できる仕
組みづくりを行う。

●仕事レスキューシステムの構築、入力充実・運用、特
に退職予定者を優先的に実施

年度 ⇒
　－

H19 H20

②人事考課制
度改善事業
（人事課）

城陽市人材育成基本方針及び目標管理制
度とあわせて人材育成型人事考課制度を
導入し、社会情勢の変化に対応した人事
管理と職員の能力・意欲向上に取り組む。

●目標管理を導入した人事考課を実施
●勤務実績に応じた評定結果の処遇への反映

年度 ⇒ H19 H23 ⇒ 関連する
まちづくり
指標

H20
　－ 　－ 　－

H21 H22
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（２）　職員の資質向上

【主な事業】

Ｎｏ.114
－ －

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　－

計画期間中の実績

平成19年度
・職員研修計画に即して研修を実施（研修総数：111件、受研者数：1,120人)
平成20年度
・職員研修計画に即して研修を実施（研修総数：109件、受研者数：849人)
平成21年度
・職員研修計画に即して研修を実施（研修総数：102件、受研者数：570人）
平成22年度
・職員研修計画に即して研修を実施（研修総数：108件、受研者数：701人)
平成23年度
・職員研修計画に即して研修を実施

H21 H23 ⇒

　職員が主体的に学習できる研修機会を拡充し、職員一人ひとりの能力開発に努め、地域に根ざした支援活動に取
り組む職員など、時代の変化に対応する政策形成能力と市民から信頼される使命感、倫理観を備えた人材を確保・
育成します。

事業名（所管課） 事業の概要

関連する
まちづくり
指標

市役所職
員の仕事
や対応に
満足して
いる市民
の割合

①職員研修事
業
（人事課）

城陽市人材育成基本方針に基づき職員の
資質を高め、幅広い視野と創造性豊かな
人材育成を進める。

●職員研修計画の策定及び実施

年度 ⇒ H19 H20 H22

計画期間中の目標
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（３）　委託化の推進

【主な事業】

－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（４）　入札制度の確立

【主な事業】

－

計画 ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○

H22年度 ⇒ H19 H20

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

①契約検査業
務
（財政課）

総合評価落札方式及び電子入札システム
の調査、研究などを実施するとともに建設
工事の公正・公平な検査を一層推進するた
め、工事成績評定要領の実施など、入札
制度改革を継続的に実施する。

●総合評価落札方式の調査・研究
●電子入札制度の導入
●工事成績評定要領の実施

　－

計画期間中の実績

平成19年度
・総合評価落札方式について調査・研究
平成20年度
・工事成績評定要領を施行
・総合評価落札方式について調査・研究
平成21年度
・電子入札を試行導入
・工事成績評定要領に基づく評定を実施
・総合評価落札方式について調査・研究
平成22年度
・電子入札を本格導入（建設工事）
・工事成績評定要領に基づく評定及び優良工事施工者表彰・優遇工事入札を実施
・総合評価落札方式について調査・研究
平成23年度
・電子入札を実施（建設工事）
・工事成績評定要領に基づく評定及び優良工事施工者表彰・優遇工事入札を実施
・総合評価落札方式について調査・研究

　－

　安全で良質な公共施設を整備するための工事発注に係る入札契約制度を、価格の競争のみでなく、透明性、公正・
公平性を図りつつ、事業者の技術力などを含めた総合評価落札方式への移行を検討します。また、安価で良質な物
品購入を行うため入札制度の改善を推進します。

H20 H21 H22

H23 ⇒H21 関連する
まちづくり
指標

　－

⇒ H19
　－　－ 　－

平成19年度～平成23年度
・委託化検討の基礎データとなる仕事レスキューシステムへのデータ入力を実施

H23

　行政内部の事務全体の点検を行い、民間などにより実施することが適当な業務については、より一層の委託化など
を推進するとともに、事務手続きの簡素化やＩＴ化を積極的に推進することにより、行政のスリム化を図ります。

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

計画期間中の実績

⇒ 関連する
まちづくり
指標

①業務効率化
事業
（行政改革推進
課）

財政の健全化、行政のスリム化のため、ＩＴ
を積極的に活用し、事務事業の徹底した見
直しなどによる業務の効率化、迅速化、質
的向上を進めるとともに、委託化等の非正
規職員化を推進する。

●庁内ネットワークシステムを活用した事務事業の効率
化や、仕事レスキューシステムを活用した非正規職員化
や市民協働事業の検討

年度
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（５）　公有財産の適正な管理

【主な事業】

－

計画 ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○

－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

H23 ⇒ 関連する
まちづくり
指標

　－
H21 H22

②指定管理者
制度推進事業
（行政改革推進
課）

公の施設の管理運営について、民間経営
のノウハウの活用と経費節減のため、指定
管理者制度の導入を推進する。

●平成２１年４月からの次期指定に向けて、指針の見直
しと原則公募を目指した指定管理者制度の実行と新た
な制度導入施設の検討

年度 ⇒

計画期間中の実績

平成19年度
・平成21年4月からの次期指定に向けて、各施設担当課と協議を行い、平成20年2月に城陽市指定
管理者制度に関する指針（平成16年12月策定）を改訂
・各施設の所管課は、この指針に基づき、次期指定に向けて取り組みを実施
・施設所管課において、第3回定例会で、前年度の実績を報告
平成20年度
・各施設の所管課において、平成21年4月からの次期指定に向けて、8施設について公募を実施する
など取り組みを実施
・施設所管課において、第3回定例会で、前年度の実績を報告
平成21年度
・各施設の所管課において、平成21年4月から5年間の指定を行い、8施設の公募を含む17施設につ
いて指定管理者による施設管理を実施
・施設所管課において、第3回定例会で、前年度の実績を報告
平成22年度～平成23年度
・施設所管課において、第3回定例会で、前年度の実績を報告

　－ 　－
H19 H20

⇒ 関連する
まちづくり
指標

平成19年度
・市役所前駐車場の満車対策に向けて、有料化を検討
平成20年度
・市役所前駐車場の満車対策に向けて、平成20年7月から開庁時間においても有料化を実施
平成21年度
・省エネ型照明器具への更新（市民課・市民活動支援課）
平成22年度
・省エネ型照明器具への更新（福祉課・行政資料コーナー）
平成23年度
・省エネ型照明器具への更新（国保医療課）

　－

①庁舎維持業
務
（総務電算情報
課）

市役所庁舎の日常的な清掃や電気設備等
の維持管理、及び市役所前駐車場の管理
や花壇・植木等の管理を業務委託により実
施する。

●市役所前駐車場の満車対策に向けて、平成２０年４
月から開庁時間帯の有料化を実施

年度 ⇒ H19 H20 H21
　－ 　－

計画期間中の目標

計画期間中の実績

H22 H23

　公有財産や備品などの管理に関して、経営的な視点をもって適切な財産管理を推進します。また、公共施設につい
ては適正な維持管理に努めるとともに、施設の設置目的や活用状況を踏まえ、指定管理者制度の実行やさらなる外
部委託の導入など効率的、効果的な管理運営を推進します。

事業名（所管課） 事業の概要
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－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

H22 H23 ⇒ 関連する
まちづくり
指標

　－

③公金管理事
業
（会計課）

公金の安全な管理と保管に努めるため、預
金･運用先金融機関から直接聞き取りや情
報収集に努め、経営状況の分析等を行う。

●預金・運用先金融機関：金融機関業績ディスクロー
ジャー誌等の収集、金融機関検査、公金管理対策委員
会の開催
●マスメディアからの情報収集

年度 ⇒ H19
　－

H20

計画期間中の実績

平成19年度
・金融機関検査を実施（7金融機関)
・公金管理対策委員会を開催
・公金の保護を図るため、3月期、9月中間期決算状況および株価等の情報収集を行い、経営状況の
健全性を確認
平成20年度
・金融機関検査を実施（指定金融機関)
・公金管理対策委員会を開催
・公金の保護を図るため、3月期、9月中間期決算状況および株価等の情報収集を行い、経営状況の
健全性を確認
平成21年度～平成23年度
・金融機関検査を実施（4金融機関)
・公金管理対策委員会を開催
・公金の保護を図るため、3月期、9月中間期決算状況および株価等の情報収集を行い、経営状況の
健全性を確認

H21
　－
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（６）　その他

【主な事業】

－

計画 ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ○

－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

計画期間中の実績

平成19年度
・市民サービスコーナーの利用促進を図るため、広報等により周知
平成20年度
・東部地域及び南部地域での市民サービスコーナーの開設について検討
平成21年度
・東部地域及び南部地域での市民サービスコーナーの開設準備
平成22年度
・東部コミセン及び南部コミセンの2カ所に市民サービスコーナーを開設（2カ所から4カ所に増設）
平成23年度
・市民サービスコーナーの窓口時間の延長を開始

　－ 　－ 　－
H21 H22 H23 ⇒

計画期間中の実績

平成19年度
・各種監査等の実施
・監査結果のホームページへの掲載を開始
平成20年度
・各種監査等の実施
・監査結果のホームページへの掲載
・地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく健全化判断比率等の審査を開始
平成21年度～平成23年度
・各種監査等の実施
・監査結果のホームページへの掲載

②窓口業務
（市民課）

戸籍法、住民基本台帳法、外国人登録法、
城陽市印鑑条例等による諸届を受理し、ま
た住民票の写し、住民票記載事項証明書、
印鑑登録証明書、外国人登録原票記載事
項証明書、戸籍謄抄本等の証明書の即時
交付を実施し、親切丁寧かつ迅速な事務
処理に努める。

●市民の利便性の向上に向けて、市民サービスコー
ナーの増設検討

年度 ⇒ H19 H20 関連する
まちづくり
指標

関連する
まちづくり
指標

　－ 　－

①監査等業務
（監査委員事務
局）

市の事務事業について、適法性と妥当性、
そして効率性などを監査し、行政の適正化
を図る。

●定期監査等の継続実施
●市ホームページに監査結果を掲載

年度 ⇒ H19
　－

H20 H21 H22 H23

事業名（所管課） 事業の概要

⇒

計画期間中の目標
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－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

－

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

計画期間中の実績

平成19年度
・住民基本台帳法改正（後期高齢者医療制度導入）に伴う記載項目の追加等のシステム改修
平成20年度
・住民記録システム更新の内容検討
平成21年度
・住民記録システム更新準備、詳細検討
平成22年度
・住民記録システムを京都府自治体情報化推進協議会の基幹業務支援システムに更新、運用を開
始
・自動交付機を更新
平成23年度
・外国人住民の住民基本台帳制度への移行に伴うシステム改修

H21 H22 H23 ⇒ 関連する
まちづくり
指標

　－

平成19年度
・戸籍電算化セミナーに参加し、戸籍電算化システム導入について検討
平成20年度
・戸籍電算化の諸課題の検討
・戸籍電算システムのデモンストレーションの実施によりシステム内容を比較検討
平成21年度
・近隣導入団体の調査、具体的な経費について積算
・戸籍の電算化のため業務委託契約を行い、電算化に着手
平成22年度
・戸籍電算システムの現行戸籍・附票の運用開始（一部運用開始）
平成23年度
・戸籍電算システムの改製原戸籍、除籍等の運用開始（全面運用開始）

④住民記録業
務
（市民課）

電算システムによる住民記録システム（住
民基本台帳システム、外国人登録システ
ム、住登外システム、印鑑登録システム、
自動交付機システム、カード管理システム）
により正確に記録し、個人情報の適正管理
と保護に努める。

●住民記録システムの安定稼動
●住民記録システムの更新

年度 ⇒ H19 H20
　－ 　－

　－ 　－ 　－

計画期間中の実績

H22 H23 ⇒ 関連する
まちづくり
指標

③戸籍電算化
システム事業
（市民課）

戸籍事務及び関連する事務の効率的運用
を図るため、戸籍事務の電算化を進める。

●戸籍の電算化実施
●戸籍の附票の電算化実施
●除籍・改製原戸籍の電算化実施

年度 ⇒ H19 H20 H21
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第４節　持続可能な財政運営を実現する

■施策体系図

第４節　持続可能な財政運営を実現する 【主な事業】

■まちづくり指標

単位

％ 95.9 98.8 85以下

千円 373 401 336

千円 419,179 444,620 1,500,000

％ 91.6 92.3 92.7

■５年後目標から直近実績値が乖離している項目の理由

117 プライマリーバランス
長引く経済不況による税収の減収と、扶助費等の経費の増加により目標の達
成に至らなかった。

118 収納率
滞納に係る徴収業務を京都地方税機構に移管し、徴収体制を強化して収納
率の向上に取り組んでいるものの、依然として景気の低迷が続いていること
等により目標の達成に至らなかった。

115 経常収支比率
長引く経済不況による税収の減収と、扶助費等の経費の増加により、目標の
達成に至らなかった。

116 市民一人あたりの市債残高
臨時財政対策債等、後に交付税算入される市債の増加により目標の達成に
至らなかった。

指標
№

まちづくり指標名 理由

117 プライマリーバランス
（歳入決算額－市債発行額）－
（歳出決算額－公債費）

118 収納率 納付額／課税額

115 経常収支比率
経常経費充当一般財源／経常
一般財源

116 市民一人当たりの市債残高 市債残高／人口

②滞納整理業務

指標
№

まちづくり指標名 説明
基準値
（H17）

直近実績値
（H22）

5年後目標
（H23）

（３）　公平・公正な課税と収納 ①固定資産税(償却資産)課税業務

（４）　収納率の向上 ①収納業務

（１）　財政基盤の確立 ①地方債管理業務

（２）　健全で効果的な財政運営 ①予算編成業務
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■主な施策の展開

（１）　財政基盤の確立

【主な事業】

Ｎｏ.117

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

計画期間中の実績

平成19年度～平成21年度
・地方債元利金の定期償還を実施
・国の公債費対策により公的資金の繰上償還を実施
・繰上償還の財源として民間等資金による借換債を発行
平成22年度～平成23年度
・地方債元利金の定期償還を実施

①地方債管理
業務
（財政課）

建設事業等公共施設の整備等に要する多
額の経費は、当該年度の歳入のみで賄う
のは不可能であり、その施設を永く住民の
利用に供することから、後年度利用する住
民との間に負担の公平化を図るため、地方
債を発行し財源とする。

●各年度における円滑な事業執行と、その財源確保の
ため発行する地方債について、借入条件に従い、元利
金を定期償還
●公債費対策のための繰上償還及び低金利への借換
えを実施

年度
　－ 　－

H22 H23 ⇒ 関連する
まちづくり
指標

⇒ H19 H20 H21

　健全かつ安定的な財政運営を行うため、「活き生き改革プラン」・「今後の財政見通しと財政健全化方針」などに基づ
き、人件費をはじめとする歳出の削減対策に取り組みます。また、市の活性化につながる新市街地の推進など、新た
な税源確保をはじめ、未利用公共用地の売却、受益者負担の適正化など、歳入歳出両面から改革・改善を推進しま
す。
　また、地方交付税などの地方財源の確保を国に要請するとともに、財源確保策の一つとして実施している「いきいき
城陽債」の活用などにより、市民の直接的なまちづくりへの参画機会を拡大します。

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

プライマ
リーバラン
ス

　－
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（２）　健全で効果的な財政運営

【主な事業】

Ｎｏ.115 Ｎｏ.116

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

計画期間中の実績

平成19年度
・「今後の財政見通しと財政健全化方針」を策定
・財政シミュレーションを作成・公表
平成20年度
・「今後の財政見通しと財政健全化方針」等に即した取り組みの実施（歳入対策、人件費対策、投資
的経費対策等）
平成21年度
・景気動向、経済情勢等の財政変化により、「今後の財政見通しと財政健全化方針」をリニューアル
・「今後の財政見通しと財政健全化方針」等に即した取り組みの実施（歳入対策、人件費対策、投資
的経費対策等）
平成22年度
・財務書類4表（平成20年度分）を作成・公表
・「今後の財政見通しと財政健全化方針」等に即した取り組みの実施（歳入対策、人件費対策、投資
的経費対策等）
平成23年度
・財務書類4表（平成21年度分）を作成・公表
・「今後の財政見通しと財政健全化方針」等に即した取り組みの実施（歳入対策、人件費対策、投資
的経費対策等）

①予算編成業
務
（財政課）

市の行政活動に要する予算について、あら
ゆる面での増収対策と徹底した経費の縮
減を行い、さらには、各部の創意工夫、効
率的な重点投資による予算編成を行う。
自主財源の確保に努め、安定した行政
サービスを提供できるよう、自主財源の確
保に努める。

●経常収支比率の改善のため、縮減する項目を選定の
上、対策を実行

年度
経常収支
比率

市民一人
当たりの
市債残高

　－ 　－
H22 H23 ⇒ 関連する

まちづくり
指標

⇒ H19 H20 H21

　バランスシートなどの導入により、下水道事業会計や土地開発公社などの負債を含め、普通会計決算統計には表
れない、財政運営上の課題を正確に把握し、将来にわたって持続可能で健全な財政計画を策定します。また、効果
的な財源配分を実現するため、財政計画に基づいて、総合計画や事業評価と連動し、重要度・優先度や投資効果な
どを考慮して財源配分を行う仕組みを構築します。
　さらに、市民にわかりやすく市の財政状況や税の使われ方を説明し、市民が中長期的な視点で本市の将来を理解
し、考えることのできる環境を整えます。

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標
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（３）　公平・公正な課税と収納

【主な事業】

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

計画期間中の実績

平成19年度
・課税客体調査にかかる国税情報活用の検討
平成20年度
・新規事業所等の捕捉（申告用紙送付）（補足件数：230件）
・未申告者の決定（決定件数：1件）
平成21年度
・新規事業所等の捕捉（申告用紙送付）（補足件数：197件）
・調査等による課税増（課税件数：185件）
・未申告者の決定（決定件数：10件）
平成22年度
・新規事業所等の捕捉（申告用紙送付）（補足件数：183件）
・調査等による課税増（課税件数：161件）
・未申告者の決定（決定件数：10件）
平成23年度
・新規事業所等の捕捉（申告用紙送付）

①固定資産税
(償却資産)課税
業務
（税務課）

申告課税である償却資産について、未申
告者や申告漏れ資産を把握し、申告指導
を行う。

●法人市民税資料による未申告者への申告指導
●税務署申告資料等による申告漏れ資産調査と申告
指導

年度
　－ 　－ 　－ 　－

H22 H23 ⇒ 関連する
まちづくり
指標

⇒ H19 H20 H21

　課税客体の適正な把握を行い、公平で公正な課税を行います。また、使用料、手数料、負担金について、事業の必
要性や市民間の公平性などを考慮し、受益者負担の適正化に努めます。

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標
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（４）　収納率の向上

【主な事業】

Ｎｏ.118

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

計画期間中の実績

平成19年度～21年度
・大口滞納分について、京都府と共同徴収を実施（督促状の発付、納税相談、差し押さえ等）
平成22年度
・滞納徴収について、京都地方税機構（広域連合）へ事務移管
平成23年度
・京都地方税機構との連携の強化

H22 H23 ⇒ 関連する
まちづくり
指標

　－ 　－

②滞納整理業
務
（税務課）

徴収率の維持・向上をめざし、滞納者に対
し納付指導の強化を図る。

●悪質滞納者・約束不履行者への厳正な滞納処分の
実施
●大口滞納者への積極的な滞納整理の継続実施

年度 ⇒ H19 H20 H21
　－ 　－

　－ 　－

計画期間中の実績

平成19年度～平成21年度
・口座振替促進啓発を実施（チラシを納税通知書に同封、懸垂幕掲揚等）
平成22年度
・口座振替促進啓発を実施（チラシを納税通知書に同封、懸垂幕掲揚等）
・コンビニ収納の方針決定（平成25年度より実施予定）
平成23年度
・単税化（税目別賦課徴収）に向けての整備

⇒ 関連する
まちづくり
指標

収納率 　－

①収納業務
（税務課）

税等の納めやすい環境づくりのために、口
座振替の促進等、納付機会の拡大に努め
る。

●口座振替の促進に向けての啓発活動
●コンビニ収納の検討
●クレジットカードによる収納を検討

年度 ⇒ H19 H20 H21 H22 H23

　市政に関する積極的な情報提供などにより、市民の税に関する理解を深めるとともに、口座振替率の向上やコンビ
ニ収納及びカード利用の検討など、納めやすい環境整備を行います。

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標
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第５節　戦略的に行政経営を推進する

■施策体系図

第５節　戦略的に行政経営を推進する 【主な事業】

■まちづくり指標

単位

％  - 29.7 100

件 150 197 400

■５年後目標から直近実績値が乖離している項目の理由

119
まちづくり指標の目標の達成
率

目標年次の前年あたる平成22年度で、既に目標を達成している指標は35項
目(29.7%)であり、目標の達成に至らなかった。

120 改革・改善された事業件数
平成18年度までに197件（延べ270件）の評価を実施し、以降は再評価に限定
した取り組みを行ってきたため目標の達成に至らなかった。

指標
№

まちづくり指標名 理由

119
まちづくり指標の目標の達成
率

目標達成したまちづくり指標数
／総まちづくり指標数

120 改革・改善された事業件数 改革・改善された事業件数

（４）　国・京都府等との連携推進 ①地方分権業務

指標
№

まちづくり指標名 説明
基準値
（H17）

直近実績値
（H22）

5年後目標
（H23）

②事業評価システム事業

（３）　広域行政の推進 ①広域行政圏等連携業務

（１）　総合的で計画的な行政経営の推進 ①総合計画推進業務

（２）　効率的なマネジメントシステムの構築 ①行財政運営効率化事業
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■主な施策の展開

（１）　総合的で計画的な行政経営の推進

【主な事業】

Ｎｏ.119

計画 ○ ◎ ○ ○ ○ ◎ ○

（２）　効率的なマネジメントシステムの構築

【主な事業】

計画 ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ○

H22 H23

計画期間中の実績

平成19年度
・新城陽市行財政改革推進計画の総括
・活き生きまちづくり指針の策定、実行
・活き生き改革プラン（第五次城陽市行財政改革大綱）の策定、実行（各所管課）
平成20年度～平成22年度
・活き生きまちづくり指針の実行
・活き生き改革プラン（第五次城陽市行財政改革大綱）の実行（各所管課）
平成23年度
・活き生きまちづくり指針の実行
・活き生き改革プラン（第五次城陽市行財政改革大綱）の実行（各所管課）
・第六次城陽市行財政改革大綱（案）の検討

①行財政運営
効率化事業
（行政改革推進
課）

社会情勢に的確に対応した行政経営を推
進するため、総合計画の推進に向けた行
政経営方針の策定と、これまでの行政改革
の総括を行い、平成１９年度に策定した新
たな活き生き改革プランを実行する。

●新行財政改革推進計画の総括
●活き生きまちづくり指針の策定、実行
●活き生き改革プランの策定、実行

年度 ⇒ H19 ⇒ 関連する
まちづくり
指標

H20 H21
　－ 　－ 　－ 　－

計画期間中の実績

平成19年度
・前期まちづくり推進計画の策定
・前期まちづくり推進計画事業の実行（各所管課）
平成20年度～平成22年度
・前期まちづくり推進計画事業の実行（各所管課）
平成23年度
・前期まちづくり推進計画の総括
・前期まちづくり推進計画事業の実行（各所管課）

　総合計画とローカルマニフェスト、目標管理、行政評価、進行管理、財政計画などが一体的に機能するように、行政
運営を行う過程において「ＰＤＣＡ」のマネジメントサイクルに基づく行政経営の仕組みや長期的かつ全庁横断的な推
進体制を構築します。そのことによって、限られた経営資源（ヒト・モノ・カネ・情報等）を最大限有効に活用し、質の高
い行政サービスの提供に取り組みます。

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

①総合計画推
進業務
（行政改革推進
課）

第３次総合計画を反映した、まちづくり推進
計画を策定し、着実に実行することにより、
社会情勢や地域課題の変化に対応した、
計画的なまちづくりを推進する。

●まちづくり推進計画の策定、実行

年度
まちづくり
指標の目
標の達成
率

　－ 　－ 　－
H22 H23 ⇒

関連する
まちづくり
指標

⇒ H19 H20 H21

　総合的かつ計画的な行政経営を推進するため、戦略性と実効性のある総合計画を策定するとともに、社会情勢の
変化や地域課題の変化に柔軟に対応するため、定期的にその方向性を見直しながら、市民と行政の協働による計画
的なまちづくりを推進します。

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標
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Ｎｏ.120

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（３）　広域行政の推進

【主な事業】

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

計画期間中の実績

平成19年度～平成20年度
・京都南部都市広域行政圏推進協議会における広域行政の推進
平成21年度
・京都南部都市広域行政圏推進協議会における広域行政の推進
・京都南部都市広域行政圏推進協議会の廃止
平成22年度～平成23年度
・山城地区における「政策・行革担当者連絡会議」における広域行政の推進

①広域行政圏
等連携業務
（行政改革推進
課）

周辺市町村との連携や協力体制の確立に
より、行政の振興整備を広域的に図る。

●京都南部都市広域行政圏における広域行政の推進

年度
　－ 　－ 　－ 　－

H22 H23 ⇒ 関連する
まちづくり
指標

⇒ H19 H20 H21

②事業評価シ
ステム事業
（行政改革推進
課）

年度 ⇒ H19

　近隣自治体それぞれの個性と特色を活かしながら、それぞれの役割と適切な分担のもとに、広域的に共通する課
題の解決に向けて、広域行政の一層の充実に取り組むことにより、効率的で質の高い行政サービスを提供します。

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標

事業評価システムを実施し、成果志向への
体質改善を図るとともに、事業の課題を認
識し改革・改善につなげる。

●事業評価の継続実施

計画期間中の実績

平成19年度
・事業評価の継続実施（1次評価64件、2次評価64件）
平成20年度
・事業評価の継続実施（1次評価39件、2次評価39件）
平成21年度
・事業評価の継続実施（1次評価56件、2次評価56件）
平成22年度
・事業評価の継続実施（1次評価35件、2次評価35件）
平成23年度
・事業評価の継続実施（1次評価27件、2次評価27件）

H20 H21 ⇒ 関連する
まちづくり
指標

改革・改
善された
事業件数

　－ 　－ 　－
H22 H23
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（４）　国・京都府等との連携推進

【主な事業】

計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

計画期間中の実績

平成20年度
・法改正による権限移譲に先駆けた早期権限移譲事務の検討
平成21年度
・京都府の特例条例に基づく新たな早期権限移譲事務の開始（5法令26事務）
平成22年度～平成23年度
・法改正による権限移譲等の準備

⇒ 関連する
まちづくり
指標

　－ 　－ 　－ 　－
①地方分権業
務
（行政改革推進
課）

国と地方公共団体とが分担すべき役割を
明確にし、地方公共団体の自主性・自立性
を高め、個性豊かで活力に満ちた地域社
会の実現を図る。

●地方分権にかかる調査、研究、実施
●京都府から事務移譲された業務等の適正な実行

年度 ⇒ H19 H20 H21 H22 H23

　総合計画において示したまちづくりの目標を実現するため、国や京都府、関係機関に対し、事業実施や施設整備に
関する協力、支援を要請します。また、地方自治の本旨を実現するため、国や京都府に対し、権限の委譲・強化、財
源の拡充、制度の充実など、自治権の保障と拡大について強く働きかけていきます。

事業名（所管課） 事業の概要 計画期間中の目標
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